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Ⅰ はじめに 

社会全体のデジタル化の進展により、電波の利用ニーズの拡大が予想される中、

有限希少で国民共有の財産である電波の一層の有効利用が求められている。 

電波の有効利用の程度の評価（以下「有効利用評価」という。）については、平

成 15 年度より総務大臣が電波の利用状況調査に基づき実施してきたが、技術の進展

等に対応したより適切な評価を行うため、電波法及び放送法の一部を改正する法律

（令和４年法律第63号。令和４年10月１日施行）により、電波監理審議会が行うこ

ととされ、令和４年度以降、電波監理審議会が有効利用評価を行い、今回の評価が

４度目となる。 

当審議会では、令和７年度携帯電話及び全国 BWA1等に係る電波の利用状況調査の

結果等2を踏まえ、有効利用評価方針3に基づき、有効利用評価を行った4。評価に当

たっては、当審議会の下の有効利用評価部会（以下「部会」という。）を計６回開

催した。 

部会において、携帯電話事業者及び全国BWA事業者に対するヒアリングを実施し、

各事業者からの周波数利用に関する方針や今後の計画等に係る詳細な説明も踏まえ、

当審議会において評価を行ったものである。 

  

 
1  Broadband Wireless Access：広帯域移動無線アクセスシステム。 
2  電波の利用状況の調査及び電波の有効利用の程度の評価に関する省令（平成 14 年総務省

令第 110 号）第３条第２項及び第５条第１項第１号に基づき、衛星ダイレクト通信に係

る調査及び評価を併せて取り扱う。 
3  令和４年９月 28 日電波監理審議会決定、令和７年５月 23 日改定・公表。 
4  KDDI 株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社については、一体的な経営を考慮し、まと

めて評価を行った。 
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＜電波監理審議会及び部会の開催状況＞ 

 

□ 電波監理審議会第 1147 回（9/16） 

令和７年度携帯電話及び全国 BWA に係る電波の利用状況調査の調査結果及び令

和７年度衛星ダイレクト通信に係る電波の利用状況調査の調査結果（以下、「令

和７年度調査結果」という。）の報告 

○ 部会第 49 回（9/18） 

・令和７年度調査結果の報告 

・有効利用評価の進め方の検討 

・令和７年度ヒアリング項目（検討課題・定性評価）の検討 

○ 部会第 50 回（10/22） 

・令和７年度調査結果に係る追加報告 

・令和７年度ヒアリング項目（定量評価）の検討 

・進捗評価における技術導入状況の判定方法の見直しの検討 

○ 部会第 51 回（11/19） 

免許人ヒアリング ・KDDI 株式会社／沖縄セルラー電話株式会社 

     ・UQ コミュニケーションズ株式会社 

○ 部会第 52 回（11/20） 

免許人ヒアリング ・楽天モバイル株式会社 

     ・ソフトバンク株式会社 

     ・Wireless City Planning 株式会社 

     ・株式会社 NTT ドコモ 

○ 部会第 53 回（12/11） 

令和７年度携帯電話及び全国 BWA 等に係る有効利用評価の検討 

○ 部会第 54 回（12/24） 

有効利用評価の評価結果（案）のとりまとめ 

□ 電波監理審議会第 1151 回（1/13） 

有効利用評価の評価結果（案）の審議 

   （有効利用評価の評価結果（案）の意見募集（1/14～2/12）） 

○ 部会第 55 回（1/21） 

有効利用評価方針の見直し検討 

○ 部会第 56 回（2/26） 

  提出された意見への考え方（案）の検討 

□ 電波監理審議会 1154 回（3/11） 

提出された意見への考え方の審議、有効利用評価の評価結果の審議 
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＜定量評価・移行計画・定性評価の概要＞ 

 

・定量評価5：周波数帯（①開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計

画の認定に係らない周波数帯、②開設計画の認定の有効期間中の周

波数帯、③評価を行う年度に開設計画の認定の有効期間が満了する

周波数帯）ごとの全国及び総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む。

以下同じ。）の管轄区域（北海道、東北、関東、信越、北陸、東海、

近畿、中国、四国、九州及び沖縄。以下「地域」という。）におけ

る基地局数、人口カバー率、面積カバー率、技術導入状況等の実

績・進捗の評価を実施。定量評価の実績評価に係る総合的な評価

（以下「総合評価」という。）における評語は次のとおり。 

評価(※) 評価に関する用語 

S 積極的な電波の有効利用がなされているものと認められる。 

A 適切な電波の有効利用がなされているものと認められる。 

B 電波の一定程度の有効利用は認められる。 

C より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められる。 

D 電波の有効利用が行われていない。 

※特に考慮すべき事情がある場合は、評価を行わない（R）。 

認定の有効期間が満了した「技術導入状況」の進捗評価において、今回から、

MIMO 対応基地局数の取扱いを見直している。従来、2MIMO、4MIMO、8MIMO 及び

MassiveMIMO 対応基地局数の増減をそれぞれ個別に取り扱っていたが、この場合、前

年度の数が小さいものの増減に大きく影響を受けるため、今年度から、2MIMO、

4MIMO、8MIMO 及び MassiveMIMO 対応基地局数の総和の増減を取り扱うこととした。 

 

 ・移行計画：３Ｇが終了した周波数帯における移行計画の評価を実施。 

（今年度新たに３Ｇが終了した周波数はないため、今年度は実施なし。） 

 

・定性評価：複数の周波数帯を総合的に勘案し、評価事項（①５Ｇ基地局インフ

ラシェアリング、②安全・信頼性の確保、③データトラヒック、④

MVNO に対するサービス提供、⑤携帯電話の上空利用及び IoT への取

組）ごとの評価及び総合評価を実施。 

 
5  電波法第 27 条の 12 第２項の規定に基づく、携帯電話等の周波数の再割当制度との関係で

は、電波監理審議会が行う有効利用評価のうち、開設計画の認定の有効期間が満了してい

る又は開設計画の認定に係らない周波数帯における定量評価の実績評価に係る「総合的な

評価結果」が２回以上連続して、最下位の段階（有効利用評価方針において D 評価）の場

合、総務大臣は周波数の再割当てができるものとされている。 
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＜評価項目について＞ 

 

① 無線局の数 

定量評価における「基地局数」等により評価を行う。 

 

② 無線局の行う無線通信の通信量 

定量評価における「通信量」及び定性評価における「データトラヒック」によ

り評価を行う。 

 

③ 無線局の無線設備に係る電波の能率的な利用を確保するための技術の導入に関す

る状況 

定量評価における「技術導入状況」及び定性評価における「携帯電話の上空利

用及び IoT への取組」により評価を行う。 

 

④ その他総務省令で定める事項 

(1) 免許人の数 

前年度から増減なし。 

携帯電話事業者 ５者 

全国 BWA 事業者 ２者 

 

(2) 無線局の目的及び用途 

周波数割当計画に基づいた利用がなされている。 

  移動業務－電気通信業務用（携帯電話、全国 BWA） 

 

(3) 無線設備の使用技術 

無線設備規則に準拠した技術が使用されている。 

  携帯電話 

   ３Ｇ 無線設備規則第 49 条の 6の 4(W-CDMA)、第 49 条の 6の 5(HSDPA) 

   ４Ｇ 無線設備規則第 49 条の 6の 9(FDD)、第 49 条の 6の 10(TDD) 

   ５Ｇ 無線設備規則第 49 条の 6の 12(TDD)、第 49 条の 6の 13(FDD) 

  全国 BWA 

   ４Ｇ 無線設備規則第 49 条の 29(TDD) 

   ５Ｇ 無線設備規則第 49 条の 29 の 2(TDD) 

 

(4) 無線局の具体的な使用実態 

携帯電話又は全国 BWA として通信サービスの提供に使用されている。また、

定量評価における「人口カバー率」及び「面積カバー率」並びに定性評価にお

ける「５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング」及び「安全・信頼性の確

保」により評価を行う。 
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(5) 他の電気通信手段への代替可能性 

電気通信業務用無線局であり、本項は評価しない。 

 

(6) 電波を有効利用するための計画 

開設計画の認定の有効期間中の周波数については、開設指針に基づき認定され

た各事業者の開設計画があり、当該計画の計画値を評価基準として評価を行って

いる。 

 

(7) 使用周波数の移行計画 

前年度の評価において、KDDI 株式会社／沖縄セルラー電話株式会社、ソフトバ

ンク株式会社の３Ｇサービスに使用していた周波数の移行計画について評価を行

ったところ。今年度は、新たに３Ｇサービスが終了する事業者はいないため、評

価を行っていない。（令和８年度には株式会社 NTT ドコモの移行計画を評価予

定。） 

 

(8) 既設電気通信業務用基地局（法第 27 条の 12 第 2 項に規定する既設電気通信

業務用基地局をいう。）が現に使用している周波数の幅 

別添３中「移動通信システム用周波数の割当状況」のとおりであり、このう

ち、３Ｇサービスを提供している周波数帯、３Ｇからの移行計画に係る周波数

帯、衛星ダイレクト通信の提供により地域ごとに異なる周波数の幅を使用してい

る周波数帯については、それぞれ使用帯域ごとに分けて評価を行う。 

 

(9) 接続・卸役務提供（法第 27 条の 12 第 3 項第 3号ロに規定する接続・卸役務

提供をいう。）の状況 

定性評価における「MVNO に対するサービス提供」により評価を行う。 
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電波法（昭和 25 年法律第 131 号） 

（電波の有効利用の程度の評価等） 

第二十六条の三 電波監理審議会は、前条第二項の規定により利用状況調査の結果

の報告を受けたときは、当該結果に基づき、調査区分ごとに、電波に関する技術

の発達及び需要の動向、周波数割当てに関する国際的動向その他の事情を勘案し

て、次に掲げる事項（第三項において「評価事項」という。）について電波の有

効利用の程度の評価（以下「有効利用評価」という。）を行うものとする。 

一 無線局の数 

二 無線局の行う無線通信の通信量 

三 無線局の無線設備に係る電波の能率的な利用を確保するための技術の導入に

関する状況 

四 その他総務省令で定める事項 

２～７ （略） 

 

電波の利用状況の調査及び電波の有効利用の程度の評価に関する省令（平成 14 年総

務省令第 110 号） 

（利用状況調査の調査事項等） 

第五条 免許を受けた無線局に係る法第二十六条の二第一項の総務省令で定める事

項は、次に掲げるものとする。 

一 電気通信業務用基地局、当該電気通信業務用基地局の通信の相手方である移

動する無線局、電気通信業務用人工衛星局の通信の相手方である移動する無線

局及び当該電気通信業務用人工衛星局と当該移動する無線局との間の通信を中

継するために開設する移動しない無線局（次号及び第九条において「電気通信

業務用基地局等」という。）に係る利用状況調査については、次に掲げる事項 

イ 無線局の数 

ロ 無線局の行う無線通信の通信量 

ハ 無線局の無線設備に係る電波の能率的な利用を確保するための技術の導入

に関する状況 

ニ 免許人の数 

ホ 無線局の目的及び用途 

ヘ 無線設備の使用技術 

ト 無線局の具体的な使用実態 

チ 他の電気通信手段への代替可能性 

リ 電波を有効利用するための計画 

ヌ 使用周波数の移行計画 

ル 既設電気通信業務用基地局（法第二十七条の十二第二項に規定する既設電

気通信業務用基地局をいう。）が現に使用している周波数の幅 

ヲ 接続・卸役務提供（法第二十七条の十二第三項第三号ロに規定する接続・

卸役務提供をいう。）の状況 

 二 （略） 

２～７ （略） 

 



  7 

（有効利用評価の評価事項） 

第九条 法第二十六条の三第一項第四号の総務省令で定める事項は、次の各号に掲

げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める事項とする。 

一 電気通信業務用基地局等に係る利用状況調査 第五条第一項第一号ニからヲ

までに掲げる事項 

 二 （略） 

 

  



  8 

Ⅱ 定量評価 

２－１ 定量評価 総論 

定量評価の評価結果の総論については、以下のとおりである。 

① 認定の有効期間が満了又は認定に係らない周波数帯（700MHz(773～803MHz)/800 

MHz/900MHz/1.5GHz/1.7GHz(1845～1880MHz)/2GHz/2.5GHz/3.5GHz 帯） 

・ 基地局数やカバー率について、ローバンド(700/800/900MHz 帯)では、主にエリ

アカバレッジに活用され、前年度と同様に各事業者は概ね高い実績評価（「S」や

「A」評価）であった。ミッドバンド（1.5/1.7/2/2.5/3.5GHz 帯）では、前年度か

らカバー率が拡大して評価が高くなった事業者もいる一方で、一部の地域では前

年度と同様に実績評価が低い評価（「C」評価）となっている事業者も確認された。

これらについて、進捗評価が「S」評価として前年度実績値を大きく上回っている

事業者もいるが、進捗評価が「A」として前年度実績値の維持にとどまっている事

業者もいる。電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の

拡大に向け、引き続き努力すべきである。 

・ 通信量について、いずれの事業者（自社グループ6を含む）においても４Ｇ・５

Ｇ全体の通信量は前年度から増加しているものの、2.5GHz 帯 BWA の１事業者を除

き、前年度のトラヒック量を下回った周波数帯が確認された。その要因について

も前年度と同様、大別して２点あり、１点目は、５Ｇエリアの整備拡大や５Ｇ対

応端末の普及に伴いトラヒックが５Ｇの周波数帯へ移行し、４Ｇの周波数帯のト

ラヒックが減少したこと、２点目は、通信品質の確保のため複数の周波数帯間で

トラヒック量を調整したことであった。また、今年度の特徴的なものとして、衛

星ダイレクト通信の導入に伴い、地上系基地局の帯域幅が減少したことによって、

トラヒックが他の帯域に分散されたというものがあった。今後も更なる総通信量

の増加が予想されていることから、４Ｇ・５Ｇのそれぞれに必要とされる通信量

を適切に見積もり、電波の有効利用の観点から、グループ社間でのトラヒック分

散を行う場合も含め、割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用されるよう、

引き続き努力すべきである。 

・ 今年度から、３Ｇからの移行計画に係る周波数の評価を行っている。今年度が

最初の評価であることから、実績評価のみとなるが、800MHz/900MHz/2GHz 帯いず

れも計画値以上となっており、引き続き、早期の移行完了に向けた取組を期待す

る。 

 
6 以下の事業者がグループ関係にある。以下同じ。 

KDDI グループ：KDDI 株式会社、沖縄セルラー電話株式会社、UQ コミュニケーションズ株

式会社 

ソフトバンクグループ：ソフトバンク株式会社、Wireless City Planning 株式会社 
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② 認定の有効期間が満了又は認定に係らない周波数帯（3.7GHz/4.0GHz/4.5GHz/ 

28GHz 帯） 

・ Sub6 帯（3.7/4.0/4.5GHz 帯）の基地局数やカバー率について、全ての事業者・

周波数において、全国の基地局数やトラヒックは前年度より増加し、また、多く

の事業者・地域でカバー率も増加している一方で、一部の事業者・地域において

は、ユーザーの通信品質の向上を優先した結果として、前年度からカバー率が減

少しているところがみられた。電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通信品

質の向上のみならず、カバー率についても従来の実績を維持・拡大できるような

取組について引き続き努力すべきである。また、前年度と同様、衛星との干渉調

整が必要な周波数帯においては、一定の地域で利用が低い傾向があるほか、Sub6

帯において２つの周波数を保有する事業者においては、いずれか一方の周波数の

カバー率が低い傾向にあるため、割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用

されるよう、ニーズやトラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き

努力すべきである。 

・ ミリ波（28GHz 帯）の通信量について、前年度の実績評価にあった「D」評価は

改善された。しかし、前年度と同様、全ての事業者・全国において基地局数が前

年度より増加しているにもかからず、通信量が前年度を下回った地域が確認され

た。その要因は、エリアがスポット的であり狭く、また、ミリ波対応端末の普及

状況等から通信量が絶対的に少なく、ユーザーの使われ方に左右されたためであ

った。５Ｇの特徴を生かした高品質な通信サービスの普及拡大にはミリ波の活用

は不可欠であり、エリアの拡大、対応端末の普及、ユースケース・アプリケーシ

ョンの開発及びユーザーへの周知のほか、周波数利用方針の工夫や SA 化の促進、

中継局の活用など多面的な取組により、ミリ波帯の定常的なトラヒックの一層の

増加に向けた努力をすべきである。なお、今回、ヒアリングを通じて、ミリ波通

信をユーザーに体験させる取組、中継局の展開によりエリアを構築する取組、イ

ベント会場等での WiFi のバックホール回線に利用する取組、積極的に基地局を展

開する取組などが確認された。引き続き、対応端末の普及やユーザーへの周知と

いった取組については、業界全体としてミリ波帯の利用の底上げにつながること

も期待できると考えられるため、各事業者が連携して取り組むことも期待したい。 

・ ミリ波の基地局数についても、前年度の実績評価にあった「D」評価は改善され

たが、前年度と同様、事業者・地域によっては周波数帯の平均値よりも特に少な

い地域があるため、今後、更なる電波の有効利用が図られるよう、スタジアム、

イベント会場、駅、繁華街など、人が密集しトラヒックが集中するエリア等を中

心に、基地局の展開を積極的に推進すべきである。 

・ 総務省においても、各事業者のミリ波の更なる有効利用に向けた取組の推進を

求めたい。 
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③ 認定の有効期間中の周波数帯（700MHz(770～773MHz)/1.7GHz(1805～1845MHz)/ 

1.7GHz(1860～1880MHz:東名阪以外)/2.3GHz/3.4GHz/4.9GHz 帯） 

・ 1.7GHz(1860～1880MHz:東名阪以外)の周波数帯を除き、各事業者・周波数帯に

おいて、認定された開設計画を概ね適切に実施しているものと認められた。 

・ 1.7GHz(1860～1880MHz:東名阪以外)の５Ｇ高度特定基地局数及び５Ｇ基盤展開

率については、全国及び８地域で計画値を下回り、「C」評価であった。当該周波

数は４Ｇにより基地局の設置は進められているものの、５Ｇ高度特定基地局数及

び５Ｇ基盤展開率について、可能な限り早期に自ら計画した計画値以上となるよ

う、整備を推進すべきである。 

・ また、4.9GHz 帯については、終了促進措置に関して多くの既存免許人と協議を

開始しており、引き続き、計画に基づいた措置の実施を期待したい。 
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２－２ 定量評価 各論 

有効利用評価方針に基づき、周波数帯ごとの実績及び進捗に関し、定量的に評価

を行った。 

各周波数帯の評価結果は、株式会社 NTT ドコモ（以下「NTT ドコモ」という。）、

KDDI 株式会社／沖縄セルラー電話株式会社（以下「KDDI/沖セル」という。）、ソフ

トバンク株式会社（以下「ソフトバンク」という。）、楽天モバイル株式会社（以

下「楽天モバイル」という。）、UQ コミュニケーションズ株式会社（以下「UQ コミ

ュニケーションズ」という。）及び Wireless City Planning 株式会社（以下「WCP」

という。）ごとに、次のとおりである。 

（１）開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計画の認定に係らない周

波数帯 

① 700MHz 帯（773～803MHz） 

・  NTT ドコモは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジのために活用

している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 89.10％であり、電波の一定程度の

有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「A」～「B」

評価）。しかしながら、２地域（信越・沖縄）の面積カバー率は他社と比べて特

に低い。同社によれば、面積カバー率が他社と比べて特に低い要因については、

周波数帯平均は他社の数値を含めた値であり回答が難しい状況としている。また、

信越における面積カバー率減少は、廃局・支障移転による影響としている。電波

の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き

続き努力すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は

微減、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持している

ものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」

～「B」評価）。 

・ KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジ及びトラヒッ

ク対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 98.77%と非常に高く、積極的な電

波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域

の総合評価は「S」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は

増減なし、面積カバー率は微増となっており、電波の利用は前年度実績値を維持



  12 

しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価

は「S」～「A」評価）。 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジのために活

用している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 96.72%と非常に高く、積極的な電

波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域

の総合評価は「S」～「A」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は微増、

面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上回っている

ものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」

～「B」評価）。 

② 800MHz 帯 

・ NTT ドコモは、当該周波数帯を３Ｇ及び４Ｇのエリアカバレッジのために活用し

ている。 

実績評価においては、３Ｇの全国の人口カバー率は 99.78%と非常に高く、積極

的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」評価）。４Ｇの全国の人口カバー率は 99.74%と非常に高

く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評

価である（地域の総合評価は「S」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、３Ｇの全国の基地局数及び人口カバー率

は微増、面積カバー率は増減なしとなっており、電波の利用は前年度実績値を維

持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評

価は「A」評価）。４Ｇの全国の基地局数は微増、人口カバー率は微減、面積カバ

ー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認められ、

これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。 

・ KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジ及びトラヒック対策の

ために活用している。 

実績評価においては、３Ｇからの移行計画に係る周波数帯の全国の人口カバー

率は 38.91%であり、計画値を上回っており、電波の一定程度の有効利用は認めら

れ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「S」、「B」評価）。移行計

画に係らない周波数帯の全国の人口カバー率は 99.95%と非常に高く、積極的な電

波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域

の総合評価は「S」評価）。 

進捗評価においては、移行計画に係る周波数帯は前年度の実績値がないことか

ら、評価を行っていない。前年度に比べ、移行計画に係らない周波数帯の全国の

基地局数は微増、人口カバー率は増減なし、面積カバー率は微増となっており、

電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認められ、これらの総合評価は
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「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。しかしながら、３地域

（関東・東海・近畿）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社によれば、

複数の周波数でトラヒックを分散するなどの施策を実施しているため、単一周波

数で見たときに地域単位で減少する場合があるとしている。電波の有効利用の観

点から、割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用されるよう、引き続き努

力すべきである。 

③ 900MHz 帯 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジのために活用してい

る。 

実績評価においては、３Ｇからの移行計画に係る周波数帯の全国の人口カバー

率は 97.94%と非常に高く、計画値を非常に大きく上回っており、積極的な電波の

有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総

合評価は「S」～「B」評価）。移行計画に係らない周波数帯の全国の人口カバー

率は 99.94%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認めら

れ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。 

進捗評価においては、移行計画に係る周波数帯は前年度の実績値がないことか

ら、評価を行っていない。前年度に比べ、移行計画に係らない周波数帯の全国の

基地局数及び人口カバー率は微増、面積カバー率は増加しており、電波の利用は

前年度実績値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評

価である（地域の総合評価は「S」評価）。しかしながら、６地域（北海道・東

北・中国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社に

よれば、５Ｇエリアの整備や５Ｇ端末の普及により、５Ｇ用周波数帯等へトラヒ

ックが移行したことが要因であり、今後も地域によっては一時的に減少すること

も考えられるとしている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数が

それぞれ最大限に活用されるよう、引き続き努力すべきである。 

④ 1.5GHz 帯 

・ NTT ドコモは、当該周波数帯を 800MHz 帯又は 2GHz 帯のトラヒックが高い基地局

に併設し、４Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 91.94%と高く、適切な電波の有効

利用がなされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評

価は「S」～「B」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積

カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認め

られ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評

価）。 
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・ KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇの都心部等におけるトラヒック対策のため

に活用している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 77.71%であり、電波の一定程度の

有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「B」～「C」

評価）。しかしながら、５地域（北海道・東北・中国・四国・九州）の人口カバ

ー率は 50～60%台と低く、５地域（北海道・関東・中国・四国・九州）の面積カバ

ー率は他社と比べて特に低い。同社によれば、当該周波数帯は高トラヒックエリ

ア(東名阪等)に対して展開する方針であり、Sub6 のエリア展開を優先しているが、

今後もトラヒック動向を踏まえて適切にエリア展開を実施していくとしている。

電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、

引き続き努力すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微減、人口カバー率及

び面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているもの

と認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」

評価）。 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジのために活用してい

る。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 95.42%と非常に高く、積極的な電

波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域

の総合評価は「S」～「A」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率及

び面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上回ってい

るものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」

～「A」評価）。しかしながら、全国及び 10 地域（北海道・東北・関東・信越・

北陸・東海・中国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値を下回っており、

同社によれば、５Ｇエリアの整備や５Ｇ端末の普及により、５Ｇ用周波数帯等へ

トラヒックが移行したことが要因であり、今後も同様の傾向となることも想定さ

れるとしている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数がそれぞれ

最大限に活用されるよう、引き続き努力すべきである。 

⑤ 1.7GHz 帯（1845～1880MHz） 

・ NTT ドコモは、当該周波数帯を東名阪エリアにおける 800MHz 帯又は 2GHz 帯のト

ラヒックの高い基地局に併設し、４Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、東名阪全体で人口カバー率は 95.62%と非常に高く、積極

的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、東名阪全体の基地局数、人口カバー率及

び面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているもの
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と認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評

価）。 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジのために活

用している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 94.17%と高く、適切な電波の有効

利用がなされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評

価は「S」～「B」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積

カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上回っているもの

と認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」

評価）。しかしながら、２地域（東海・近畿）の通信量は前年度実績値を下回っ

ており、同社によれば、NSA（Non Stand Alone）による４Ｇのアンカー向けリソー

ス確保のため、他バンドへオフロードする調整を実施したことが要因であり、今

後も同様の傾向がみられる可能性があるが、将来的にはトラヒックは増加してい

くものと想定するとしている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波

数がそれぞれ最大限に活用されるよう、引き続き努力すべきである。 

⑥ 2GHz 帯 

・ NTT ドコモは、当該周波数帯を３Ｇ、４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジのために

活用している。 

実績評価においては、３Ｇ帯域（４Ｇ＋５Ｇへのマイグレーションを実施中。

以下同じ。）の全国の人口カバー率は 91.31％と高く、適切な電波の有効利用がな

されているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」

～「B」評価）。４Ｇ＋５Ｇの全国の人口カバー率は 98.37%と非常に高く、積極的

な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、３Ｇ帯域の全国の基地局数は微増、人口

カバー率は増加、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を大

きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の

総合評価は「S」～「A」評価）。４Ｇ＋５Ｇの全国の基地局数は微増、人口カバ

ー率は微減、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持し

ているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は

「A」評価）。 

・ KDDI/沖セルは、当該周波数を４Ｇのエリアカバレッジ及びトラヒック対策のた

めに活用している。 

実績評価においては、４Ｇ（2115～2130MHz）の全国の人口カバー率は 95.66%と

非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価



  16 

は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。しかしながら、２地

域（北海道・四国）の面積カバー率が他社に比べて特に低く、同社によれば、当

該周波数帯は４Ｇキャパシティ確保や品質向上、５Ｇ（NSA）を支えるアンカーバ

ンドとして活用しており、今後は需要に応じて展開する方針としている。電波の

更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続

き努力すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、４Ｇ（2115～2130MHz）の全国の基地局数

は微減、人口カバー率及び面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実

績値を維持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域

の総合評価は「A」、「C」評価）。しかしながら、１地域（関東）の基地局数が

前年度実績値を下回っており、同社によれば、トラヒック収容やエリアカバーに

対する寄与度が小さい基地局を整理し、他周波数帯を含めたエリア最適化を実施

したことによるものとしている。人口カバー率及び面積カバー率は前年度と同等

水準を維持しているが、割り当てられた周波数の最大限の活用のため、これらの

カバー率を維持・拡大するために必要な基地局数は今後も維持すべきである。ま

た、全国及び９地域（北海道・東北・信越・北陸・東海・中国・四国・九州・沖

縄）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社によれば、衛星ダイレクト通

信の導入により、地上系の帯域幅を 5MHz 縮小して運用しているため、収容できる

トラヒックが減少し、収容しきれないトラヒックは他の周波数に分散させたこと

が要因としている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数がそれぞ

れ最大限に活用されるよう、引き続き努力すべきである。 

なお、地上系と衛星系が共用する周波数帯（2110～2115MHz）については、衛星

ダイレクト通信の導入を踏まえた今後の評価の在り方の検討のために調査を行っ

たものであり、評価は行っていない（「R」評価）。 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジのために活

用している。 

実績評価においては、３Ｇからの移行計画に係る周波数帯の全国の人口カバー

率は 96.99%と非常に高く、計画値を非常に大きく上回っており、積極的な電波の

有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総

合評価は「S」～「A」評価）。移行計画に係らない周波数帯の全国の人口カバー

率は 97.04%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認めら

れ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

進捗評価においては、移行計画に係る周波数帯は前年度の実績値がないことか

ら、評価を行っていない。前年度に比べ、移行計画に係らない周波数帯の全国の

基地局数及び人口カバー率は微増、面積カバー率は増加しており、電波の利用は

前年度実績値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評

価である（地域の総合評価は「S」評価）。 
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⑦ 3.5GHz 帯 

・ NTT ドコモは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのトラヒック対策のために活用して

いる。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 78.84%であり、電波の一定程度の

有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「B」～「C」

評価）。しかしながら、１地域（九州）の人口カバー率は 60%台と低く、３地域

（北海道・九州・沖縄）の面積カバー率は他社と比べて特に低い。同社によれば、

人口カバー率は九州の地域特性として島嶼部が多く基地局設置の難易度が高いこ

と、また、面積カバー率が他社と比べて特に低い要因については、周波数帯平均

は他社の数値を含めた値であり回答が難しい状況としている。電波の更なる有効

利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべ

きである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率及

び面積カバー率は微減しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているもの

と認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」

評価）。 

・ KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのトラヒック対策のために活用し

ている。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 82.44%であり、電波の一定程度の

有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「S」、「B」

評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積

カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認め

られ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評

価）。 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのトラヒック対策のために活用

している 。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 78.39%であり、電波の一定程度の

有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「B」～「C」

評価）。しかしながら、３地域（中国・四国・沖縄）の人口カバー率は 60%台と低

く、２地域（中国・四国）の面積カバー率は他社と比べて特に低い。同社によれ

ば、当該帯域は NR（New Radio）化により、3.4GHz 帯と組み合わせた 80MHz 幅で利

用可能となる環境を整備しており、基地局数、人口・面積カバー率についても将

来的には 3.4GHz 帯と同水準となる想定としている。電波の更なる有効利用のため、

トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積

カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上回っているもの

と認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評
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価）。しかしながら、全国及び全ての地域の通信量が前年度実績値を下回ってお

り、同社によれば、NR 化を進めており、４Ｇ通信を他バンドへオフロードする調

整を実施したこと等が要因であり、今後は NR 化の進展とともに５Ｇトラヒックが

増えていくものと想定するとしている。電波の有効利用の観点から、割り当てら

れた周波数がそれぞれ最大限に活用されるよう、引き続き努力すべきである。 

⑧ 3.7GHz 帯 

・ NTT ドコモは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基盤展開率は 97.69％と非常に高く、積極的な電波

の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の

総合評価は「S」～「A」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は増加、

面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと

認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」

評価）。 

・ KDDI/沖セルは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基盤展開率は 93.93%と高く、適切な電波の有効利

用がなされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評価

は「S」～「C」評価）。しかしながら、１地域（沖縄）の基盤展開率は 50%台と低

く、同社によれば、衛星地球局との共用調整が要因であり、地球局へ影響を与え

ないよう、ユーザー体感品質を踏まえた上で展開を進めていく方針としている。

電波の更なる有効利用のため、ニーズやトラヒック需要に応じた基盤展開率やカ

バー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は増加、

面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと

認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」

評価）。 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基盤展開率は 66.25%と低く、より一層の電波の有

効利用の促進が必要と認められ、総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は

「B」～「C」評価）。また、５地域（北海道・東北・四国・九州・沖縄）の基盤

展開率は 50～60%台と低く、同社によれば、効率的にトラヒックを処理するため、

局密度を高める整備を優先しており、大きなトラヒック需要が発生した場合は伝

送路をアップグレードすることで基盤展開率が拡大していくとしている。電波の

更なる有効利用のため、ニーズやトラヒック需要に応じた基盤展開率やカバー率

の拡大に向け、引き続き努力すべきである。 
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進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は増加、人口カバー率は

大きく増加しているものの、面積カバー率は減少しており、電波の利用は前年度

実績値を下回っているものと認められ、これらの総合評価は「C」評価である（地

域の総合評価は「A」、「C」評価）。また、１地域（信越）の人口カバー率及び

６地域（北海道・信越・北陸・近畿・中国・四国）の面積カバー率が前年度実績

値を下回っており、同社によれば、ユーザー体感（通信品質）を重視した調整を

行った結果、一時的なカバレッジ減少が発生したものと考えられ、今後も衛星干

渉の状況やトラヒックの増大も考慮しつつ、需要に合わせて適切なタイミングで

積極的に展開するとしている。電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通信品

質の向上のみならず、カバー率についても従来の実績を維持・拡大できるような

取組について引き続き努力すべきである。 

・ 楽天モバイルは、当該周波数帯を５Ｇのエリアカバレッジのために活用してい

る。 

実績評価においては、全国の基盤展開率は 56.84%と低く、より一層の電波の有

効利用の促進が必要と認められ、総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は

「C」評価）。また、全ての地域の基盤展開率も 50～60%台と低く、同社によれば、

既存基地局の出力調整によるエリア拡大にも注力しており、ユーザーの体感を上

げることを最優先し、需要に応じて都市部等の高トラヒックエリアなどを中心に

敷設を進めていく方針としている。電波の更なる有効利用のため、ニーズやトラ

ヒック需要に応じた基盤展開率やカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきで

ある。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は

大きく増加、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持し

ているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は

「S」～「C」評価）。しかしながら、４地域（信越・北陸・四国・九州）の人口

カバー率及び５地域（北海道・信越・北陸・四国・九州）の面積カバー率が前年

度実績値を下回っており、同社によれば、基地局近傍でより５Ｇならではのユー

ザー体感を実現できるよう調整を行った結果、人口カバー率や面積カバー率が減

少したと考えられ、今後も高トラヒックエリアなどを中心に、引き続き基地局の

敷設や調整を進めるとしている。電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通信

品質の向上のみならず、カバー率についても従来の実績を維持・拡大できるよう

な取組について引き続き努力すべきである。 

⑨ 4.0GHz 帯 

・ KDDI/沖セルは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基盤展開率は 93.55%と高く、適切な電波の有効利

用がなされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評価

は「S」～「C」評価）。しかしながら、１地域（沖縄）の基盤展開率は 50%台と低
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く、同社によれば、衛星地球局との共用調整が要因であり、地球局へ影響を与え

ないよう、ユーザー体感品質を踏まえた上で展開を進めていく方針としている。

電波の更なる有効利用のため、ニーズやトラヒック需要に応じた基盤展開率やカ

バー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は

増加、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持している

ものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」

～「B」評価）。しかしながら、４地域（北海道・東北・北陸・沖縄）の通信量が

前年度実績値を下回っており、同社によれば、現在 4.0GHz 帯はトラヒックが高い

場所にスポット的に展開している状況であり、今後の 4.0GHz 帯エリアの広がりと

ともに、トラヒックも増加していく方向性になるものと想定するとしている。電

波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用される

よう、引き続き努力すべきである。なお、4.0GHz 帯のカバー率が 3.7GHz 帯に比べ

低い点については、周波数利用方針及び衛星との干渉により制限が生じるためと

のことであるが、Sub6 2 波に対応した Massive MIMO の導入等によりエリア展開に

取り組むとのことである。 

⑩ 4.5GHz 帯 

・ NTT ドコモは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基盤展開率は 97.69％と非常に高く、積極的な電波

の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の

総合評価は「S」～「A」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は増加、

面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと

認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」

評価）。 

⑪ 28GHz 帯 

・ NTT ドコモは、当該周波数帯を５Ｇのスポット的なトラヒック対策のために活用

している。 

実績評価においては、全国の基地局数の実績値が他社に比べて大きく下回って

おり、より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められ、総合評価は「C」評価

である（地域の総合評価は「A」～「C」評価）。また、４地域（関東・北陸・東

海・近畿）の基地局数は他社より特に少なく、同社によれば、基地局数が他社よ

り特に少ない要因については、周波数帯平均は他社の数値を含めた値であり回答

が難しい状況としている。ミリ波は今後ますます増大すると考えられる通信トラ

ヒックを処理するために重要な周波数帯であり、今後、更なる電波の有効利用が
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図られるよう、スタジアム、イベント会場、駅、繁華街など、人が密集しトラヒ

ックが集中するエリア等を中心に、基地局の展開を積極的に推進すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増しており、電波の

利用は前年度実績値を上回っているものと認められ、評価は「B」評価である（地

域の評価は「A」～「B」評価）。しかしながら、全国及び９地域（東北・信越・

北陸・東海・近畿・中国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値を下回っ

ており、同社によれば、伝搬距離が短いことやミリ波対応端末が少ないことから、

他の周波数に比べ定常的な通信量が大幅に少なく、局所的な通信の変動による影

響が大きいことが要因であり、今後、ミリ波活用の課題解決が進むにつれ、トラ

ヒックが増加するものと想定するとしている。ミリ波帯は周波数特性やスポット

的なエリア、また、対応端末の少なさから定常的なトラヒックが極めて少なく、

前年度実績値からの減少が生じている。５Ｇの特徴を生かした高品質な通信サー

ビスの普及拡大にはミリ波の活用は不可欠であり、エリアの拡大、対応端末の普

及、ユースケース・アプリケーションの開発及びユーザーへの周知のほか、周波

数利用方針の工夫や SA（Stand Alone）化の促進、中継局の活用など多面的な取組

により、ミリ波帯の定常的なトラヒックの一層の増加に向けた努力をすべきであ

る。 

・ KDDI/沖セルは、当該周波数帯を５Ｇのスポット的なトラヒック対策のために活

用している。 

実績評価においては、全国の基地局数の実績値が他社に比べて特に高く、積極

的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」、「C」評価）。しかしながら、１地域（沖縄）の基地

局数は他社より特に少なく、同社によれば、駅や観光地へのスポット対策を進め

ており、今後は、ミリ波中継器を活用しながら、スタジアムや空港等のトラヒッ

クが集中するエリアに展開を進めていく方針としている。ミリ波は今後ますます

増大すると考えられる通信トラヒックを処理するために重要な周波数帯であり、

今後、更なる電波の有効利用が図られるよう、スタジアム、イベント会場、駅、

繁華街など、人が密集しトラヒックが集中するエリア等を中心に、基地局の展開

を積極的に推進すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増しており、電波の

利用は前年度実績値を上回っているものと認められ、評価は「B」評価である（地

域の評価は「B」評価）。しかしながら、８地域（信越・北陸・東海・近畿・中

国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社によれば、

駅や観光地へのスポット対策を進めており、今後は、ミリ波中継器を活用しなが

ら、スタジアムや空港等のトラヒックが集中するエリアに展開を進めていく方針

としている。ミリ波帯は周波数特性やスポット的なエリア、また、対応端末の少

なさから定常的なトラヒックが極めて少なく、前年度実績値からの減少が生じて

いる。５Ｇの特徴を生かした高品質な通信サービスの普及拡大にはミリ波の活用

は不可欠であり、エリアの拡大、対応端末の普及、ユースケース・アプリケーシ



  22 

ョンの開発及びユーザーへの周知のほか、周波数利用方針の工夫や SA 化の促進、

中継局の活用など多面的な取組により、ミリ波帯の定常的なトラヒックの一層の

増加に向けた努力をすべきである。また、１地域（沖縄）の技術導入状況におい

て 2MIMO 対応（2MIMO 以上に対応。ただし MassiveMIMO を除く。）基地局数が前年

度実績値を非常に大きく下回っており、同社によれば、今年から全て MassiveMIMO

での運用となったためとしている。沖縄においては、MIMO 対応基地局数（2MIMO、

4MIMO、8MIMO 及び MassiveMIMO 対応基地局数の総和）が前年度から減少している

状況であり、今後の総通信量の増加に備え、伝送容量を増やすことが可能な高度

化空間多重技術については、電波の更なる有効利用のため、引き続き通信品質の

確保の面から積極的な導入に向け努力すべきである。 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を５Ｇのスポット的なトラヒック対策のために

活用している。 

実績評価においては、全国の基地局数の実績値が他社に比べて低いが、電波の

一定程度の有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は

「A」～「C」評価）。また、４地域（北海道・関東・四国・九州）の基地局数は

他社より特に少なく、同社によれば、スポットカバー・トラヒック対策を行う周

波数帯として、高トラヒック地域を中心にミリ波を整備・展開するとともに、法

人向けの産業用途等としても積極的に展開する予定としている。ミリ波は今後ま

すます増大すると考えられる通信トラヒックを処理するために重要な周波数帯で

あり、今後、更なる電波の有効利用が図られるよう、スタジアム、イベント会場、

駅、繁華街など、人が密集しトラヒックが集中するエリア等を中心に、基地局の

展開を積極的に推進すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増しており、電波の

利用は前年度実績値を上回っているものと認められ、評価は「B」評価である（地

域の評価は「A」～「B」評価）。しかしながら、１地域（東北）の通信量は前年

度実績値を下回っており、同社によれば、CPE（Customer Premises Equipment）を

活用した屋内外での固定系アクセスの提供など、ミリ波の利活用範囲の拡大に取

り組んでおり、また、法人向けの産業用途等としても積極的に展開する予定とし

ている。ミリ波帯は周波数特性やスポット的なエリア、また、対応端末の少なさ

から定常的なトラヒックが極めて少なく、前年度実績値からの減少が生じている。

５Ｇの特徴を生かした高品質な通信サービスの普及拡大にはミリ波の活用は不可

欠であり、エリアの拡大、対応端末の普及、ユースケース・アプリケーションの

開発及びユーザーへの周知のほか、周波数利用方針の工夫や SA 化の促進、中継局

の活用など多面的な取組により、ミリ波帯の定常的なトラヒックの一層の増加に

向けた努力をすべきである。 

・ 楽天モバイルは、当該周波数帯を５Ｇのスポット的なトラヒック対策のために

活用している。 



  23 

実績評価においては、全国の基地局数の実績値が他社に比べて特に高く、積極

的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増しており、電波の

利用は前年度実績値を上回っているものと認められ、評価は「B」評価である（地

域の評価は「B」評価）。しかしながら、４地域（北海道・東海・近畿・九州）の

通信量が前年度実績値を下回っており、同社によれば、カバーエリアが狭く、ユ

ーザーがそのスポットを通り過ぎると他のバンドへトラヒックが流れること、ま

た、ミリ波対応端末を保有するユーザーが非常に限定的であり、特定ユーザーの

利用状況により大きく変動する点も要因としている。ミリ波帯は周波数特性やス

ポット的なエリア、また、対応端末の少なさから定常的なトラヒックが極めて少

なく、前年度実績値からの減少が生じている。５Ｇの特徴を生かした高品質な通

信サービスの普及拡大にはミリ波の活用は不可欠であり、エリアの拡大、対応端

末の普及、ユースケース・アプリケーションの開発及びユーザーへの周知のほか、

周波数利用方針の工夫や SA 化の促進、中継局の活用など多面的な取組により、ミ

リ波帯の定常的なトラヒックの一層の増加に向けた努力をすべきである。 

⑫ 2.5GHz 帯（BWA） 

・ UQ コミュニケーションズは、当該周波数帯を高度化 BWA 及び５Ｇに利用してい

る。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 97.84%と非常に高く、積極的な電

波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域

の総合評価は「S」～「A」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は

増減なし、面積カバー率は微増となっており、電波の利用は前年度実績値を維持

しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価

は「A」評価）。しかしながら、１地域（沖縄）の技術導入状況において UL64QAM

対応基地局数が前年度実績値を非常に大きく下回っており、同社によれば、メン

テナンス作業のため、調査日時点においてUL64QAMの機能が一時的に制限されてい

たためとしている。 

・ WCP は、当該周波数帯を高度化 BWA 及び５Ｇ（屋内のみ）に利用している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 86.93%であり、電波の一定程度の

有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「A」～「B」

評価）。しかしながら、全国及び全ての地域の面積カバー率が他社より特に低く、

同社によれば、トラヒック需要の変化やユーザー体感を考慮したネットワーク品

質の最適化を実施した結果、一時的にカバレッジが減少したものと考えられ、今

後も需要に合わせて適切なタイミングで整備を図っていくとしている。電波の更
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なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き

努力すべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率及

び面積カバー率は微減となっており、電波の利用は前年度実績値を維持している

ものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」

～「B」評価）。しかしながら、全国及び 10 地域（北海道・東北・関東・信越・

東海・近畿・中国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値を下回っており、

同社によれば、自社グループの５Ｇエリアの整備や５Ｇ端末の普及により、自社

グループの５Ｇ用周波数帯等へトラヒックが移行したことが要因であり、今後は

自社グループの NR 化の状況によって変動（増減）することが想定されるとしてい

る。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数が最大限に活用されるよ

う、引き続き努力すべきである。 

（２）開設計画の認定の有効期間中の周波数帯 

① 700MHz 帯（770～773MHz） 

・ 楽天モバイルは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジのために活用してい

る。 

実績評価においては、全国の基地局数について、認定された開設計画を適切に

実施しており、かつ、人口カバー率については計画値を大きく上回っているもの

と認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」～「B」

評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は増加、人口カバー率は

大きく増加、面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく

上回っているものと認められ、これらの総合評価（＝地域（関東）の総合評価）

は「A」評価である。 

なお、全国及び関東以外は未開設（基地局数が 0 局）であることから、計画値

差のみ評価し、その他の評価を行っていない（「R」評価）。 

② 1.7GHz 帯（1805～1845MHz） 

・ KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジ及びトラヒッ

ク対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基地局数について、認定された開設計画を適切に

実施しており、かつ、人口カバー率については計画値を大きく上回っているもの

と認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」

評価）。 
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進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は非常に大きく増加、人

口カバー率及び面積カバー率は大きく増加しており、電波の利用は前年度実績値

を非常に大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価であ

る（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

・ 楽天モバイルは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジのために活用してい

る。 

実績評価においては、全国の基地局数及び人口カバー率について、認定された

開設計画の計画値を非常に大きく上回っているものと認められ、これらの総合評

価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積

カバー率は減少しており、電波の利用は前年度実績値を下回っているものと認め

られ、これらの総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は「B」～「C」評

価）。また、８地域（北海道・東北・信越・北陸・中国・四国・九州・沖縄）の

基地局数、９地域（北海道・東北・信越・北陸・東海・近畿・四国・九州・沖縄）

の人口カバー率及び８地域（北海道・東北・信越・北陸・近畿・四国・九州・沖

縄）の面積カバー率が前年度実績値を下回っており、同社によれば、同社は

1.7GHz 帯について全国バンドと東名阪以外バンドの２つの割当てを受けており、

1.7GHz 帯の利用バンドの一時的な調整によるもの（ユーザーサービスへの影響な

し）としている。基地局数及び人口カバー率ともに開設計画値に対しては上回っ

ているものの、前年度から減少することが無いよう、着実に整備を推進すべきで

ある。また、電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の

拡大に向け、引き続き努力すべきである。 

③ 1.7GHz 帯（1860～1880MHz）東名阪以外 

・ 楽天モバイルは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジのために活用してい

る。また、今後、５Ｇのエリアカバレッジに活用していく予定としている。 

実績評価においては、全国の５Ｇ高度特定基地局数及び５Ｇ基盤展開率がいず

れも計画値未満であり、より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められ、こ

れらの総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は「B」～「C」評価）。また、

８地域（北海道・東北・信越・北陸・中国・四国・九州・沖縄）の５Ｇ高度特定

基地局数及び５Ｇ基盤展開率は計画値を下回っており、同社によれば、５Ｇは SA

での運用開始を計画していたところ、主に開発ベンダーとの連携や開発の工程管

理が不十分だったことなどの要因により、SA の開発及び実装が遅れたことによる

ものであり、総務省からの指導に基づき対応を進めている状況としている。当該

周波数は４Ｇにより基地局の設置は進められているものの、５Ｇ高度特定基地局

数及び５Ｇ基盤展開率について、可能な限り早期に自ら計画した計画値以上とな

るよう整備を推進すべきである。 
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進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は大きく増加、人口カバ

ー率は非常に大きく増加、面積カバー率は大きく増加しており、電波の利用は前

年度実績値を非常に大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」

評価である（地域の総合評価は「S」、「B」評価）。なお、５Ｇ高度特定基地局

数及び５Ｇ基盤展開率は、５Ｇは未導入であることから、計画値差のみ評価し、

その他の評価を行っていない（「R」評価）。 

④ 2.3GHz 帯 

・ KDDI/沖セルは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基地局数について、認定された開設計画を適切に

実施しているものと認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は

「B」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積

カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を上回っているものと認め

られ、これらの総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評

価）。 

⑤ 3.4GHz 帯 

・ NTT ドコモは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのトラヒック対策のために活用して

いる。 

実績評価においては、全国の基地局数について、認定された開設計画の計画値

を大きく上回っており、かつ、人口カバー率については計画値を非常に大きく上

回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評

価は「S」～「A」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積

カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を上回っているものと認め

られ、これらの総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「A」～「C」評

価）。しかしながら、１地域（四国）の人口カバー率及び面積カバー率が前年度

実績値を下回っており、同社によれば、廃局・支障移転による影響としている。

電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、

引き続き努力すべきである。 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのトラヒック対策のために活用

している。 

実績評価においては、全国の基地局数及び人口カバー率について、認定された

開設計画の計画値を非常に大きく上回っているものと認められ、これらの総合評

価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。 
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進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は大き

く増加しているが、面積カバー率は減少しており、電波の利用は前年度実績値を

下回っているものと認められ、これらの総合評価は「C」評価である（地域の総合

評価は「A」、「C」評価）。また、９地域（北海道・関東・信越・北陸・東海・

近畿・中国・四国・九州）の面積カバー率が前年度実績値を下回っており、同社

によれば、ユーザー体感（通信品質）を重視した調整を行った結果、一時的なカ

バレッジ減少が発生したものと考えられ、今後も需要に合わせて適切なタイミン

グで整備を図っていくとしている。電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通

信品質の向上のみならず、カバー率についても従来の実績を維持・拡大できるよ

うな取組について引き続き努力すべきである。 

⑥ 4.9GHz 帯 

・ ソフトバンクは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用すること

としている。 

同社は、令和 18 年３月 31 日までを周波数の使用期限とされた既存の 5GHz 帯無

線アクセスシステムの移行のため、終了促進措置の対応を進めているところであ

り、調査時点では未開設であることから、評価を行っていない（「R」評価）。 

 

令和７年度携帯電話及び全国 BWA 等に係る定量評価のうち、実績評価の総合評

価の結果を事業者ごとに一覧表にまとめたものを図表１に示す。 

また、周波数帯ごとの評価結果の詳細を別添１に示す。 
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（図表１） 
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○表の注について 

*1 NTT ドコモ、KDDI/沖縄セルラー電話及びソフトバンクは４Ｇ＋５Ｇ、楽天モバイ

ルは４Ｇ。 

*2 KDDI/沖縄セルラー電話は４Ｇ＋５Ｇ、楽天モバイルは４Ｇ。 

*3 NTT ドコモ及び楽天モバイルは４Ｇ、ソフトバンクは４Ｇ＋５Ｇ。 

*4 NTT ドコモ及びソフトバンクは４Ｇ＋５Ｇ、ＫＤＤＩ／沖縄セルラー電話は４Ｇ。 

※１ 3.5GHz 帯は九州、28GHz 帯は関東・北陸・東海・近畿においてＣ評価。 

※２ 1.5GHz 帯は北海道・東北・中国・四国・九州、3.7GHz 帯は沖縄、4.0GHz 帯は

沖縄、28GHz 帯は沖縄においてＣ評価。 

※３ 3.5GHz 帯は中国・四国・沖縄、3.7GHz 帯は北海道・東北・四国・九州・沖縄、

28GHz 帯は北海道・関東・四国・九州においてＣ評価。 

※４ 1.7GHz 帯は北海道・東北・信越・北陸・中国・四国・九州・沖縄、3.7GHz 帯

は全ての地域においてＣ評価。 

※５ 移行計画に係らない周波数帯の評価を記載。 

※６ 2115～2130MHz の評価を記載。 

※７ 移行計画に係る周波数帯の評価を記載。 

※８ 2110～2115MHz の評価を記載。衛星ダイレクト通信の導入を踏まえた今後の評

価の在り方の検討のために調査を行ったものであり、評価は行っていない。 

※９ 調査時点では未開設であることから、すべての評価を行っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（図表１） 
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２－３ 移行計画について 

前年度の評価において、KDDI／沖セル、ソフトバンクの３Ｇサービスに使用して

いた周波数の移行計画について評価を行い、今年度、その実績評価及び進捗評価に

ついては定量評価の中で行った。 

本評価時点において新たに３Ｇサービスが終了する事業者はいないため、移行計

画に係る評価を行っていないが、今年度末に NTT ドコモが３Ｇサービスを終了予定

であり、令和８年度の評価においては、同社が３Ｇサービスに使用している周波数

の移行計画を評価予定である。 
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Ⅲ 定性評価 

３－１ 定性評価 総論 

定性評価の評価結果の総論については、次のとおりである。 

・ 複数の周波数帯を総合的に勘案した定性的な評価として、「５Ｇ基地局におけ

るインフラシェアリング」、「安全・信頼性の確保」、「データトラヒック」、

「電波の割当てを受けていない者等（MVNO：Mobile Virtual Network Operator）

に対するサービス提供」、「携帯電話の上空利用及び IoT への取組」の５つの項

目を対象に評価を行った。 

・ ５Ｇのインフラシェアリング基地局数については、今年度より１事業者がシェ

アリングを開始したことにより、全ての事業者がシェアリングを実施している状

況となった。各事業者とも、前年度に比べその総数は増加しており、５Ｇエリア

の整備のためのインフラシェアリングの活用を図っている。各事業者においては、

自社の活用方針を踏まえつつ、５Ｇの更なる普及拡大のため、インフラシェアリ

ングの活用の推進を期待する。 

・ 安全・信頼性の確保については、前年度の評価にあった、令和６年能登半島地

震等への対応のような取組実績はなかったが、このような災害の経験などを踏ま

えて装置の耐災害性の強化や訓練の実施、マニュアルの改定といった対策の強化

を講じていることが確認できた。各事業者においては、引き続き新たな通信技術

の積極的な導入や各事業者間の連携の強化など、通信サービスの維持・早期復旧

に向けた取組を切に求めたい。 

・ データトラヒックについては、今後、総トラヒック量の増加とともに、４Ｇか

ら５Ｇへトラヒックの移行が進むことも想定される。ユーザーの通信品質の確保

の面から、適切にトラヒックを各周波数帯に分散しつつも、前年度に引き続き同

じ周波数帯においてトラヒックが減少している事業者も見られるため、グループ

社間でのトラヒック分散を行う場合にあっても、自社に割り当てられた周波数が

最大限に活用されるような仕組みとするなど、より一層のトラヒックの効率的な

処理を求めたい。 

・ MVNO に対するサービス提供については、３Ｇサービスの終了等に伴い、一部

MVNO 契約者数が一時的に減少した事業者も認められたが、各事業者ともに、MVNO

への更なる提供に向けた一定の取組を実施しており、引き続き、より多数の MVNO

事業者の参入促進に向けた対応を期待する。 

・ 携帯電話の上空利用については、前年度と同様、１事業者において５Ｇ商用化

局を提供し、また、開設局数及びその増加数が特に多く、５Ｇの活用に積極的に

取り組んでいることから、高い評価（「a」評価）とし、実証段階にとどまってい
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る１事業者は「c」評価としている。他の事業者も４Ｇの利用局数の増加が確認さ

れたが、今後、５Ｇの活用に向けた取組を期待する。また、2.5GHz 帯ＢＷＡにつ

いては、調査時点においては上空利用が制度化されていないため、評価を行って

いない（「R」評価）が、令和７年５月に制度化されているため、今後、積極的な

取組を期待したい。 

・ IoT への取組については、１事業者において３Ｇサービスの終了に伴う一時的な

減少があったが、それ以外の事業者においては、前年度より開設局数が増加して

いる。引き続きサービスの多様化も含めた積極的な利活用の推進を期待する。
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３－２ 定性評価 各論 

 有効利用評価方針に基づき、複数の周波数帯を総合的に勘案し、評価事項ごとに、

定性的に評価を行った。評価結果は次のとおりである。 

（１）５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング 

・ 各事業者ともに、インフラシェアリングの実績があり、今後、一定の計画を有

しているものと認められ、「b」評価としている。各事業者においては、自社の活

用方針を踏まえつつ、５Ｇの更なる普及拡大のため、インフラシェアリングの活

用の推進を期待する。 

・ なお、前年度は５Ｇの提供開始から間もないため評価を行わなかった WCP は、

今年度から５Ｇ基地局のインフラシェアリングが開始された。今後も計画的な取

組に期待したい。 

（２）安全・信頼性の確保 

・ 安全・信頼性の確保は、「災害対策」、「通信障害対策」及び「セキュリティ

対策」に係る事前対策や事案発生時の取組の評価を行った。 

・ 事前の対策について、事業者ごとに対策手法に異なる点があるものの、前年度

と同様、「災害対策」では災害時の通信の継続性の確保に向けた車載型基地局や

衛星回線等の配備等、「通信障害対策」では障害検知対策や障害発生時の体制構

築等、「セキュリティ対策」ではサプライチェーンリスクを考慮した設備調達や

セキュリティ確保に向けた体制の確保等、各事業者ともに一定の取組が認められ

た。 

・ また、前年度に比べ、NTT ドコモは災害対策、KDDI/沖セル、楽天モバイル及び

UQ コミュニケーションズは災害・通信障害対策、ソフトバンク及び WCP は災害・

セキュリティ対策において、改善が見られるものと認められ、「b」評価としてい

る。 

・ なお、各事業者ともに、前年度は能登半島地震への対応に関して多くの新たな

取組があったところであるが、今年度は対策の強化が中心とみられるため、この

評価としている。 

（３）データトラヒック 

・ NTT ドコモ、KDDI/沖セル、ソフトバンク及び楽天モバイルは、割当てを受けた

周波数帯の４Ｇ・５Ｇの総データトラヒック量は前年度に比べ増加しており、い

ずれの事業者もユーザーの通信品質確保の観点から周波数分散を行うなど、トラ
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ヒックを効率的に処理する工夫がなされているものと認められ、「b」評価として

いる。 

・ UQ コミュニケーションズは、定量評価に示すとおり総データトラヒック量は前

年度に比べ増加しており、自社グループ全体においてユーザー品質を考慮した最

適なトラヒック調整を行うなど、トラヒックを効率的に処理する一定の工夫がな

されているものと認められ、「b」評価としている。 

・ WCP は、定量評価に示すとおり自社グループの５Ｇエリアの整備や５Ｇ端末の普

及に伴い、５Ｇ周波数帯へトラヒックが移行したことによって前年度から総デー

タトラヒック量が減少していることから、「c」評価としている。なお、自社グル

ープ全体においては、トラヒックを効率的に処理するための一定の工夫がなされ

ているものと認められる。 

（４）電波の割当てを受けていない者等（MVNO）に対するサービス提供 

・ 各事業者ともに、MVNO に対するサービス提供を積極的に行っており、自社グル

ープ以外の多数に行われているものと認められ、「b」評価としている。ソフトバ

ンク及び WCP は、前年度と比較し、MVNO 契約者数が減少しており、ソフトバンク

については３Ｇサービス終了による一時的な減少、WCP については解約に伴う一時

的な減少によるものであり、いずれも令和７年６月末時点では昨年度調査時点と

比較して増加しているとのことである。今後、着実な契約者数の増加に向けた積

極的な取組を期待する。 

（５）携帯電話の上空利用及び IoT への取組 

・ 携帯電話の上空利用については、KDDI/沖セルは、他社に比べて４Ｇ・５Ｇの商

用化局の局数が多く、昨年度からの開設局数の増加も最も多い。さらに、唯一、

５Ｇでのサービスを提供しており、５Ｇの活用に積極的に取り組んでいることか

ら、「a」評価としている。 

・ NTT ドコモ及びソフトバンクは、４Ｇの上空利用の拡大に積極的に取り組んでお

り、また実用化されていることから、「b」評価としている。 

・ 楽天モバイルは、上空利用に関しては実証段階に留まっており、引き続き実用

化に向けて積極的に取り組むべきことから、「c」評価としている。 

・ UQ コミュニケーションズ及び WCP は、調査時点において制度上、2.5GHz 帯の上

空利用が認められていないことから、本評価は行っていない（「R」評価）。なお、

令和７年５月に 2.5GHz 帯の上空利用が制度化されているため、今後、積極的な取

組を期待したい。 
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・ IoT への取組については、NTT ドコモ、KDDI/沖セル及び楽天モバイルは、いず

れの事業者においても IoT 端末の開設局数が前年度より増加し、携帯電話の通常

規格や LPWA 規格を用いた IoT の利用拡大に積極的に取り組んでおり、また実用化

されていることから、「b」評価としている。 

・ ソフトバンクは、通常規格のIoT端末の開設局数が前年度より減少しているが、

３Ｇサービス終了に伴うものであり、LPWA 規格については増加している。また、

令和７年９月に 5GRedCap のネットワーク対応などを行った。携帯電話の通常規格

や LPWA 規格を用いた IoT の利用拡大に積極的に取り組んでおり、また実用化され

ていることから、「b」評価としている。 

・ UQ コミュニケーションズ及び WCP は、いずれの事業者においても IoT 端末の開

設局数が前年度より増加し、2.5GHz 帯高度化 BWA の通常規格を用いた IoT の利用

拡大に積極的に取り組んでおり、また実用化されていることから、「b」評価とし

ている。 

 

令和７年度携帯電話及び全国 BWA 等に係る定性評価について、評価結果の詳細

を別添２に示す。 



  36 

３－３ 定性評価 総合評価 

  定性評価の総合評価に当たっては、上記３－２の各定性評価結果の記号を平均

化して求めることとし、各事業者の評価結果は次のとおり。 

・ NTT ドコモ、KDDI/沖セル、ソフトバンク、楽天モバイル、UQ コミュニケーショ

ンズ及び WCP は、総合的に電波の有効利用又は適切な電波利用が一定程度行われ

ているものと認められ「b」評価としている（図表２参照）。 
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（図表２） 
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Ⅳ 免許人ごとの総合的な所見 

当審議会では、有効利用評価方針に基づき、令和７年度の携帯電話及び全国BWA等

に係る定量評価、移行計画の評価及び定性評価を行った。その評価結果を踏まえ、

事業者ごとの総合的な所見を次のとおり取りまとめた。 

１ NTT ドコモ 

携帯電話として割り当てられた周波数帯（700MHz 帯（773～803MHz)、800MHz 帯、

1.5GHz 帯、1.7GHz 帯、2GHz 帯、3.4GHz 帯、3.5GHz 帯、3.7GHz 帯、4.5GHz 帯及び

28GHz 帯）に関して、利用方針や今後の計画等についてヒアリング等を通して詳細

を把握した上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計画の認定に係らない周波

数帯（700MHz 帯（773～803MHz)、800MHz 帯、1.5GHz 帯、1.7GHz 帯、2GHz 帯、

3.5GHz 帯、3.7GHz 帯、4.5GHz 帯及び 28GHz 帯）のうち、エリアカバレッジのため

に活用されている800MHz帯及び2GHz帯（４Ｇ・５Ｇ）、トラヒック対策のために

活用されている 1.7GHz 帯は、非常に高い人口カバー率を有しており、また、

3.7GHz 帯及び 4.5GHz 帯は非常に高い基盤展開率を有しており、積極的な電波の有

効利用がなされていると認められる。また、エリアカバレッジのために活用され

ている2GHz帯（３Ｇ）及びトラヒック対策のために活用されている1.5GHz帯の人

口カバー率も高く、適切な電波の有効利用がなされているものと認められる。 

他方、エリアカバレッジのために活用されている 700MHz 帯及びトラヒック対策

として活用されている 3.5GHz 帯は、電波の一定程度の有効利用が認められるが、

一部の地域の人口カバー率や面積カバー率は低い。電波の更なる有効利用のため、

トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。 

スポット的なトラヒック対策のために活用されている 28GHz 帯は、全国及び一

部の地域の基地局数が他社と比べて特に少なく、より一層の電波の有効利用の促

進が必要と認められる。今後、更なる電波の有効利用が図られるよう、スタジア

ム、イベント会場、駅、繁華街など、人が密集しトラヒックが集中するエリア等

を中心に、基地局の展開を積極的に推進すべきである。 

通信量については、28GHz 帯において、全国及び一部の地域で前年度実績値を下

回っている。エリアの拡大、対応端末の普及、ユースケース・アプリケーション

の開発及びユーザーへの周知のほか、周波数利用方針の工夫や SA 化の促進、中継

局の活用など多面的な取組により、ミリ波帯の定常的なトラヒックの一層の増加

に向けた努力をすべきである。 

なお、ヒアリングにより、スタジアム等においてミリ波帯通信をユーザーに体

験させるような取組等を、積極的に行っていることが確認できた。 
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開設計画の認定の有効期間中の周波数帯（3.4GHz 帯）については、認定された

開設計画の計画値を大きく上回っているものと認められる。ただし、カバー率が

前年度より減少している地域もあることから、電波の更なる有効利用のため、ト

ラヒック状況に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。 

なお、定量評価において、面積カバー率等が他社と比べて特に低い要因につい

ては、周波数帯平均は他社の数値を含めた値であり回答が難しい状況としている

が、単に回答が難しいとするのではなく、他社との比較において低位にあるとい

うことを前提に、その要因分析を自ら行い、改善を図ることによって、電波の有

効利用につなげていくことが望ましい。 

定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②安全・

信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携帯電話

の上空利用及び IoT への取組に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電波

利用が一定程度行われているものと認められる。 

引き続き定性評価に係る各事項において、積極的な取組を期待する。 

令和７年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のための最大限の取組を期待し

たい。 

２ KDDI/沖セル 

携帯電話として割り当てられた周波数帯（700MHz 帯（773～803MHz)、800MHz 帯、

1.5GHz 帯、1.7GHz 帯（1805～1845MHz)、2GHz 帯、2.3GHz 帯、3.5GHz 帯、3.7GHz

帯、4.0GHz 帯及び 28GHz 帯）に関して、利用方針や今後の計画等についてヒアリ

ング等を通して詳細を把握した上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計画の認定に係らない周波

数帯（700MHz 帯（773～803MHz)、800MHz 帯、1.5GHz 帯、2GHz 帯、3.5GHz 帯、

3.7GHz 帯、4.0GHz 帯、28GHz 帯）のうち、エリアカバレッジ及びトラヒック対策

のために活用されている 700MHz 帯、800MHz 帯（移行計画に係らない周波数帯）及

び2GHz帯（2115～2130MHz）は、高い人口カバー率を有しており、積極的な電波の

有効利用がなされていると認められる。ただし、2GHz 帯（2115～2130MHz）におい

ては、面積カバー率が他社に比べ特に低い地域や、基地局数が前年度から大きく

減少している地域もあることから、電波の更なる有効利用のため、トラヒック需

要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力するとともに、カバー率を維

持・拡大するために必要な基地局数は今後も維持すべきである。 
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スポット的なトラヒック対策のために活用している 28GHz 帯は、全国の基地局

数の実績値が他社に比べて特に高く、積極的な電波の有効利用がなされていると

認められる。ただし、基地局数が他社と比べて特に少ない地域もあることから、

今後、更なる電波の有効利用が図られるよう、スタジアム、イベント会場、駅、

繁華街など、人が密集しトラヒックが集中するエリア等を中心に、基地局の展開

を積極的に推進すべきである。 

トラヒック対策のために活用されている3.7GHz帯及び4.0GHz帯は、高い基盤展

開率を有しており、適切な電波の有効利用がなされているものと認められる。た

だし、基盤展開率が低い地域があることや、4.0GHz 帯については人口カバー率や

面積カバー率が低いことから、電波の更なる有効利用のため、ニーズやトラヒッ

ク需要に応じた基盤展開率やカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。 

エリアカバレッジのために活用されている 800MHz 帯（移行計画に係る周波数帯）

並びにトラヒック対策のために活用されている1.5GHz帯及び3.5GHz帯は、電波の

一定程度の有効利用は認められる。ただし、1.5GHz 帯については、カバー率が低

い地域もあることから、電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じた

カバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。また、800MHz 帯については、

電波の有効利用の早期実現のため、毎年度、計画値以上のマイグレーションの実

施に向け努力すべきである。 

なお、2GHz 帯（2110MHz～2115MHz）については、衛星ダイレクト通信の導入を

踏まえた今後の評価の在り方の検討のために調査を行ったものであり、評価は行

っていない。 

通信量については、800MHz 帯、2GHz 帯、4.0GHz 帯及び 28GHz 帯の全国・一部の

地域又は一部の地域で前年度実績値を下回っている。電波の有効利用の観点から、

割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用されるよう、引き続き努力すべき

である。また、ミリ波帯については、エリアの拡大、対応端末の普及、ユースケ

ース・アプリケーションの開発及びユーザーへの周知のほか、周波数利用方針の

工夫や SA 化の促進、中継局の活用など多面的な取組により、ミリ波帯の定常的な

トラヒックの一層の増加に向けた努力をすべきである。 

なお、ヒアリングにより、駅等においてミリ波帯通信をユーザーに体験させる

ような実証の取組や、中継器を活用したエリア展開等を積極的に行っていること

が確認できた。 

技術導入状況については、28GHz 帯の一部の地域で MIMO 対応基地局数が前年度

実績値を下回っている。今後の総通信量の増加に備え、伝送容量を増やすことが

可能な高度化空間多重技術については、電波の更なる有効利用のため、引き続き

通信品質の確保の面から積極的な導入に向け努力すべきである。 
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開設計画の認定の有効期間中の周波数帯（1.7GHz 帯（1805～1845MHz)、2.3GHz

帯）のうち、1.7GHz 帯（1805～1845MHz)については、認定された開設計画の計画

値を大きく上回っており、2.3GHz 帯については、認定された開設計画を適切に実

施しているものと認められる。 

定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②安全・

信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携帯電話

の上空利用及び IoT への取組に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電波

利用が一定程度行われているものと認められる。 

特に、携帯電話の上空利用について、５Ｇの活用に積極的に取り組んでいるこ

とを高く評価したい。 

引き続き定性評価に係る各事項において、積極的な取組を期待する。 

令和７年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のための最大限の取組を期待し

たい。 

３ ソフトバンク 

携帯電話として割り当てられた周波数帯（700MHz 帯（773～803MHz)、900MHz 帯、

1.5GHz 帯、1.7GHz 帯、2GHz 帯、3.4GHz 帯、3.5GHz 帯、3.7GHz 帯、4.9GHz 帯及び

28GHz 帯）に関して、利用方針や今後の計画等についてヒアリング等を通して詳細

を把握した上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計画の認定に係らない周波

数帯（700MHz 帯（773～803MHz)、900MHz 帯、1.5GHz 帯、1.7GHz 帯（1845～

1880MHz)、2GHz 帯、3.5GHz 帯、3.7GHz 帯、28GHz 帯）のうち、エリアカバレッジ

のために活用されている 700MHz 帯、900MHz 帯、1.5GHz 帯及び 2GHz 帯は非常に高

い人口カバー率を有し、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ

る。また、1.7GHz 帯（1845～1880MHz)は高い人口カバー率を有し、適切な電波の

有効利用がなされているものと認められる。900MHz 帯及び 2GHz 帯の移行計画に係

る周波数帯については、計画値を非常に大きく上回っており、引き続き、策定し

た移行計画を上回る円滑なマイグレーションを期待したい。 

トラヒック対策のために活用されている 3.5GHz 帯は、全国においては電波の一

定程度の有効利用は認められ、また、前年度から全国的に大きく人口カバー率等

が拡大したが、一部の地域で人口カバー率は低く、また、一部の地域で面積カバ

ー率は他社と比べて特に低いことから、電波の更なる有効利用のため、トラヒッ

ク需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。 
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スポット的なトラヒック対策のために活用している 28GHz 帯は、全国において

は電波の一定程度の有効利用は認められるが、一部の地域の基地局数は他社より

特に少ない。今後、更なる電波の有効利用が図られるよう、スタジアム、イベン

ト会場、駅、繁華街など、人が密集しトラヒックが集中するエリア等を中心に、

基地局の展開を積極的に推進すべきである。 

トラヒック対策のために活用している 3.7GHz 帯においては、全国及び一部の地

域の基盤展開率が低く、より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められる。

電波の更なる有効利用のため、ニーズやトラヒック需要に応じた基盤展開率やカ

バー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。また、一部の地域の人口カバ

ー率並びに全国及び一部の地域の面積カバー率が前年度実績値に比べ減少してお

り、電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通信品質の向上のみならず、カバ

ー率についても従来の実績を維持・拡大できるような取組について引き続き努力

すべきである。 

通信量については、900MHz帯、1.5GHz帯、1.7GHz帯、3.5GHz帯及び28GHz帯に

おいて、全国又は一部の地域の通信量が前年度実績値を下回っている。電波の有

効利用の観点から、割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用されるよう、

引き続き努力すべきである。また、ミリ波については、エリアの拡大、対応端末

の普及、ユースケース・アプリケーションの開発及びユーザーへの周知のほか、

周波数利用方針の工夫や SA 化の促進、中継局の活用など多面的な取組により、ミ

リ波帯の定常的なトラヒックの一層の増加に向けた努力をすべきである。 

なお、ヒアリングにより、ミリ波のユースケース・アプリケーション的取組と

して、イベントや学校で利用する WiFi のバックホール回線に５Ｇミリ波通信を利

用する、CPE（Customer Premises Equipment、構内設置機器）に関する実証の取組

等を積極的に行っていることが確認できた。 

開設計画の認定の有効期間中の周波数帯（3.4GHz 帯及び 4.9GHz 帯）のうち、

3.4GHz 帯については、認定された開設計画の計画値を非常に大きく上回っている

ものと認められる。ただし、面積カバー率が前年度実績値を下回っている地域も

あることから、電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通信品質の向上のみな

らず、カバー率についても従来の実績を維持・拡大できるような取組について引

き続き努力すべきである。 

なお、トラヒック対策のために活用することとしている 4.9GHz 帯においては、

令和 18 年 3 月 31 日までを周波数の使用期限とされた既存の 5GHz 帯無線アクセス

システムの移行のため、終了促進措置の対応を進めているところであり、調査時

点では基地局は未開設であることから評価は行っていない。ヒアリングの結果、

多くの既存免許人と協議を開始しており、引き続き、計画に基づいた措置の実施

を期待したい。 
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定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②安全・

信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携帯電話

の上空利用及び IoT への取組に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電波

利用が一定程度行われているものと認められる。なお、④の MVNO 契約者数及び⑤

の通常規格の IoT 端末開設局数が減少しているが、いずれも３Ｇサービス終了に

伴う解約による一時的な減少によるものである。 

引き続き定性評価に係る各事項において、積極的な取組を期待する。 

令和７年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のための最大限の取組を期待し

たい。 

４ 楽天モバイル 

携帯電話として割り当てられた周波数帯（700MHz 帯（770～773MHz)、1.7GHz 帯

（1805～1845MHz)、1.7GHz 帯（1860～1880MHz)東名阪以外、3.7GHz 帯及び 28GHz

帯）に関して、利用方針や今後の計画等についてヒアリング等を通して詳細を把

握した上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している周波数帯（3.7GHz 帯及び 28GHz 帯）

のうち、トラヒック対策のために活用している 28GHz 帯は、全国の基地局数の実

績値が他社と比べて特に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認

められる。 

エリアカバレッジのために活用している 3.7GHz 帯においては、全国及び全ての

地域の基盤展開率が低く、より一層の有効利用の促進が必要と認められる。また、

一部の地域の人口カバー率及び一部の地域の面積カバー率が前年度実績値に比べ

減少しており、電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通信品質の向上のみな

らず、カバー率についても従来の実績を維持・拡大できるような取組について引

き続き努力すべきである。 

通信量については、28GHz 帯において、一部の地域で前年度実績値を下回ってい

る。エリアの拡大、対応端末の普及、ユースケース・アプリケーションの開発及

びユーザーへの周知のほか、周波数利用方針の工夫や SA 化の促進、中継局の活用

など多面的な取組により、ミリ波帯の定常的なトラヒックの一層の増加に向けた

努力をすべきである。 

なお、上述のとおり、ミリ波帯の全国の基地局数については他社と比べて高い

水準にあり、都市部で高い実績値となっていることに加えて、各地域でも偏りな

く展開されている。ヒアリングにおいても、ミリ波帯基地局の展開に積極的に取

り組んでいることが確認できた。 
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開設計画の認定の有効期間中の周波数帯（700MHz 帯（770～773MHz)、1.7GHz 帯

（1805～1845MHz)、1.7GHz 帯（1860～1880MHz：東名阪以外）のうち、1.7GHz 帯

（1805～1845MHz）については、認定された開設計画の計画値を非常に大きく上回

っていると認められる。ただし、基地局数、人口カバー率及び面積カバー率が前

年度に比べ減少している地域もあり、開設計画値に対しては上回っているものの、

前年度から減少することが無いよう、着実に整備を推進するとともに、トラヒッ

ク需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。 

700MHz 帯（770～773MHz）については、認定された開設計画を適切に実施してい

ると認められる。 

1.7GHz 帯（1860～1880MHz：東名阪以外）については、全国及び一部の地域の５

Ｇ高度特定基地局数及び５Ｇ基盤展開率がいずれも計画値未満であり、より一層

の電波の有効利用の促進が必要と認められる。当該周波数は４Ｇにより基地局の

設置は進められているものの、５Ｇ高度特定基地局数及び５Ｇ基盤展開率につい

て、可能な限り早期に自ら計画した計画値以上となるよう整備を推進すべきであ

る。 

定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②安全・

信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携帯電話

の上空利用及び IoT への取組に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電波

利用が一定程度行われているものと認められる。 

引き続き定性評価に係る各事項において、積極的な取組を期待する。特に、携

帯電話の上空利用については、商用化局の導入への取組について期待したい。 

令和７年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のための最大限の取組を期待し

たい。 

５ UQ コミュニケーションズ 

全国 BWA として割り当てられた 2.5GHz 帯に関して、利用方針や今後の計画等に

ついてヒアリング等を通して詳細を把握した上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している 2.5GHz 帯は、全国の人口カバー率は

非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされていると認められる。 

定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②安全・

信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携帯電話

の上空利用及び IoT への取組に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電波

利用が一定程度行われているものと認められる。 
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なお、ヒアリングにより、IoT への取組については信号機制御用回線などへの活

用が積極的に行われていることが確認できた。 

引き続き定性評価に係る各事項において、積極的な取組を期待する。令和７年

５月に BWA の上空利用が制度化されたため、上空利用への取組にも期待したい。 

令和７年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のための最大限の取組を期待し

たい。 

６ WCP 

全国 BWA として割り当てられた 2.5GHz 帯に関して、利用方針や今後の計画等に

ついてヒアリング等を通して詳細を把握した上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している 2.5GHz 帯は、電波の一定程度の有効

利用は認められるものの、全国及び全ての地域の面積カバー率が他社より特に低

い。電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向

け、引き続き努力すべきである。 

通信量については、全国及び一部の地域の通信量が前年度実績値を下回ってい

る。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数が最大限に活用されるよ

う、引き続き努力すべきである。グループ社間でのトラヒック分散を行う場合に

あっても、自社に割り当てられた周波数が最大限に活用されるような仕組みとす

るなど、より一層のトラヒックの効率的な処理を求めたい。 

定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②安全・

信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携帯電話

の上空利用及び IoT への取組に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電波

利用が一定程度行われているものと認められる。なお、③のデータトラヒックが

前年度から減少しているのは、５Ｇエリア・端末の普及によりトラヒックが自社

グループの５Ｇへ移行したことによるもの、④の MVNO 契約者数の減少は、解約に

よる一時的な減少によるものである。 

なお、ヒアリングにより、IoT への取組についてはスマートロック利用などへの

活用が積極的に行われていることが確認できた。 

引き続き定性評価に係る各事項において、積極的な取組を期待する。５Ｇ基地

局におけるインフラシェアリングについては、今回から新たに開始されており、

今後の計画的な取組に期待したい。また、令和７年５月に BWA の上空利用が制度

化されたため、上空利用への積極的な取組にも期待したい。 
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令和７年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のための最大限の取組を期待し

たい。 

 

  



  47 

Ⅴ 今後の検討課題 

今回の評価結果を公表するに当たり、電波の利用状況調査及び有効利用評価に

係る今後の検討課題について、当審議会としての所感を以下のとおり述べる。 

 

① Sub6 帯に係る評価 

Sub6 帯（3.7/4.0/4.5GHz 帯）については令和６年４月に認定の有効期間が満了

し、現在、Sub6 帯の実績評価の総合的な評価（「S」～「C」評価）においては、

「基盤展開率」に基づく評価を実施しているが、基盤展開率は５Ｇの初期の普及

促進における評価としては有効であったものの、令和２年の５Ｇ開始から５年が

経過し、基盤展開率は一定の役目を終えたと考えられるため、令和５年度及び令

和６年度の検討課題にも示したとおり、今後は人口カバー率に基づく評価を行う

ことが望ましい。 

一方で、特に Sub6 帯において２つの周波数帯の割当てを受けている事業者にお

いては、いずれか一方の周波数帯の利用が低い傾向、また、衛星との干渉調整が

必要な周波数帯においては、一定の地域で利用が低い傾向もあり、現行の 3.5GHz

帯等のミッドバンドにおける人口カバー率に係る最下位の評価基準（「D」評価：

50%未満）を満たさない地域も多く存在している。 

このような状況も考慮しつつ、早期に人口カバー率による評価へ移行するため、

現行の基盤展開率も一定程度考慮するなどの経過措置を設けることにより、人口

カバー率による評価の実施に向け、当該評価に係る有効利用評価方針の改定案の

検討を行うこととしたい。なお、前年度の検討課題にある「干渉条件も加味した

評価基準」については引き続き検討し、経過措置の期限は、今後、各事業者の展

開状況を見ながら検討する。（３年程度ごとに、各事業者の見通しなどを調査し、

期限設定の要否を検証。） 

ここで、政府による５Ｇ全体の促進の目標（デジタルインフラ整備計画 2030

（令和７年６月））では、令和６年７月に策定された Sub6 展開率が採用されてい

る。これについては、高トラヒックエリアを対象とした事業者・周波数横断的な

Sub6 の普及を目標としたものであるため、トラヒックニーズの高い地域を優先し

て整備するための目標設定としては有効であるが、それ以外の地域（人口カバー

率で 30%相当）については対象には含まれず、有効利用評価に用いる場合において

もその地域（人口カバー率で 30%相当）は含まれない（考慮されない）という短所

がある。 

 

② ＮＴＮに係る評価 

近年、携帯電話端末と直接通信が可能な非地上系の NTN（Non Terrestrial 

Network）サービス導入に向けた検討が活発化しており、令和７年４月、一部の事

業者により、2GHz 帯の一部の周波数帯を使った、低軌道衛星による「衛星ダイレ
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クト通信」がサービス開始した。今後、他社も同様のサービス提供を計画、また、

「HAPS」（High Altitude Platform Station）を用いたサービスに向けた検討も進

められている。 

これらの NTN サービスは、地上系の圏外エリアや、災害時に地上の基地局が停

波した場合にも携帯電話端末で通信ができることに、従来の携帯電話では得られ

ない価値がある一方で、地上系のサービスとはアプリケーションや通信速度等が

同等ではなく、地上系の評価項目とは異なる評価を検討する必要がある。ただし、

現時点ではまだ、衛星ダイレクト通信を提供しているのは一部の事業者のみであ

り、各事業者のサービスの提供状況や検討状況については引き続き調査を継続す

る必要がある。 

他方で、既にサービスを開始している事業者がいることから、有効利用の程度

の評価に向け、早期に評価方針を検討する必要がある。このため、各事業者の状

況については当面、調査を継続しながら、まずは定性評価の実現に向け、その評

価項目について検討を進める。 

検討の視点として、NTN を地上系の補完的に位置づけて地上系と合わせた評価と

するのか、或いは、NTN 単独で評価するのか、また、平時利用、災害時利用、地上

系の圏外エリアでの利用、地上系のエリア内での利用などを一旦分けて整理すべ

きである。さらに、「NTN における電波の有効利用とは何か」といったところに立

ち戻り、評価項目の概念の整理を行い、地上系の評価に使われている項目を参照

しつつ、（地上系と同等の扱いはできないとしても）NTN の評価に使えるのか、或

いは、他に評価項目となりうるものがあるかを検討する必要がある。 

また、地上系の評価項目と照らし、特に、衛星事業者が携帯電話事業者と異な

る場合、NTN では利用状況調査においてどのようなデータがどのような粒度で報

告・公表可能であるかも、明らかにする必要がある。 
 

③ ミリ波帯に係る評価 

ミリ波帯は、割当てを受けている事業者すべてが、昨年度に引き続き、前年度

から通信量が減少した地域が生じている。その要因としては、他の周波数帯と比

較してエリアがスポット的であり狭く、また、対応端末も少ないことから定常的

なトラヒックが極めて少ないことにあり、その結果として、例えば前年度に特異

的なトラヒックが発生していると、翌年度には減少してしまうという状況が生じ

ている。定常的なトラヒックをさらに増加させるためには、エリアの拡大、対応

端末の普及、ユースケース・アプリケーションの開発やユーザーへの周知など多

面的な取組が必要である。 

令和 6 年 9 月の制度改正により、Sub6 帯・ミリ波帯に中継局を導入、また、FWA

利用も想定した高出力端末（HPUE）の利用が可能になっているなど、エリアの拡

大等に向けた取組が行われているが、これらの取組については、特段、現行の評

価では反映されない。例えば、ミリ波以外の帯域では評価項目に人口又は面積カ

バー率を用いており、これには中継局によるものが反映されているが、ミリ波の
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評価項目には当該カバー率を用いていないため、中継局の導入実績が評価に反映

されていない。このため、中継局や高出力端末のような新たな技術の導入や、ユ

ースケース・アプリケーションの開発、ユーザーへの周知などの、ミリ波利用に

向けた各事業者の取組について、何らかの形で評価に加味することが望ましいと

考えられる。 

 

④ 定性評価の見直し 

令和４年度から有効利用の評価を開始して以来、定性評価については５つの項

目「①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング」、「②安全・信頼性の確保」、

「③データトラヒック」、「④MVNO に対するサービス提供」及び「⑤携帯電話の

上空利用及び IoT への取組」について評価を行ってきたところであるが、評価項

目によっては概ね標準的な評価「ｂ」に各事業者が横並びとなり、経年の変化も

乏しくなった状況のものがある。 

このため、先述の「NTN に係る評価」等を新たな項目として追加することを検討

するとともに、既存の項目のうち、概ね各事業者とも標準的な評価に達しており

今後の大きな変化が予想されないものについては、項目から削除することを検討

する。 

 

⑤ 人口カバレッジ等に係る指標 

昨年度の検討課題に基づき、総務省より、諸外国の人口カバレッジに係る調査

について、対象国を拡大した調査の結果と、通信品質の測定に係る課題抽出等の

報告がなされた。当該報告では、諸外国では、政府においてエリアカバレッジの

判定基準を定めているかどうかについては、その動向は必ずしも一様ではない状

況であるが、政府が主体となって、携帯電話のエリアカバレッジ等の通信環境を

調査する取組が行われていることが明らかとなった。今後、より適正な評価を実

施していくため、利用状況調査を担当する総務省においては、引き続き、通信環

境に関する実地調査等を通じてエリアカバレッジや通信品質のデータを収集し、

政府が主体となった通信環境に関する「能動的」な調査の導入に向けた検討を継

続していただきたい。今後、それらの状況を踏まえ、評価方法について必要な検

討を行っていきたい。 

その他、電波利用実態の変化、技術の進展や事業者の電波の利用状況等を踏まえ、

評価の在り方について、検討していきたい。  
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別添１ 定量評価 各論詳細

5
1



定量評価

１．開設計画の認定の有効期間が満了している又は
開設計画の認定に係らない周波数帯

・700MHz帯（773～803MHz）
・800MHz帯
・900MHz帯
・1.5GHz帯
・1.7GHz帯（1845～1880MHz）
・２GHz帯
・3.5GHz帯
・3.7GHz帯

・4.0GHz帯
・4.5GHz帯
・28GHz帯
・2.5GHz帯（BWA）

5
2



3700MHz帯 NTTドコモ 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】

• NTTドコモは、当該周波数帯を4G及び5Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は89.10％であり、電波の一定程度の有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は

「A」～「B」評価）。しかしながら、２地域（信越・沖縄）の面積カバー率は他社と比べて特に低い。同社によれば、面積カバー率が他社と比べて特に低い要
因については、周波数帯平均は他社の数値を含めた値であり回答が難しい状況としている。また、信越における面積カバー率減少は、廃局・支障移転による影
響としている。電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は微減、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持して
いるものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +3,791 22,185 B 89.10% B 78.53% 28.13% B A B

北海道 B +235 1,089 A 91.37% B 74.91% 17.05% B S A
東北 B +355 1,790 A 91.80% B 81.08% 27.34% B B A
関東 B +948 7,085 B 86.88% B 79.00% 43.19% B A B
信越 B +506 1,198 B 85.34% C 67.41% 22.24% B B B
北陸 B +136 510 A 90.90% B 76.23% 26.52% B B A
東海 B +175 2,383 A 93.09% B 72.55% 29.05% B B A
近畿 B +436 3,244 A 90.42% B 79.19% 32.35% B B A
中国 B +246 1,364 B 87.18% A 91.12% 35.72% B A B
四国 B +208 935 B 88.55% B 71.71% 24.39% B B B
九州 B +498 2,400 B 89.22% B 83.53% 36.82% B B B
沖縄 B +48 187 A 90.32% C 57.56% 35.52% B B A

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +101 22,185 A -0.51 89.10% A +0.43 28.13% A B S

北海道 A +59 1,089 A +0.55 91.37% S +1.23 17.05% S B S
東北 A +24 1,790 A +0.09 91.80% A +0.11 27.34% A B A
関東 A -122 7,085 B -1.80 86.88% A -0.87 43.19% B B S
信越 A -5 1,198 A -0.32 85.34% A -0.04 22.24% A B A
北陸 A +4 510 A ±0.00 90.90% A +0.06 26.52% A B A
東海 A +17 2,383 A +0.05 93.09% A ±0.00 29.05% A B A
近畿 A +38 3,244 A +0.01 90.42% A +0.06 32.35% A B A
中国 A +31 1,364 A +0.68 87.18% S +1.11 35.72% S B S
四国 A +54 935 S +1.46 88.55% S +1.16 24.39% S B S
九州 A ±0 2,400 A +0.14 89.22% A +0.42 36.82% A B S
沖縄 A +1 187 A ±0.00 90.32% A ±0.00 35.52% A B A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量

5
3



4700MHz帯 KDDI/沖縄セルラー電話 評価結果

• KDDI/沖セルは、当該周波数帯を4G及び5Gのエリアカバレッジ及びトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は98.77%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は増減なし、面積カバー率は微増となっており、電波の利用は前年度実績値を

維持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +7,229 37,927 S 98.77% S 126.27% 45.23% B A S

北海道 B +459 2,170 S 98.70% S 137.26% 31.24% B S S
東北 B +760 3,854 S 97.07% S 121.89% 41.10% B S S
関東 B +1,421 8,616 S 99.43% S 113.17% 61.87% B S S
信越 B +289 1,727 S 98.39% S 136.95% 45.18% B S S
北陸 B +203 1,395 S 98.09% S 127.74% 44.44% B S S
東海 B +1,012 4,167 S 99.21% S 126.20% 50.53% B S S
近畿 B +1,211 5,561 S 98.78% S 118.87% 48.56% B S S
中国 B +710 3,063 S 97.59% S 129.01% 50.57% B S S
四国 B +232 2,212 S 98.14% S 133.81% 45.51% B S S
九州 B +900 4,689 S 98.13% S 127.47% 56.19% B S S
沖縄 B +32 473 S 99.83% S 134.86% 83.22% B B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +1,722 37,927 A ±0.00 98.77% A +0.01 45.23% A B S

北海道 A +91 2,170 A ±0.00 98.70% A ±0.00 31.24% A B S
東北 A +120 3,854 A ±0.00 97.07% A +0.03 41.10% A B S
関東 A +730 8,616 A +0.01 99.43% A +0.01 61.87% A B S
信越 S +104 1,727 A ±0.00 98.39% A +0.02 45.18% S B S
北陸 A -1 1,395 A ±0.00 98.09% A +0.01 44.44% A B S
東海 A +190 4,167 A ±0.00 99.21% A +0.07 50.53% A B S
近畿 A +336 5,561 A +0.02 98.78% A +0.06 48.56% A B S
中国 A +52 3,063 A ±0.00 97.59% A +0.01 50.57% A B S
四国 A +12 2,212 A ±0.00 98.14% A +0.01 45.51% A B S
九州 A +86 4,689 A ±0.00 98.13% A ±0.00 56.19% A B S
沖縄 A +2 473 A ±0.00 99.83% A ±0.00 83.22% A B A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量

5
4



5700MHz帯 ソフトバンク 評価結果

• ソフトバンクは、当該周波数帯を4G及び5Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は96.72%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は微増、面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上

回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +9,955 24,515 S 96.72% A 95.20% 34.10% B S S

北海道 B +679 1,364 S 96.35% B 87.83% 19.99% B S S
東北 B +1,113 2,202 A 93.56% A 97.00% 32.71% B S A
関東 B +2,732 7,270 S 99.06% A 107.81% 58.94% B S S
信越 B +367 878 A 94.81% A 95.64% 31.55% B S A
北陸 B +289 616 S 95.29% A 96.00% 33.40% B S S
東海 B +1,086 2,839 S 97.12% A 101.25% 40.54% B S S
近畿 B +1,531 3,802 S 97.76% A 101.91% 41.63% B S S
中国 B +606 1,646 A 90.94% B 79.85% 31.30% B S A
四国 B +434 993 A 93.42% A 94.44% 32.12% B S A
九州 B +979 2,601 A 93.66% B 89.02% 39.24% B S A
沖縄 B +139 304 S 99.26% A 107.58% 66.39% B S S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +2,639 24,515 A +0.69 96.72% S +1.84 34.10% S B S

北海道 S +249 1,364 S +1.51 96.35% S +3.16 19.99% S B S
東北 S +449 2,202 S +1.65 93.56% S +1.96 32.71% S B S
関東 A +376 7,270 A +0.09 99.06% A +0.08 58.94% A B S
信越 S +118 878 S +2.01 94.81% S +1.70 31.55% S B S
北陸 S +73 616 A +0.44 95.29% B -1.44 33.40% B B S
東海 A +265 2,839 A +0.07 97.12% A -0.50 40.54% A B S
近畿 A +335 3,802 A +0.53 97.76% S +1.03 41.63% S B S
中国 A +162 1,646 S +1.67 90.94% S +1.83 31.30% S B S
四国 S +185 993 S +1.77 93.42% S +2.76 32.12% S B S
九州 S +417 2,601 S +1.65 93.66% S +3.25 39.24% S B S
沖縄 A +10 304 A -0.08 99.26% B -1.12 66.39% B B A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量

5
5



6800MHz帯 NTTドコモ 評価結果

• NTTドコモは、当該周波数帯を3G及び4Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、3Gの全国の人口カバー率は99.78%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評

価は「S」評価）。4Gの全国の人口カバー率は99.74%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は
「S」評価）。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、3Gの全国の基地局数及び人口カバー率は微増、面積カバー率は増減なしとなっており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認
められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。4Gの全国の基地局数は微増、人口カバー率は微減、面積カバー率は微増しており、電波の利用は
前年度実績値を維持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【3G】 【4G】

【3G】 【4G】

※１ 基地局数については、計画値はない。※２ 800MHz帯の３Ｇはドコモ１者のみ運用中のため、周波数帯平均値が示せないことから、面積カバー率の評価は実施していない。※３ 事業者は３Gの通信量を測定していな
いため、調査データはなく、評価は実施していない。※４ 技術導入状況は、３Ｇでは導入できない技術であるため、調査データはなく、評価は実施していない。※５ 人口カバー率のみを考慮して総合評価を実施。

※１ 事業者は３Gの通信量を測定していないため、調査データはなく、評価は実施していない。※２ 技術導入状況は、３Ｇでは導入できない技術であるため、調査データはなく、評価は実施していない。

評価 計画値差
(※1)

実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値

全国 - - 65,507 S 99.78% - - 58.11% - - S
北海道 - - 4,101 S 99.77% - - 43.79% - - S
東北 - - 6,573 S 99.68% - - 53.83% - - S
関東 - - 16,309 S 99.78% - - 70.21% - - S
信越 - - 3,691 S 99.35% - - 44.90% - - S
北陸 - - 2,792 S 99.96% - - 57.33% - - S
東海 - - 6,823 S 99.84% - - 51.35% - - S
近畿 - - 8,467 S 99.72% - - 59.38% - - S
中国 - - 5,588 S 99.76% - - 78.61% - - S
四国 - - 3,279 S 99.81% - - 67.40% - - S
九州 - - 7,252 S 99.93% - - 77.09% - - S
沖縄 - - 632 SS 100.00% - - 81.14% - - S

基地局数 人口カバー率 面積カバー率(※2) 通信量
(※3)

技術導入
状況(※4)

総合的な
評価(※5) 評価 計画値差

(※1)
実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値

全国 - - 66,633 S 99.74% A 97.30% 57.60% B B S
北海道 - - 4,186 S 99.77% A 94.98% 43.90% B B S
東北 - - 6,844 S 99.69% A 98.05% 53.90% B B S
関東 - - 16,413 S 99.70% A 96.25% 69.31% B B S
信越 - - 3,705 S 99.27% B 86.99% 43.51% B B S
北陸 - - 2,809 S 99.96% A 100.72% 57.19% B B S
東海 - - 7,382 S 99.84% B 89.48% 51.30% B B S
近畿 - - 8,492 S 99.72% A 96.45% 59.43% B B S
中国 - - 5,597 S 99.76% A 103.45% 78.59% B B S
四国 - - 3,289 S 99.81% A 104.83% 67.45% B B S
九州 - - 7,275 S 99.91% A 100.97% 73.87% B B S
沖縄 - - 641 S 99.99% A 96.59% 78.81% B B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 A +103 65,507 A +0.01 99.78% A ±0.00 58.11% A - -
北海道 A +5 4,101 A ±0.00 99.77% A +0.01 43.79% A - -
東北 A -2 6,573 A ±0.00 99.68% A +0.02 53.83% A - -
関東 A +11 16,309 A +0.01 99.78% A +0.02 70.21% A - -
信越 A -1 3,691 A +0.01 99.35% A +0.03 44.90% A - -
北陸 A +23 2,792 A -0.01 99.96% A -0.31 57.33% A - -
東海 A +14 6,823 A -0.01 99.84% A +0.01 51.35% A - -
近畿 A +42 8,467 A +0.01 99.72% A +0.05 59.38% A - -
中国 A -1 5,588 A ±0.00 99.76% A ±0.00 78.61% A - -
四国 A +3 3,279 A ±0.00 99.81% A +0.11 67.40% A - -
九州 A +3 7,252 A ±0.00 99.93% A ±0.00 77.09% A - -
沖縄 A +6 632 A ±0.00 100.00% A +0.04 81.14% A - -

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
総合的な

評価
通信量
(※1)

技術導入
状況(※2) 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 A +373 66,633 A -0.03 99.74% A +0.02 57.60% A B A
北海道 A +63 4,186 A ±0.00 99.77% A +0.10 43.90% A B A
東北 A +75 6,844 A +0.01 99.69% A +0.01 53.90% A B A
関東 A +64 16,413 A -0.07 99.70% A -0.05 69.31% A B A
信越 A +13 3,705 A ±0.00 99.27% A +0.02 43.51% A B A
北陸 A +32 2,809 A -0.01 99.96% A -0.47 57.19% A B S
東海 A +44 7,382 A -0.01 99.84% A ±0.00 51.30% A B A
近畿 A +45 8,492 A ±0.00 99.72% A +0.06 59.43% A B A
中国 A +6 5,597 A ±0.00 99.76% A ±0.00 78.59% A B A
四国 A +9 3,289 A ±0.00 99.81% A +0.16 67.45% A B A
九州 A +12 7,275 A ±0.00 99.91% A ±0.00 73.87% A B A
沖縄 A +10 641 A ±0.00 99.99% A +0.10 78.81% A B A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
総合的な

評価
通信量

5
6



7800MHz帯 KDDI/沖縄セルラー電話 評価結果

• KDDI/沖セルは、当該周波数帯を4Gのエリアカバレッジ及びトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、３Ｇからの移行計画に係る周波数帯の全国の人口カバー率は38.91%であり、計画値を上回っており、電波の一定程度の有効利用は認められ、

総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「S」、「B」評価）。移行計画に係らない周波数帯の全国の人口カバー率は99.95%と非常に高く、積極的な電波の有
効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。

• 進捗評価においては、移行計画に係る周波数帯は前年度の実績値がないことから、評価を行っていない。前年度に比べ、移行計画に係らない周波数帯の全国の基地局
数は微増、人口カバー率は増減なし、面積カバー率は微増となっており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である
（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。しかしながら、３地域（関東・東海・近畿）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社によれば、複数の周波数でトラヒッ
クを分散するなどの施策を実施しているため、単一周波数で見たときに地域単位で減少する場合があるとしている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数がそ
れぞれ最大限に活用されるよう引き続き努力すべきである。

1 実績評価

2 進捗評価

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値

全国 S +11,274 29,174 B +18.91 38.91% S +7.37 12.37% - - B
北海道 S +451 1,051 B +22.54 23.54% S +6.17 7.17% - - B
東北 S +660 2,260 B +13.44 16.44% A +4.72 7.72% - - B
関東 S +2,965 6,565 B +15.48 45.48% S +5.63 13.63% - - B
信越 S +464 1,264 B +9.33 23.33% S +7.75 11.75% - - B
北陸 S +434 734 B +22.27 24.27% S +7.64 10.64% - - B
東海 S +1,219 3,719 B +9.98 36.98% S +6.83 15.83% - - B
近畿 S +2,095 5,395 B +14.60 45.60% S +5.68 15.68% - - B
中国 S +817 3,117 B +30.22 34.22% S +10.25 19.25% - - B
四国 S +316 1,116 B +24.47 25.47% S +7.30 12.30% - - B
九州 S +1,385 3,285 B +31.09 37.09% S +11.43 17.43% - - B
沖縄 S +468 668 S +29.97 99.97% S +59.42 79.42% - - S

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 通信量
(※1)

技術導入
状況(※1)

総合的な
評価 評価 計画値差

(※2)
実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値

全国 - - 70,537 S 99.95% A 102.69% 60.79% B B S
北海道 - - 3,666 S 99.97% A 105.00% 48.53% B B S
東北 - - 7,422 S 99.89% A 101.93% 56.03% B B S
関東 - - 15,687 S 99.98% A 103.75% 74.71% B B S
信越 - - 3,333 S 99.95% S 112.99% 56.52% B B S
北陸 - - 2,400 S 99.95% A 99.26% 56.36% B B S
東海 - - 7,912 S 99.97% S 110.52% 63.36% B B S
近畿 - - 11,162 S 99.96% A 103.54% 63.80% B B S
中国 - - 6,401 S 99.87% A 96.54% 73.34% B B S
四国 - - 3,534 S 99.85% A 95.15% 61.22% B B S
九州 - - 8,355 S 99.90% A 99.03% 72.45% B B S
沖縄 - - 665 SS 100.00% A 103.41% 84.37% B B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 通信量
(※1)

技術導入
状況(※1)

【4G】移行計画に係る周波数帯(870～875MHz) 【4G】移行計画に係らない周波数帯(860～870MHz)

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 - - 29,174 - - 38.91% - - 12.37% - - -
北海道 - - 1,051 - - 23.54% - - 7.17% - - -
東北 - - 2,260 - - 16.44% - - 7.72% - - -
関東 - - 6,565 - - 45.48% - - 13.63% - - -
信越 - - 1,264 - - 23.33% - - 11.75% - - -
北陸 - - 734 - - 24.27% - - 10.64% - - -
東海 - - 3,719 - - 36.98% - - 15.83% - - -
近畿 - - 5,395 - - 45.60% - - 15.68% - - -
中国 - - 3,117 - - 34.22% - - 19.25% - - -
四国 - - 1,116 - - 25.47% - - 12.30% - - -
九州 - - 3,285 - - 37.09% - - 17.43% - - -
沖縄 - - 668 - - 99.97% - - 79.42% - - -

基地局数(※1) 人口カバー率(※1) 面積カバー率(※1)
総合的な

評価(※1)
通信量
(※2)

技術導入
状況(※2)

【4G】移行計画に係る周波数帯(870～875MHz) 【4G】移行計画に係らない周波数帯(860～870MHz)

※１ 通信量及び技術導入の分離が困難なため、移行計画に係らない周波数帯と合算して移行計画に係らない周波数帯において評価を実施。 ※２ 基地局数については、計画値はない。

※１ 前年度の実績値がないことから、基地局数、人口カバー率、面積カバー率及び総合的な評価の評価は実施していない。※２ 通信量及び技術導入の分離が困難なため、移行計画に係らない周波数帯と合算して移行計
画に係らない周波数帯において評価を実施。

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 A +2,107 70,537 A ±0.00 99.95% A +0.14 60.79% A B S
北海道 S +230 3,666 A ±0.00 99.97% A +0.07 48.53% S B S
東北 S +256 7,422 A ±0.00 99.89% A +0.13 56.03% S B S
関東 A -206 15,687 A ±0.00 99.98% A +0.10 74.71% A C S
信越 S +154 3,333 A +0.01 99.95% A +0.40 56.52% S B S
北陸 S +167 2,400 A ±0.00 99.95% A +0.13 56.36% S B S
東海 S +412 7,912 A ±0.00 99.97% A +0.44 63.36% S C S
近畿 A +232 11,162 A ±0.00 99.96% A +0.16 63.80% A C S
中国 S +245 6,401 A ±0.00 99.87% A +0.01 73.34% S B S
四国 S +296 3,534 A ±0.00 99.85% A +0.08 61.22% S B S
九州 S +312 8,355 A ±0.00 99.90% A +0.06 72.45% S B S
沖縄 A +9 665 A ±0.00 100.00% S +1.38 84.37% S B S

技術導入
状況(※2)

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
総合的な

評価
通信量
(※2)

5
7



8900MHz帯 ソフトバンク 評価結果

• ソフトバンクは、当該周波数帯を4Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、３Ｇからの移行計画に係る周波数帯の全国の人口カバー率は97.94%と非常に高く、計画値を非常に大きく上回っており、積極的な電波の有効

利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。移行計画に係らない周波数帯の全国の人口カバー率は
99.94%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。

• 進捗評価においては、移行計画に係る周波数帯は前年度の実績値がないことから、評価を行っていない。前年度に比べ、移行計画に係らない周波数帯の全国の基地局
数及び人口カバー率は微増、面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域
の総合評価は「S」評価）。しかしながら、６地域（北海道・東北・中国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社によれば、5Gエリアの整備や
５G端末の普及により、5G用周波数帯等へトラヒックが移行したことが要因であり、今後も地域によっては一時的に減少することも考えられるとしている。電波の有効利用の
観点から、割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用されるよう引き続き努力すべきである。

1 実績評価

2 進捗評価

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値

全国 S +14,833 26,833 S +34.33 97.94% S +25.75 54.95% - - S
北海道 S +644 1,235 S +51.73 96.25% S +20.30 35.53% - - S
東北 S +1,270 2,420 S +39.33 95.19% S +21.74 48.05% - - S
関東 S +4,486 6,592 S +43.84 99.26% S +36.12 75.87% - - S
信越 S +477 1,050 A +32.01 92.20% S +25.76 55.83% - - A
北陸 S +404 761 S +25.41 98.25% S +22.97 54.03% - - S
東海 S +2,127 4,222 S +23.83 99.63% S +19.91 69.12% - - S
近畿 S +2,265 4,395 S +15.82 99.75% S +24.06 69.33% - - S
中国 S +1,131 2,460 S +24.32 97.40% S +28.87 67.05% - - S
四国 S +754 1,244 S +40.92 95.81% S +34.42 60.53% - - S
九州 S +1,211 2,311 S +40.82 95.20% S +34.58 58.73% - - S
沖縄 S +64 143 B +30.20 85.64% S +31.09 72.16% - - B

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 通信量
(※1)

技術導入
状況(※1)

総合的な
評価 評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値

全国 B +18,483 60,615 S 99.94% - - 72.69% B B S
北海道 B +1,252 4,038 S 99.98% - - 56.67% B B S
東北 B +2,388 7,001 S 99.89% - - 68.59% B B S
関東 B +2,282 11,761 S 99.99% - - 87.44% B B S
信越 B +995 2,702 S 99.92% - - 72.34% B B S
北陸 B +792 2,110 S 99.93% - - 69.35% B B S
東海 B +2,272 7,583 S 99.97% - - 77.22% B B S
近畿 B +2,383 7,977 S 99.94% - - 75.42% B B S
中国 B +2,753 6,314 S 99.86% - - 87.19% B B S
四国 B +1,308 3,014 S 99.83% - - 79.12% B B S
九州 B +1,830 7,504 S 99.85% - - 83.03% B B S
沖縄 B +228 611 SS 100.00% - - 91.39% B B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率(※2) 通信量
(※1)

技術導入
状況(※1)

【4G】移行計画に係る周波数帯(945～950MHz) 【4G】移行計画に係らない周波数帯(950～960MHz)

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 - - 26,833 - - 97.94% - - 54.95% - - -
北海道 - - 1,235 - - 96.25% - - 35.53% - - -
東北 - - 2,420 - - 95.19% - - 48.05% - - -
関東 - - 6,592 - - 99.26% - - 75.87% - - -
信越 - - 1,050 - - 92.20% - - 55.83% - - -
北陸 - - 761 - - 98.25% - - 54.03% - - -
東海 - - 4,222 - - 99.63% - - 69.12% - - -
近畿 - - 4,395 - - 99.75% - - 69.33% - - -
中国 - - 2,460 - - 97.40% - - 67.05% - - -
四国 - - 1,244 - - 95.81% - - 60.53% - - -
九州 - - 2,311 - - 95.20% - - 58.73% - - -
沖縄 - - 143 - - 85.64% - - 72.16% - - -

基地局数(※1) 人口カバー率(※1) 面積カバー率(※1)
総合的な

評価(※1)
通信量
(※2)

技術導入
状況(※2)

【4G】移行計画に係る周波数帯(945～950MHz) 【4G】移行計画に係らない周波数帯(950～960MHz)

※１ 通信量及び技術導入の分離が困難なため、移行計画に係らない周波数帯と合算して移行計画に係らない周波数帯において評価を実施。 ※２ 900MHz帯はソフトバンク１者のみの割当てのため、周波数帯平均値が
示せないことから、面積カバー率の評価は実施していない。

※１ 前年度の実績値がないことから、基地局数、人口カバー率、面積カバー率及び総合的な評価の評価は実施していない。※２ 通信量及び技術導入の分離が困難なため、移行計画に係らない周波数帯と合算して移行計
画に係らない周波数帯において評価を実施。

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 A +515 60,615 A +0.03 99.94% S +3.33 72.69% S B A
北海道 A +27 4,038 A +0.02 99.98% S +4.80 56.67% S C A
東北 A +59 7,001 A +0.04 99.89% S +2.56 68.59% S C A
関東 A +138 11,761 A ±0.00 99.99% S +1.24 87.44% S B A
信越 A +14 2,702 A +0.04 99.92% S +2.77 72.34% S B A
北陸 A +11 2,110 A +0.05 99.93% S +1.31 69.35% S B A
東海 A +48 7,583 A +0.02 99.97% S +3.46 77.22% S B A
近畿 A +65 7,977 A +0.03 99.94% S +2.56 75.42% S B A
中国 A +24 6,314 A +0.07 99.86% S +2.77 87.19% S C S
四国 A +18 3,014 A +0.13 99.83% S +6.14 79.12% S C S
九州 A +81 7,504 A +0.09 99.85% S +3.88 83.03% S C A
沖縄 A +30 611 A +0.02 100.00% S +1.28 91.39% S C A

技術導入
状況(※2)

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
総合的な

評価
通信量
(※2)
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91.5GHz帯 NTTドコモ 評価結果

• NTTドコモは、当該周波数帯を800MHz帯又は2GHz帯のトラヒックが高い基地局に併設し、4Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は91.94%と高く、適切な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の

総合評価は「S」～「B」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと

認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【4G】

【4G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +23,211 28,911 A 91.94% A 93.91% 20.34% B B A

北海道 B +1,267 1,607 A 91.42% A 103.64% 9.67% B B A
東北 B +1,536 1,879 B 80.84% B 79.18% 14.07% B B B
関東 B +8,477 10,380 S 97.78% S 118.01% 53.26% B B S
信越 B +1,275 1,430 A 93.36% S 116.49% 27.69% B B A
北陸 B +858 992 A 92.32% A 107.07% 25.89% B B A
東海 B +1,972 2,685 B 89.37% B 74.36% 22.82% B B B
近畿 B +2,924 3,859 A 93.22% B 74.23% 22.35% B B A
中国 B +1,264 1,593 B 82.86% B 82.27% 17.21% B B B
四国 B +918 1,134 B 88.39% A 102.44% 19.33% B B B
九州 B +2,434 2,999 B 85.82% B 83.57% 18.72% B B B
沖縄 B +286 353 A 92.54% A 92.10% 24.72% B B A

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +559 28,911 A +0.28 91.94% A +0.54 20.34% A B A

北海道 A +48 1,607 A +0.85 91.42% A +0.57 9.67% A B A
東北 A +136 1,879 S +1.38 80.84% A +0.97 14.07% S B A
関東 A +28 10,380 A +0.03 97.78% A -0.03 53.26% A B A
信越 A +2 1,430 A +0.05 93.36% A ±0.00 27.69% A B A
北陸 A +35 992 A +0.07 92.32% A +0.23 25.89% A B A
東海 A +78 2,685 A +0.14 89.37% A +0.30 22.82% A B A
近畿 A +53 3,859 A ±0.00 93.22% A +0.06 22.35% A B A
中国 A +38 1,593 A +0.78 82.86% A +0.89 17.21% A B A
四国 A +40 1,134 S +1.67 88.39% S +1.96 19.33% S B A
九州 A +99 2,999 A +0.21 85.82% A +0.28 18.72% A B A
沖縄 A +2 353 A +0.09 92.54% A +0.19 24.72% A B A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量
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101.5GHz帯 KDDI/沖縄セルラー電話 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G】

【4G】 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A -335 10,754 A +0.07 77.71% A +0.02 15.35% A B A

北海道 A -2 319 A +0.01 65.19% A ±0.00 5.36% A B A
東北 A -1 578 A ±0.00 66.55% A +0.05 14.15% A B A
関東 A -313 4,710 A +0.15 85.45% A +0.03 31.54% A B B
信越 A ±0 246 A +0.01 74.24% A ±0.00 18.69% A B A
北陸 A -1 145 A -0.96 70.62% A -0.23 18.05% A B A
東海 A -30 1,197 A +0.08 88.78% A +0.03 28.17% A B A
近畿 A +9 2,259 A -0.02 87.80% A -0.27 24.29% A B A
中国 A -2 438 A ±0.00 60.67% A +0.01 11.97% A B A
四国 A -1 166 A +0.02 52.62% A +0.02 9.93% A B A
九州 A -3 579 A -0.37 53.89% A +0.05 12.43% A B A
沖縄 A +9 117 S +6.42 78.52% S +3.70 19.92% S B A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量

• KDDI/沖セルは、当該周波数帯を4Gの都心部等におけるトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は77.71%であり、電波の一定程度の有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は

「B」～「C」評価）。しかしながら、５地域（北海道・東北・中国・四国・九州）の人口カバー率は50～60%台と低く、５地域（北海道・関東・中国・四国・
九州）の面積カバー率は他社と比べて特に低い。同社によれば、当該周波数帯は高トラヒックエリア(東名阪等)に対して展開する方針であり、Sub6のエリア展
開を優先しているが、今後もトラヒック動向を踏まえて適切にエリア展開を実施していくとしている。電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率
の拡大に向け、引き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微減、人口カバー率及び面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持してい
るものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +4,393 10,754 B 77.71% B 70.87% 15.35% B B B

北海道 B +108 319 C 65.19% C 57.45% 5.36% B B C
東北 B +135 578 C 66.55% B 79.63% 14.15% B B C
関東 B +1,640 4,710 B 85.45% C 69.89% 31.54% B B B
信越 B +123 246 B 74.24% B 78.63% 18.69% B B B
北陸 B +71 145 B 70.62% B 74.65% 18.05% B B B
東海 B +725 1,197 B 88.78% A 91.79% 28.17% B B B
近畿 B +1,327 2,259 B 87.80% B 80.67% 24.29% B B B
中国 B +60 438 C 60.67% C 57.22% 11.97% B B C
四国 B +37 166 C 52.62% C 52.62% 9.93% B B C
九州 B +117 579 C 53.89% C 55.49% 12.43% B B C
沖縄 B +50 117 B 78.52% B 74.22% 19.92% B B B

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

6
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111.5GHz帯 ソフトバンク 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G】

【4G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +4,471 10,471 S 95.42% S 135.18% 29.28% B B S

北海道 B +210 456 A 92.06% S 139.01% 12.97% B B A
東北 B +405 863 A 90.48% S 141.19% 25.09% B B A
関東 B +1,213 2,727 S 96.87% S 112.12% 50.60% B B S
信越 B +100 276 A 90.63% A 104.88% 24.93% B B A
北陸 B +36 256 A 94.20% S 118.28% 28.60% B B A
東海 B +660 1,497 S 97.73% S 133.89% 41.09% B B S
近畿 B +915 2,000 S 98.26% S 145.07% 43.68% B B S
中国 B +277 826 A 91.69% S 160.47% 33.57% B B A
四国 B +156 370 A 91.91% S 144.99% 27.36% B B A
九州 B +445 1,108 A 93.10% S 160.94% 36.05% B B A
沖縄 B +54 92 A 93.28% S 133.72% 35.89% B B A

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

• ソフトバンクは、当該周波数帯を4Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は95.42%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率及び面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上

回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。しかしながら、全国及び10地域（北海道・東北・関
東・信越・北陸・東海・中国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社によれば、5Gエリアの整備や5G端末の普及により、5G用
周波数帯等へトラヒックが移行したことが要因であり、今後も同様の傾向となることも想定されるとしている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波
数がそれぞれ最大限に活用されるよう引き続き努力すべきである。

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +71 10,471 S +1.32 95.42% S +1.95 29.28% S C A

北海道 A ±0 456 S +1.13 92.06% S +1.91 12.97% S C A
東北 A +11 863 S +1.77 90.48% S +1.96 25.09% S C A
関東 A +24 2,727 S +1.93 96.87% S +2.48 50.60% S C A
信越 A ±0 276 S +3.16 90.63% S +2.06 24.93% S C A
北陸 A -2 256 S +1.06 94.20% A +0.95 28.60% S C A
東海 A +7 1,497 A +0.44 97.73% S +1.72 41.09% S C A
近畿 A +29 2,000 A +0.27 98.26% S +1.17 43.68% S B A
中国 A ±0 826 S +1.83 91.69% S +2.64 33.57% S C A
四国 A ±0 370 S +1.83 91.91% S +2.16 27.36% S C A
九州 A +2 1,108 A +0.82 93.10% S +1.91 36.05% S C A
沖縄 A ±0 92 A +0.41 93.28% A -0.41 35.89% A C A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量

6
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121.7GHz帯 NTTドコモ 評価結果

• NTTドコモは、当該周波数帯を東名阪エリアにおける800MHz帯又は2GHz帯のトラヒックの高い基地局に併設し、4Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、東名阪全体で人口カバー率は95.62%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価

である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、東名阪全体の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持してい

るものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【4G】

【4G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +14,980 18,455 S 95.62% - - 35.78% B B S

北海道 - - - - - - - - - - -
東北 - - - - - - - - - - -
関東 B +8,755 10,902 S 97.89% A 104.35% 53.40% B B S
信越 - - - - - - - - - - -
北陸 - - - - - - - - - - -
東海 B +3,442 3,659 A 94.53% A 94.13% 28.04% B B A
近畿 B +2,783 3,894 A 91.51% B 75.67% 20.08% B B A
中国 - - - - - - - - - - -
四国 - - - - - - - - - - -
九州 - - - - - - - - - - -
沖縄 - - - - - - - - - - -

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率(※)
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +132 18,455 A +0.03 95.62% A +0.03 35.78% A B A

北海道 - - - - - - - - - - - -
東北 - - - - - - - - - - - -
関東 A +37 10,902 A +0.04 97.89% A -0.03 53.40% A B A
信越 - - - - - - - - - - - -
北陸 - - - - - - - - - - - -
東海 A +26 3,659 A +0.04 94.53% A +0.05 28.04% A B A
近畿 A +69 3,894 A +0.01 91.51% A +0.11 20.08% A B A
中国 - - - - - - - - - - - -
四国 - - - - - - - - - - - -
九州 - - - - - - - - - - - -
沖縄 - - - - - - - - - - - -

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量

※ NTTドコモは東名阪のみ、ソフトバンクは全国の割当てのため、東名阪以外の周波数帯平均値が示せないことから、東名阪のみ評価を実施。

（注）NTTドコモが開設計画の認定を受けていた地域は、関東、東海及び近畿であることから、関東、東海及び近畿以外は評価対象外として「―」としている。
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131.7GHz帯 ソフトバンク 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +17,107 23,495 A 94.17% - - 24.29% B S A

北海道 B +983 1,283 A 92.15% - - 12.22% B S A
東北 B +1,604 1,900 B 88.96% - - 22.71% B S B
関東 B +5,016 7,765 S 98.10% A 95.65% 48.95% B S S
信越 B +505 671 B 89.34% - - 20.95% B S B
北陸 B +485 535 A 92.25% - - 25.46% B S A
東海 B +1,915 2,785 A 94.98% A 105.87% 31.54% B S A
近畿 B +2,857 4,039 S 96.78% S 124.33% 32.99% B S S
中国 B +1,235 1,493 B 87.55% - - 22.43% B S B
四国 B +566 706 B 88.43% - - 21.01% B S B
九州 B +1,671 2,023 B 86.60% - - 23.71% B S B
沖縄 B +270 295 S 98.86% - - 61.49% B S S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率(※)
通信量

技術導入
状況

※ NTTドコモは東名阪のみ、ソフトバンクは全国の割当てのため、東名阪以外の周波数帯平均値が示せないことから、東名阪のみ評価を実施。

• ソフトバンクは、当該周波数帯を4G及び5Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は94.17%と高く、適切な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総

合評価は「S」～「B」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上回っている

ものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。しかしながら、２地域（東海・近畿）の通信量は前年度実績
値を下回っており、同社によれば、NSAによる4Gのアンカー向けリソース確保のため、他バンドへオフロードする調整を実施したことが要因であり、今後も同様の
傾向がみられる可能性があるが、将来的にはトラヒックは増加していくものと想定するとしている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数がそれぞれ
最大限に活用されるよう引き続き努力すべきである。

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 S +3,471 23,495 S +1.41 94.17% S +1.71 24.29% S B S

北海道 S +317 1,283 S +1.56 92.15% S +1.31 12.22% S B S
東北 S +538 1,900 S +3.42 88.96% S +2.36 22.71% S B S
関東 A +571 7,765 A +0.14 98.10% A -0.04 48.95% A B S
信越 S +120 671 S +1.41 89.34% A +0.11 20.95% S B S
北陸 S +91 535 S +2.31 92.25% S +1.23 25.46% S B S
東海 A +288 2,785 A +0.61 94.98% A +0.66 31.54% A C S
近畿 A +432 4,039 A +0.57 96.78% A +0.85 32.99% A C S
中国 S +338 1,493 S +4.14 87.55% S +2.81 22.43% S B S
四国 S +201 706 S +4.33 88.43% S +3.17 21.01% S B S
九州 S +547 2,023 S +4.24 86.60% S +3.98 23.71% S B S
沖縄 A +28 295 A +0.14 98.86% S +1.76 61.49% S B S

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量
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142GHz帯 NTTドコモ 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【3G】 【4G+5G】

【3G】 【4G+5G】

※１ 基地局数については、計画値はない。※２ 事業者は３Gの通信量を測定していないため、調査データはなく、評価は実施していない。※３ 技術導入状況は、３Ｇでは導入できない技術であるため、調査データはなく、評
価は実施していない。※４ 人口カバー率のみを考慮して総合評価を実施。

※１ 事業者は３Gの通信量を測定していないため、調査データはなく、評価は実施していない。※２ 技術導入状況は、３Ｇでは導入できない技術であるため、調査データはなく、評価は実施していない。
（注）事業者は３Ｇから４Ｇ・５Ｇへマイグレーションを実施している。【３Ｇ】の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率の実績値は、３Ｇ帯域(2145～2150MHz)と同一帯域を利用する４Ｇ・５Ｇとの合算値により評価
を実施。４Ｇ・５Ｇの通信量及び技術導入状況の実績値は、３Ｇ帯域とそれ以外の帯域で分割できないため、【4G＋5G】において評価を実施。

• NTTドコモは、当該周波数帯を3G、4G及び5Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、3Gの全国の人口カバー率は91.31％と高く、適切な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」

～「B」評価）。4G+5Gの全国の人口カバー率は98.37%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評
価は「S」評価）。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、3Gの全国の基地局数は微増、人口カバー率は増加、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上回っているもの
と認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。4G+5Gの全国の基地局数は微増、人口カバー率は微減、面積カバー率は微増してお
り、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。

評価 計画値差
(※1)

実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値

全国 - - 37,392 A 91.31% - - 28.42% - - A
北海道 - - 2,013 S 96.75% - - 19.54% - - S
東北 - - 1,860 B 75.91% - - 16.93% - - B
関東 - - 10,414 A 91.66% - - 47.90% - - A
信越 - - 1,235 B 79.10% - - 21.89% - - B
北陸 - - 1,591 S 96.17% - - 33.87% - - S
東海 - - 4,462 A 94.12% - - 32.70% - - A
近畿 - - 6,644 S 97.61% - - 37.01% - - S
中国 - - 3,057 A 94.42% - - 36.69% - - A
四国 - - 1,528 A 93.53% - - 38.01% - - A
九州 - - 4,110 B 85.40% - - 32.06% - - B
沖縄 - - 478 A 91.07% - - 45.54% - - A

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 通信量
(※2)

技術導入
状況(※3)

総合的な
評価(※4) 評価 計画値差

(※1)
実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値

全国 - - 53,251 S 98.37% S 117.29% 36.15% B A S
北海道 - - 3,148 S 98.84% S 147.80% 24.52% B S S
東北 - - 4,724 S 95.91% S 110.91% 28.98% B B S
関東 - - 15,460 S 99.37% A 109.95% 62.88% B A S
信越 - - 2,595 S 97.86% S 121.84% 35.20% B B S
北陸 - - 1,843 S 97.34% S 113.15% 35.03% B B S
東海 - - 6,498 S 99.30% S 117.56% 51.34% B B S
近畿 - - 6,921 S 98.92% A 106.06% 40.80% B B S
中国 - - 3,196 S 95.43% S 128.35% 37.17% B B S
四国 - - 2,260 S 98.03% S 148.92% 46.12% B B S
九州 - - 5,958 S 96.39% A 105.88% 38.17% B B S
沖縄 - - 648 S 99.28% A 92.67% 52.58% B B S

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

総合的な
評価

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 A +860 37,392 S +1.10 91.31% A +0.94 28.42% S - -
北海道 A +5 2,013 A ±0.00 96.75% A ±0.00 19.54% A - -
東北 S +509 1,860 S +11.86 75.91% S +3.32 16.93% S - -
関東 A -14 10,414 A +0.29 91.66% A +0.40 47.90% A - -
信越 A +7 1,235 A +0.11 79.10% A +0.10 21.89% A - -
北陸 A -14 1,591 A -0.01 96.17% A -0.01 33.87% A - -
東海 A -8 4,462 A -0.01 94.12% A ±0.00 32.70% A - -
近畿 A +42 6,644 A +0.04 97.61% A +0.11 37.01% A - -
中国 A +112 3,057 A +0.62 94.42% S +1.65 36.69% S - -
四国 A +36 1,528 A +0.46 93.53% S +1.29 38.01% S - -
九州 A +160 4,110 S +1.29 85.40% A +0.86 32.06% S - -
沖縄 A +25 478 A -0.38 91.07% A -0.70 45.54% A - -

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
総合的な

評価
通信量
(※1)

技術導入
状況(※2) 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 A +544 53,251 A -0.07 98.37% A +0.02 36.15% A B S
北海道 A +23 3,148 A +0.01 98.84% A +0.04 24.52% A B S
東北 A +40 4,724 A +0.02 95.91% A +0.03 28.98% A B A
関東 A +130 15,460 A -0.25 99.37% A -0.10 62.88% A B S
信越 A +12 2,595 A ±0.00 97.86% A +0.01 35.20% A B A
北陸 A +19 1,843 A -0.08 97.34% A -0.58 35.03% A B A
東海 A +43 6,498 A ±0.00 99.30% A ±0.00 51.34% A B A
近畿 A +52 6,921 A +0.01 98.92% A +0.08 40.80% A B A
中国 A +57 3,196 A +0.08 95.43% A +0.14 37.17% A B A
四国 A +39 2,260 A +0.08 98.03% A +0.47 46.12% A B A
九州 A +118 5,958 A ±0.00 96.39% A ±0.00 38.17% A B A
沖縄 A +11 648 A ±0.00 99.28% A ±0.00 52.58% A B A

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
総合的な

評価
通信量 技術導入

状況
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152GHz帯 KDDI/沖縄セルラー電話 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G（2115～2130MHz）】

【4G（2115～2130MHz）】

※１ 基地局数については、計画値はない。※２ 通信量及び技術導入状況は、周波数ごとの測定や分離が困難であるため、地上系の4G周波数帯（2110～2130MHz）全体を、【4G（2115～2130MHz）】において評
価を実施している。

※ 通信量及び技術導入状況は、周波数ごとの測定や分離が困難であるため、地上系の4G周波数帯（2110～2130MHz）全体を、【4G（2115～2130MHz）】において評価を実施している。

• KDDI/沖セルは、当該周波数を4Gのエリアカバレッジ及びトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、4G（2115～2130MHz）の全国の人口カバー率は95.66%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は

「S」～「B」評価）。しかしながら、２地域（北海道・四国）の面積カバー率が他社に比べて特に低く、同社によれば、当該周波数帯は4Gキャパシティ確保や品質向上、5G(NSA)を支えるアンカーバンドとして活
用しており、今後は需要に応じて展開する方針としている。電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、4G（2115～2130MHz）の全国の基地局数は微減、人口カバー率及び面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認められ、これ
らの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」、「C」評価）。しかしながら、１地域（関東）の基地局数が前年度実績値を下回っており、同社によれば、トラヒック収容やエリアカバーに対する寄与度
が小さい基地局を整理し、他周波数帯を含めたエリア最適化を実施したことによるものとしている。人口カバー率及び面積カバー率は前年度と同等水準を維持しているが、割り当てられた周波数の最大限の活用の
ため、これらのカバー率を維持・拡大するために必要な基地局数は今後も維持すべきである。また、全国及び９地域（北海道・東北・信越・北陸・東海・中国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値を下
回っており、同社によれば、衛星ダイレクト通信の導入により地上系の帯域幅を5MHz縮小して運用しているため、収容できるトラヒックが減少し、収容しきれないトラヒックは他の周波数に分散させたことが要因とし
ている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用されるよう引き続き努力すべきである。

• なお、地上系と衛星系が共用する周波数帯（2110～2115MHz）については、衛星ダイレクト通信の導入を踏まえた今後の評価の在り方の検討のために調査を行ったものであり、評価は行っていない。

評価 計画値差
(※1)

実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値

全国 - - 38,342 S 95.66% B 81.64% 25.16% B B S
北海道 - - 1,409 A 92.47% C 67.57% 11.21% B B A
東北 - - 2,580 A 90.59% B 87.45% 22.85% B B A
関東 - - 12,730 S 98.58% B 89.75% 51.33% B B S
信越 - - 1,113 A 91.98% B 85.12% 24.59% B B A
北陸 - - 956 A 93.04% B 78.52% 24.31% B B A
東海 - - 5,187 S 96.78% B 78.25% 34.17% B B S
近畿 - - 6,936 S 97.82% B 85.52% 32.90% B B S
中国 - - 1,941 B 88.64% B 73.00% 21.14% B B B
四国 - - 1,205 A 91.09% C 66.10% 20.47% B B A
九州 - - 3,713 A 92.00% B 80.80% 29.13% B B A
沖縄 - - 572 S 98.86% A 99.96% 56.72% B B S

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 通信量
(※2)

技術導入
状況(※2)

総合的な
評価

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 A -1996 38,342 A +0.03 95.66% A +0.04 25.16% A C A
北海道 A -8 1,409 A +0.02 92.47% A +0.03 11.21% A C A
東北 A -1 2,580 A ±0.00 90.59% A ±0.00 22.85% A C A
関東 C -1892 12,730 A +0.01 98.58% A -0.02 51.33% C B B
信越 A -3 1,113 A +0.07 91.98% A +0.01 24.59% A C A
北陸 A -9 956 A +0.01 93.04% A ±0.00 24.31% A C A
東海 A -67 5,187 A ±0.00 96.78% A +0.02 34.17% A C A
近畿 A -1 6,936 A +0.01 97.82% A +0.01 32.90% A B A
中国 A -7 1,941 A +0.01 88.64% A +0.01 21.14% A C A
四国 A -1 1,205 A -0.05 91.09% A -0.05 20.47% A C A
九州 A -19 3,713 A +0.02 92.00% A -0.04 29.13% A C A
沖縄 A +12 572 A ±0.00 98.86% A ±0.00 56.72% A C A

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
総合的な

評価
通信量
(※)

技術導入
状況(※)
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162GHz帯 ソフトバンク 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値

全国 S +10,274 44,274 S +7.87 96.99% S +5.90 30.94% - - S
北海道 S +298 1,699 A +4.85 92.98% A +3.20 13.79% - - A
東北 S +658 2,281 A +21.43 92.34% S +7.16 26.46% - - A
関東 S +3,860 14,416 S +2.40 99.19% A +3.30 57.17% - - S
信越 S +413 1,593 A +15.21 93.91% A +4.81 26.52% - - A
北陸 S +229 1,121 S +18.03 96.67% S +8.84 33.29% - - S
東海 S +1,248 6,210 S +6.55 98.80% S +7.87 45.36% - - S
近畿 S +2,074 8,823 S +4.64 98.61% S +6.07 41.68% - - S
中国 S +634 2,707 A +9.48 91.04% S +6.13 28.38% - - A
四国 S +258 1,231 A +11.02 92.21% S +5.57 26.20% - - A
九州 S +572 3,890 S +17.11 95.09% S +9.80 40.52% - - S
沖縄 A +30 303 S +25.14 98.29% S +13.74 60.93% - - S

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 通信量
(※1)

技術導入
状況(※1)

総合的な
評価 評価 計画値差

(※2)
実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値

全国 - - 41,188 S 97.04% A 101.04% 31.14% B A S
北海道 - - 1,716 A 93.14% B 84.57% 14.03% B B A
東北 - - 2,429 A 92.39% A 101.68% 26.57% B A A
関東 - - 11,967 S 99.22% A 100.30% 57.36% B A S
信越 - - 1,460 A 94.02% A 93.01% 26.87% B B A
北陸 - - 1,221 S 96.77% A 108.33% 33.54% B B S
東海 - - 5,983 S 98.81% A 104.19% 45.50% B B S
近畿 - - 7,880 S 98.61% A 108.45% 41.72% B A S
中国 - - 2,587 A 91.10% A 98.65% 28.57% B B A
四国 - - 1,219 A 92.22% B 84.95% 26.31% B A A
九州 - - 4,329 S 95.32% S 113.34% 40.86% B A S
沖縄 - - 397 S 98.29% A 107.38% 60.93% B B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 通信量
(※1)

技術導入
状況(※1)

【4G】移行計画に係る周波数帯(2165～2170MHz) 【4G+5G】移行計画に係らない周波数帯(2150～2165MHz)

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 - - 44,274 - - 96.99% - - 30.94% - - -
北海道 - - 1,699 - - 92.98% - - 13.79% - - -
東北 - - 2,281 - - 92.34% - - 26.46% - - -
関東 - - 14,416 - - 99.19% - - 57.17% - - -
信越 - - 1,593 - - 93.91% - - 26.52% - - -
北陸 - - 1,121 - - 96.67% - - 33.29% - - -
東海 - - 6,210 - - 98.80% - - 45.36% - - -
近畿 - - 8,823 - - 98.61% - - 41.68% - - -
中国 - - 2,707 - - 91.04% - - 28.38% - - -
四国 - - 1,231 - - 92.21% - - 26.20% - - -
九州 - - 3,890 - - 95.09% - - 40.52% - - -
沖縄 - - 303 - - 98.29% - - 60.93% - - -

基地局数(※1) 人口カバー率(※1) 面積カバー率(※1)
総合的な

評価(※1)
通信量
(※2)

技術導入
状況(※2) 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値

全国 A +1,326 41,188 A +0.60 97.04% S +2.12 31.14% S B S
北海道 A +111 1,716 S +1.08 93.14% S +2.44 14.03% S B S
東北 A +125 2,429 S +1.41 92.39% S +1.45 26.57% S B A
関東 A +228 11,967 A +0.13 99.22% S +1.03 57.36% S B S
信越 A +44 1,460 S +1.28 94.02% S +1.75 26.87% S B A
北陸 A +53 1,221 A +0.83 96.77% S +1.87 33.54% S B A
東海 A +142 5,983 A +0.31 98.81% S +2.50 45.50% S B A
近畿 A +252 7,880 A +0.25 98.61% S +1.54 41.72% S B S
中国 A +169 2,587 S +2.22 91.10% S +3.49 28.57% S B S
四国 A +57 1,219 S +1.71 92.22% S +2.48 26.31% S B S
九州 A +122 4,329 A +0.90 95.32% S +2.66 40.86% S B A
沖縄 A +23 397 A +0.60 98.29% S +3.26 60.93% S B A

技術導入
状況(※2)

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
総合的な

評価
通信量
(※2)

【4G】移行計画に係る周波数帯(2165～2170MHz) 【4G+5G】移行計画に係らない周波数帯(2150～2165MHz)

※１ 通信量及び技術導入の分離が困難なため、移行計画に係らない周波数帯と合算して移行計画に係らない周波数帯において評価を実施。 ※２ 基地局数については、計画値はない。

※１ 前年度の実績値がないことから、基地局数、人口カバー率、面積カバー率及び総合的な評価の評価は実施していない。※２ 通信量及び技術導入の分離が困難なため、移行計画に係らない周波数帯と合算して移行計
画に係らない周波数帯において評価を実施。

• ソフトバンクは、当該周波数帯を4G及び5Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、３Ｇからの移行計画に係る周波数帯の全国の人口カバー率は96.99%と非常に高く、計画値を非常に大きく上回っており、積極的な電波の有効利

用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。移行計画に係らない周波数帯の全国の人口カバー率は97.04%と
非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。

• 進捗評価においては、移行計画に係る周波数帯は前年度の実績値がないことから、評価を行っていない。前年度に比べ、移行計画に係らない周波数帯の全国の基地局
数及び人口カバー率は微増、面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域
の総合評価は「S」評価）。

6
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173.5GHz帯 NTTドコモ 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +49 26,138 A -0.71 78.84% A -0.02 11.64% A B A

北海道 A +4 992 A +0.31 76.77% A +0.04 2.71% A B A
東北 A +1 1,629 A ±0.00 79.18% A +0.01 12.51% A B A
関東 A -43 10,111 B -2.49 76.38% A -1.00 21.40% B B A
信越 A +32 788 S +1.41 80.55% A +0.54 16.19% S B A
北陸 A ±0 701 A -0.56 85.30% A -0.51 18.80% A B A
東海 A +12 2,654 A +0.02 83.63% A +0.02 18.23% A B A
近畿 A +20 4,740 A +0.32 88.41% A +0.36 16.18% A B A
中国 A +6 1,227 A +0.31 75.55% A +0.12 11.69% A B A
四国 A ±0 872 A +0.15 80.38% A +0.02 12.29% A B A
九州 A +9 2,200 A +0.17 67.46% A +0.07 8.73% A B A
沖縄 A +8 224 S +2.12 70.01% S +1.06 9.73% S B A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量

• NTTドコモは、当該周波数帯を4G及び5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は78.84%であり、電波の一定程度の有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は

「B」～「C」評価）。しかしながら、１地域（九州）の人口カバー率は60%台と低く、３地域（北海道・九州・沖縄）の面積カバー率は他社と比べて特に低
い。同社によれば、人口カバー率は九州の地域特性として島嶼部が多く基地局設置の難易度が高いこと、また、面積カバー率が他社と比べて特に低い要因につ
いては、周波数帯平均は他社の数値を含めた値であり回答が難しい状況としている。電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に
向け、引き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率及び面積カバー率は微減しており、電波の利用は前年度実績値を維持している
ものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +8,552 26,138 B 78.84% B 88.32% 11.64% B B B

北海道 B +456 992 B 76.77% C 59.17% 2.71% B B B
東北 B +611 1,629 B 79.18% A 95.57% 12.51% B B B
関東 B +2,480 10,111 B 76.38% A 99.67% 21.40% B B B
信越 B +161 788 B 80.55% A 105.20% 16.19% B B B
北陸 B +242 701 B 85.30% A 97.87% 18.80% B B B
東海 B +1,080 2,654 B 83.63% A 96.20% 18.23% B B B
近畿 B +1,900 4,740 B 88.41% A 94.90% 16.18% B B B
中国 B +296 1,227 B 75.55% B 85.77% 11.69% B B B
四国 B +342 872 B 80.38% A 99.92% 12.29% B B B
九州 B +876 2,200 C 67.46% C 59.07% 8.73% B B C
沖縄 B +108 224 B 70.01% C 42.10% 9.73% B B B

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

6
7



183.5GHz帯 KDDI/沖縄セルラー電話 評価結果

• KDDI/沖セルは、当該周波数帯を4G及び5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は82.44%であり、電波の一定程度の有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は

「S」、「B」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと

認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +10,012 26,985 B 82.44% S 121.93% 16.07% B A B

北海道 B +696 1,173 B 75.88% B 84.28% 3.86% B S B
東北 B +1,010 2,172 B 82.69% S 132.54% 17.35% B S B
関東 B +1,538 8,688 B 80.87% A 98.65% 21.18% B S B
信越 B +482 915 B 80.11% S 117.22% 18.04% B S B
北陸 B +410 753 B 87.26% S 114.21% 21.94% B S B
東海 B +1,072 2,554 B 83.16% S 111.66% 21.16% B S B
近畿 B +1,151 4,190 B 87.19% S 111.44% 19.00% B S B
中国 B +1,075 2,110 B 78.06% S 152.16% 20.74% B S B
四国 B +443 885 B 78.53% S 132.28% 16.27% B S B
九州 B +1,833 3,155 B 83.62% S 153.99% 22.76% B S B
沖縄 B +302 390 S 96.08% S 174.56% 40.34% B B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +2,695 26,985 A +0.42 82.44% A +0.23 16.07% A B S

北海道 S +184 1,173 A +0.54 75.88% A +0.05 3.86% S B S
東北 S +344 2,172 A +0.01 82.69% A +0.14 17.35% S B S
関東 A +385 8,688 A +0.42 80.87% A +0.24 21.18% A B S
信越 S +154 915 A +0.11 80.11% A +0.28 18.04% S B S
北陸 S +118 753 A +0.27 87.26% A +0.07 21.94% S B S
東海 A +4 2,554 A +0.41 83.16% A +0.18 21.16% A B S
近畿 A +362 4,190 A +0.78 87.19% A +0.36 19.00% A B S
中国 S +282 2,110 A +0.25 78.06% A +0.30 20.74% S B S
四国 S +144 885 A +0.59 78.53% A +0.55 16.27% S B S
九州 S +638 3,155 A +0.31 83.62% A +0.49 22.76% S B S
沖縄 S +80 390 A +0.15 96.08% A +0.37 40.34% S B S

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量
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193.5GHz帯 ソフトバンク 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】

• ソフトバンクは、当該周波数帯を4G及び5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は78.39%であり、電波の一定程度の有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「B」～

「C」評価）。しかしながら、３地域（中国・四国・沖縄）の人口カバー率は60%台と低く、２地域（中国・四国）の面積カバー率は他社と比べて特に低い。同社に
よれば、当該帯域はNR化により、3.4GHz帯と組み合わせた80MHz幅で利用可能となる環境を整備しており、基地局数、人口・面積カバー率についても将来的には
3.4GHz帯と同水準となる想定としている。電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を大きく上回っているものと認
められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。しかしながら、全国及び全ての地域の通信量が前年度実績値を下回っており、同社に
よれば、NR化を進めており、4G通信を他バンドへオフロードする調整を実施したこと等が要因であり、今後はNR化の進展とともに5Gトラヒックが増えていくものと想定す
るとしている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用されるよう引き続き努力すべきである。

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +13,671 36,702 B 78.39% B 89.83% 11.84% B S B

北海道 B +891 1,710 B 84.04% S 156.77% 7.18% B S B
東北 B +1,043 2,635 B 71.32% B 71.96% 9.42% B S B
関東 B +4,272 13,068 B 82.36% A 101.72% 21.84% B S B
信越 B +568 1,337 B 74.38% B 77.65% 11.95% B S B
北陸 B +614 1,157 B 82.50% B 87.98% 16.90% B S B
東海 B +2,136 4,475 B 81.38% A 92.08% 17.45% B S B
近畿 B +2,530 6,402 B 82.27% A 93.61% 15.96% B S B
中国 B +440 1,677 C 63.94% C 62.14% 8.47% B S C
四国 B +190 844 C 68.58% C 67.89% 8.35% B S C
九州 B +882 3,088 B 70.14% B 87.01% 12.86% B S B
沖縄 B +105 309 C 66.41% B 83.30% 19.25% B S C

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 S +4,735 36,702 S +6.23 78.39% S +1.85 11.84% S C S

北海道 S +280 1,710 S +4.86 84.04% A +0.37 7.18% S C S
東北 S +290 2,635 S +1.79 71.32% A +0.61 9.42% S C S
関東 S +1,991 13,068 S +7.95 82.36% S +3.88 21.84% S C S
信越 A -59 1,337 S +1.69 74.38% A +0.49 11.95% S C S
北陸 S +194 1,157 S +5.04 82.50% S +1.75 16.90% S C S
東海 S +558 4,475 S +2.94 81.38% A +0.69 17.45% S C S
近畿 S +696 6,402 S +7.05 82.27% S +2.80 15.96% S C S
中国 A +158 1,677 S +3.65 63.94% S +1.87 8.47% S C S
四国 S +136 844 S +7.01 68.58% S +1.61 8.35% S C S
九州 S +465 3,088 S +9.65 70.14% S +6.21 12.86% S C S
沖縄 A +26 309 S +4.34 66.41% S +6.34 19.25% S C S

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量
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203.7GHz帯 NTTドコモ 評価結果

• NTTドコモは、当該周波数帯を5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基盤展開率は97.69％と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は増加、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持してい

るものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【5G】

【5G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値
全国 B +4,467 12,468 S 97.69% B S S

北海道 B +225 1,166 S 97.36% B S S
東北 B +360 1,140 S 99.06% B S S
関東 B +125 2,449 S 98.05% B S S
信越 B +492 841 S 98.20% B S S
北陸 B +270 430 S 95.45% B S S
東海 B +257 856 S 99.38% B S S
近畿 B +394 1,848 S 99.34% B S S
中国 B +695 1,086 S 98.70% B S S
四国 B +568 821 S 95.22% B S S
九州 B +1,073 1,741 S 96.05% B S S
沖縄 B +8 90 A 92.31% B S A

総合的な
評価

基地局数 基盤展開率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +1,531 12,468 A +3.87 27.76% B +0.73 6.76% A A +0.42 97.69% B S

北海道 S +140 1,166 A +3.01 21.62% B +0.21 1.12% A A +0.84 97.36% B S
東北 A +137 1,140 A +1.71 31.97% B +0.20 4.22% A A +0.01 99.06% B S
関東 B +122 2,449 B +0.69 3.03% B +0.47 3.31% B A +0.51 98.05% B S
信越 S +118 841 A +4.18 70.90% A +1.61 15.41% S A -0.31 98.20% B S
北陸 A +35 430 A +3.76 67.17% A +1.26 12.68% A A ±0.00 95.45% B A
東海 A +178 856 S +6.78 9.92% A +1.58 3.47% S A ±0.00 99.38% B S
近畿 A +394 1,848 S +12.04 43.70% A +1.68 10.50% S A +0.67 99.34% B S
中国 A +154 1,086 A +4.11 61.75% A +1.18 12.44% A A ±0.00 98.70% B S
四国 A +73 821 A +1.26 69.65% B +0.44 11.38% A A ±0.00 95.22% B A
九州 A +177 1,741 A +1.12 56.35% B +0.78 12.35% A A +0.74 96.05% B S
沖縄 B +3 90 B +0.12 6.05% A +1.80 10.91% A S +3.30 92.31% B S

基盤展開率
通信量

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価

7
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213.7GHz帯 KDDI/沖縄セルラー電話 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【5G】

【5G】 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +1,148 31,441 A +2.22 54.73% B +0.13 7.22% A A +0.02 93.93% B S

北海道 A +66 1,859 B +0.53 77.32% B ±0.00 4.74% A A ±0.00 91.86% B S
東北 S +394 2,437 B +0.02 53.91% B ±0.00 5.55% A A ±0.00 98.79% B S
関東 B ±0 10,756 S +5.93 41.33% A +1.22 5.98% A A ±0.00 96.83% B S
信越 S +226 1,102 B +0.09 52.17% B +0.01 7.47% A A ±0.00 97.12% B S
北陸 A +30 681 B +0.13 58.36% B +0.03 8.25% A A ±0.00 94.16% B S
東海 B +10 3,230 B +0.04 45.67% B +0.01 7.91% B A ±0.00 99.07% B S
近畿 B +10 5,534 B +0.04 72.19% B +0.01 8.97% B A ±0.00 99.01% B S
中国 A +72 1,796 B ±0.00 65.34% B +0.01 9.78% A A ±0.00 96.35% B S
四国 A +70 933 B +0.10 70.24% B ±0.00 9.81% A A ±0.00 93.63% B S
九州 A +163 2,787 B ±0.00 65.79% B ±0.00 11.01% A A ±0.00 86.84% B S
沖縄 S +107 326 S +7.28 45.37% A +1.19 11.70% S S +1.10 54.95% B S

基盤展開率
通信量

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価

• KDDI/沖セルは、当該周波数帯を5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基盤展開率は93.93%と高く、適切な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総

合評価は「S」～「C」評価）。しかしながら、１地域（沖縄）の基盤展開率は50%台と低く、同社によれば、衛星地球局との共用調整が要因であり、地球
局へ影響を与えないよう、ユーザー体感品質を踏まえた上で展開を進めていく方針としている。電波の更なる有効利用のため、ニーズやトラヒック需要に応じた基
盤展開率やカバー率の拡大に向け引き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は増加、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持している
ものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。

評価 計画値差 実績値 評価 実績値
全国 B +1,334 31,441 A 93.93% B A A

北海道 B +66 1,859 A 91.86% B S A
東北 B +394 2,437 S 98.79% B S S
関東 B ±0 10,756 S 96.83% B S S
信越 B +226 1,102 S 97.12% B S S
北陸 B +30 681 A 94.16% B S A
東海 B +10 3,230 S 99.07% B S S
近畿 B +10 5,534 S 99.01% B S S
中国 B +72 1,796 S 96.35% B S S
四国 B +92 933 A 93.63% B S A
九州 B +163 2,787 B 86.84% B S B
沖縄 B +271 326 C 54.95% B B C

総合的な
評価

基地局数 基盤展開率
通信量

技術導入
状況
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223.7GHz帯 ソフトバンク 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【5G】

【5G】

• ソフトバンクは、当該周波数帯を5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基盤展開率は66.25%と低く、より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められ、総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は「B」～「C」評

価）。また、５地域（北海道・東北・四国・九州・沖縄）の基盤展開率は50～60%台と低く、同社によれば、効率的にトラヒックを処理するため、局密度を高める整備を優先してお
り、大きなトラヒック需要が発生した場合は伝送路をアップグレードすることで基盤展開率が拡大していくとしている。電波の更なる有効利用のため、ニーズやトラヒック需要に応じた基盤
展開率やカバー率の拡大に向け引き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は増加、人口カバー率は大きく増加しているものの、面積カバー率は減少しており、電波の利用は前年度実績値を下回ってい
るものと認められ、これらの総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は「A」、「C」評価）。また、１地域（信越）の人口カバー率及び６地域（北海道・信越・北陸・近畿・中
国・四国）の面積カバー率が前年度実績値を下回っており、同社によれば、ユーザー体感（通信品質）を重視した調整を行った結果、一時的なカバレッジ減少が発生したものと考
えられ、今後も衛星干渉の状況やトラヒックの増大も考慮しつつ、需要に合わせて適切なタイミングで積極的に展開するとしている。電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通信品
質の向上のみならず、カバー率についても従来の実績を維持・拡大できるような取組について引き続き努力すべきである。

評価 計画値差 実績値 評価 実績値
全国 B +4,677 12,032 C 66.25% B S C

北海道 B +586 1,205 C 52.26% B S C
東北 B +724 1,534 C 68.60% B S C
関東 B +857 1,624 B 81.46% B S B
信越 B +116 516 B 71.94% B S B
北陸 B +217 549 B 70.13% B S B
東海 B +356 1,200 B 78.26% B S B
近畿 B +800 1,749 B 81.46% B S B
中国 B +431 1,244 B 72.40% B S B
四国 B +192 624 C 55.78% B S C
九州 B +382 1,718 C 59.05% B S C
沖縄 B +16 69 C 52.75% B S C

総合的な
評価

基地局数 基盤展開率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +1,942 12,032 S +6.32 49.59% C -0.12 11.89% C A +0.87 66.25% B S

北海道 S +192 1,205 S +7.18 80.97% C -0.52 10.57% C A +0.88 52.26% B S
東北 S +214 1,534 A +1.96 66.26% B +0.06 12.01% A S +1.21 68.60% B S
関東 A +381 1,624 S +8.24 26.79% B +0.28 9.92% A A +0.24 81.46% B S
信越 A +36 516 C -0.36 61.93% C -1.03 11.50% C A +0.36 71.94% B A
北陸 A +52 549 A +1.39 77.01% C -0.37 17.38% C S +1.95 70.13% B S
東海 A +160 1,200 S +5.80 43.50% B +0.37 11.82% A A +0.62 78.26% B S
近畿 A +401 1,749 S +10.29 64.80% C -0.09 15.36% C A +0.33 81.46% B S
中国 S +175 1,244 B +0.23 62.07% C -0.64 9.96% C S +2.09 72.40% B S
四国 S +100 624 A +2.28 71.47% C -0.07 10.94% C S +1.20 55.78% B S
九州 A +225 1,718 A +4.91 68.05% B +0.51 14.34% A A +0.50 59.05% B S
沖縄 B +6 69 A +2.23 11.50% A +4.68 16.16% A A ±0.00 52.75% B S

基盤展開率
通信量

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価
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233.7GHz帯 楽天モバイル 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【5G】

【5G】

• 楽天モバイルは、当該周波数帯を5Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、全国の基盤展開率は56.84%と低く、より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められ、総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は「C」評価）。

また、全ての地域の基盤展開率も50～60%台と低く、同社によれば、既存基地局の出力調整によるエリア拡大にも注力しており、ユーザーの体感を上げることを最優先し、需要に応
じて都市部等の高トラヒックエリアなどを中心に敷設を進めていく方針としている。電波の更なる有効利用のため、ニーズやトラヒック需要に応じた基盤展開率やカバー率の拡大に向け引
き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は大きく増加、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認めら
れ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「C」評価）。しかしながら、４地域（信越・北陸・四国・九州）の人口カバー率及び５地域（北海道・信越・
北陸・四国・九州）の面積カバー率が前年度実績値を下回っており、同社によれば、基地局近傍でより5Gならではのユーザー体感を実現できるよう調整を行った結果、人口カバー率
や面積カバー率が減少したと考えられ、今後も高トラヒックエリアなどを中心に、引き続き基地局の敷設や調整を進めるとしている。電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通信品質
の向上のみならず、カバー率についても従来の実績を維持・拡大できるような取組について引き続き努力すべきである。

評価 計画値差 実績値 評価 実績値
全国 B +1,933 17,720 C 56.84% B B C

北海道 B +140 958 C 51.60% B B C
東北 B +76 898 C 57.14% B B C
関東 B +503 7,517 C 60.49% B B C
信越 B +81 419 C 55.40% B B C
北陸 B +49 274 C 58.44% B B C
東海 B +213 1,910 C 61.80% B B C
近畿 B +423 2,828 C 59.60% B B C
中国 B +132 698 C 59.38% B B C
四国 B +93 449 C 57.77% B B C
九州 B +186 1,514 C 56.74% B B C
沖縄 B +37 255 C 52.75% B B C

総合的な
評価

基地局数 基盤展開率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 B +637 17,720 S +10.49 61.08% B +0.82 8.16% A A -0.73 56.84% B A

北海道 B +4 958 A +2.27 56.90% C -0.17 5.17% C A -0.11 51.60% B A
東北 B +4 898 A +3.44 35.93% B +0.35 6.22% A A -0.27 57.14% B A
関東 B +178 7,517 S +22.95 73.62% S +6.27 15.93% S B -2.44 60.49% B A
信越 B +16 419 C -1.42 33.97% C -0.58 6.79% C A ±0.00 55.40% B A
北陸 B +13 274 C -0.52 32.03% C -0.13 8.42% C A +0.27 58.44% B A
東海 B +81 1,910 S +11.26 63.45% A +2.54 13.05% A B -1.55 61.80% B A
近畿 A +236 2,828 A +4.31 81.10% A +1.01 15.61% A A -0.66 59.60% B A
中国 B +13 698 B +0.47 31.34% B ±0.00 4.32% B A -0.78 59.38% B A
四国 B +6 449 C -1.88 32.50% C -0.46 5.10% C A -0.80 57.77% B A
九州 B +73 1,514 C -0.52 45.21% C -0.18 7.67% C B -1.32 56.74% B A
沖縄 A +13 255 S +15.25 32.92% A +4.60 15.01% S A ±0.00 52.75% B A

基盤展開率
通信量

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価
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244.0GHz帯 KDDI/沖縄セルラー電話 評価結果

• KDDI/沖セルは、当該周波数帯を5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基盤展開率は93.55%と高く、適切な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「C」評

価）。しかしながら、１地域（沖縄）の基盤展開率は50%台と低く、同社によれば、衛星地球局との共用調整が要因であり、地球局へ影響を与えないよう、ユーザー体感品質を
踏まえた上で展開を進めていく方針としている。電波の更なる有効利用のため、ニーズやトラヒック需要に応じた基盤展開率やカバー率の拡大に向け引き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は増加、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認められ、こ
れらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」～「B」評価）。しかしながら、４地域（北海道・東北・北陸・沖縄）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社に
よれば、現在4.0GHz帯はトラヒックが高い場所にスポット的に展開している状況であり、今後の4.0GHz帯エリアの広がりとともに、トラヒックも増加していく方向性になるものと想定する
としている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数がそれぞれ最大限に活用されるよう引き続き努力すべきである。なお、4.0GHz帯のカバー率が3.7GHz帯に比べ低い
点については、周波数利用方針及び衛星との干渉により制限が生じるためとのことであるが、Sub6 2波に対応したMassive MIMOの導入等によりエリア展開に取り組むとのことである。

1 実績評価

2 進捗評価

【5G】

【5G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値
全国 B +1,264 5,424 A 93.55% B A A

北海道 B +38 873 A 91.86% B S A
東北 B +76 806 S 98.38% B A S
関東 B +569 961 S 96.83% B A S
信越 B +51 324 S 96.76% B S S
北陸 B +24 170 A 94.16% B A A
東海 B +90 412 S 98.14% B S S
近畿 B +108 395 S 98.01% B S S
中国 B +45 415 S 96.09% B S S
四国 B +12 246 A 93.63% B S A
九州 B +62 587 B 86.18% B S B
沖縄 B +189 235 C 52.75% B B C

総合的な
評価

基地局数 基盤展開率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 B +525 5,424 A +1.03 2.77% B +0.12 0.41% A A ±0.00 93.55% B S

北海道 B ±0 873 A +1.06 3.96% B +0.07 0.26% A A ±0.00 91.86% C S
東北 B +6 806 A +1.40 3.48% B +0.14 0.45% A A ±0.00 98.38% C S
関東 B +287 961 A +1.61 3.04% B +0.19 0.37% A A ±0.00 96.83% B S
信越 B +24 324 B +0.22 1.36% B +0.04 0.31% B A ±0.00 96.76% B S
北陸 B ±0 170 A +1.25 2.93% B +0.16 0.55% A A ±0.00 94.16% C S
東海 B +50 412 B +0.34 0.91% B +0.08 0.26% B A ±0.00 98.14% B S
近畿 B +71 395 B +0.29 0.81% B +0.08 0.20% B A ±0.00 98.01% B S
中国 B +25 415 B +0.92 2.97% B +0.14 0.40% B A ±0.00 96.09% B S
四国 B +1 246 B +0.79 2.66% B +0.10 0.31% B A ±0.00 93.63% B S
九州 B +26 587 A +1.11 2.56% B +0.18 0.50% A A ±0.00 86.18% B S
沖縄 A +35 235 A +1.02 37.67% B ±0.00 8.49% A A ±0.00 52.75% C S

基盤展開率
通信量

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価
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254.5GHz帯 NTTドコモ 評価結果

• NTTドコモは、当該周波数帯を5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基盤展開率は97.69％と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は増加、面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績値を維持してい

るものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【5G】

【5G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値
全国 B +8,100 13,101 S 97.69% B S S

北海道 B +416 1,297 S 97.36% B S S
東北 B +308 1,038 S 99.06% B S S
関東 B +4,097 4,877 S 98.05% B S S
信越 B +133 410 S 98.20% B S S
北陸 B +8 153 S 95.45% B S S
東海 B +1,161 1,533 S 99.38% B S S
近畿 B +1,285 1,809 S 99.34% B S S
中国 B +294 670 S 98.70% B S S
四国 B +7 245 S 95.22% B S S
九州 B +273 869 S 96.05% B S S
沖縄 B +118 200 A 92.31% B S A

総合的な
評価

基地局数 基盤展開率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +1,537 13,101 A +3.77 48.46% B +0.59 7.50% A A +0.42 97.69% B S

北海道 A +78 1,297 A +1.27 34.45% B +0.14 1.11% A A +0.84 97.36% B S
東北 B +44 1,038 B +0.59 24.78% B +0.04 2.14% B A +0.01 99.06% B A
関東 A +985 4,877 S +8.30 59.35% A +3.58 22.43% S A +0.51 98.05% B S
信越 A +61 410 A +4.38 29.62% A +1.40 9.45% A A -0.31 98.20% B S
北陸 B +2 153 B +0.41 27.30% B +0.05 7.19% B A ±0.00 95.45% B A
東海 B +94 1,533 A +1.66 61.42% B +0.26 14.18% A A ±0.00 99.38% B A
近畿 B +130 1,809 A +1.46 63.28% B +0.21 14.29% A A +0.67 99.34% B S
中国 A +62 670 A +2.64 31.35% B +0.48 8.50% A A ±0.00 98.70% B S
四国 B +1 245 B ±0.00 14.97% B ±0.00 3.74% B A ±0.00 95.22% B A
九州 B +61 869 B +0.07 22.82% B +0.19 7.47% B A +0.74 96.05% B S
沖縄 A +19 200 B +0.37 57.56% A +1.70 18.38% A S +3.30 92.31% B S

基盤展開率
通信量

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価

7
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2628GHz帯 NTTドコモ 評価結果

1 実績評価 2 進捗評価【5G】 【5G】

• NTTドコモは、当該周波数帯を5Gのスポット的なトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基地局数の実績値が他社に比べて大きく下回っており、より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められ、総合評価は「C」

評価である（地域の総合評価は「A」～「C」評価）。また、４地域（関東・北陸・東海・近畿）の基地局数は他社より特に少なく、同社によれば、基地局数
が他社より特に少ない要因については、周波数帯平均は他社の数値を含めた値であり回答が難しい状況としている。ミリ波は今後ますます増大すると考えられる
通信トラヒックを処理するために重要な周波数帯であり、今後、更なる電波の有効利用が図られるよう、スタジアム、イベント会場、駅、繁華街など、人が密集し
トラヒックが集中するエリア等を中心に、基地局の展開を積極的に推進すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増しており、電波の利用は前年度実績値を上回っているものと認められ、評価は「B」評価である
（地域の評価は「A」～「B」評価）。しかしながら、全国及び９地域（東北・信越・北陸・東海・近畿・中国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値
を下回っており、同社によれば、伝搬距離が短いことやミリ波対応端末が少ないことから、他の周波数に比べ定常的な通信量が大幅に少なく、局所的な通信の
変動による影響が大きいことが要因であり、今後、ミリ波活用の課題解決が進むにつれ、トラヒックが増加するものと想定するとしている。ミリ波帯は周波数特性や
スポット的なエリア、また、対応端末の少なさから定常的なトラヒックが極めて少なく、前年度実績値からの減少が生じている。５Ｇの特徴を生かした高品質な通
信サービスの普及拡大にはミリ波の活用は不可欠であり、エリアの拡大、対応端末の普及、ユースケース・アプリケーションの開発及びユーザーへの周知のほか、
周波数利用方針の工夫やSA化の促進、中継局の活用など多面的な取組により、ミリ波帯の定常的なトラヒックの一層の増加に向けた努力をすべきである。

評価 平均比 計画値差 実績値
全国 C 54.98% +330 5,331 B S C

北海道 A 100.11% +38 919 B S A
東北 B 84.67% +43 773 B S B
関東 C 25.65% +12 792 B S C
信越 A 98.28% +122 399 B S A
北陸 C 64.38% +5 150 B S C
東海 C 44.90% +33 405 B S C
近畿 C 40.99% +40 564 B S C
中国 B 70.13% +16 392 B S B
四国 B 74.09% +5 243 B S B
九州 B 70.32% +13 609 B S B
沖縄 B 78.70% +3 85 B S B

総合的な
評価

基地局数
通信量

技術導入
状況 評価 前年度差 実績値

全国 B +187 5,331 C S
北海道 A +49 919 B S
東北 B +3 773 C A
関東 B +12 792 B S
信越 A +61 399 C S
北陸 B ±0 150 C S
東海 B +8 405 C A
近畿 B +26 564 C A
中国 B ±0 392 C S
四国 B ±0 243 C A
九州 B +25 609 C S
沖縄 B +3 85 C S

基地局数
通信量

技術導入
状況

7
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2728GHz帯 KDDI/沖縄セルラー電話評価結果

• KDDI/沖セルは、当該周波数帯を5Gのスポット的なトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基地局数の実績値が他社に比べて特に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価であ

る（地域の総合評価は「S」、「C」評価）。しかしながら、１地域（沖縄）の基地局数は他社より特に少なく、同社によれば、駅や観光地へのスポット対策を
進めており、今後は、ミリ波中継器を活用しながら、スタジアムや空港等のトラヒックが集中するエリアに展開を進めていく方針としている。ミリ波は今後ますます増
大すると考えられる通信トラヒックを処理するために重要な周波数帯であり、今後、更なる電波の有効利用が図られるよう、スタジアム、イベント会場、駅、繁華
街など、人が密集しトラヒックが集中するエリア等を中心に、基地局の展開を積極的に推進すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増しており、電波の利用は前年度実績値を上回っているものと認められ、評価は「B」評価である
（地域の評価は「B」評価）。しかしながら、８地域（信越・北陸・東海・近畿・中国・四国・九州・沖縄）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社に
よれば、駅や観光地へのスポット対策を進めており、今後は、ミリ波中継器を活用しながら、スタジアムや空港等のトラヒックが集中するエリアに展開を進めていく方
針としている。ミリ波帯は周波数特性やスポット的なエリア、また、対応端末の少なさから定常的なトラヒックが極めて少なく、前年度実績値からの減少が生じてい
る。５Ｇの特徴を生かした高品質な通信サービスの普及拡大にはミリ波の活用は不可欠であり、エリアの拡大、対応端末の普及、ユースケース・アプリケーション
の開発及びユーザーへの周知のほか、周波数利用方針の工夫やSA化の促進、中継局の活用など多面的な取組により、ミリ波帯の定常的なトラヒックの一層の
増加に向けた努力をすべきである。 また、１地域（沖縄）の技術導入状況において2MIMO対応（2MIMO以上に対応。ただしMassiveMIMOを除く。）
基地局数が前年度実績値を非常に大きく下回っており、同社によれば、今年から全てMassiveMIMOでの運用となったためとしている。沖縄においては、MIMO
対応基地局数（2MIMO、4MIMO、8MIMO及びMassiveMIMO対応基地局数の総和）が前年度から減少している状況であり、今後の総通信量の増加
に備え、伝送容量を増やすことが可能な高度化空間多重技術については、電波の更なる有効利用のため、引き続き通信品質の確保の面から積極的な導入に
向け努力すべきである。

1 実績評価 2 進捗評価【5G】 【5G】

評価 平均比 計画値差 実績値
全国 S 134.56% +291 13,047 B A S

北海道 S 147.60% ±0 1,355 B S S
東北 S 153.01% +16 1,397 B S S
関東 S 118.49% +39 3,659 B S S
信越 S 144.09% +24 585 B S S
北陸 S 163.09% +2 380 B S S
東海 S 131.82% +38 1,189 B S S
近畿 S 125.87% +86 1,732 B S S
中国 S 157.60% +40 881 B S S
四国 S 152.44% +8 500 B S S
九州 S 150.35% +26 1,302 B S S
沖縄 C 62.04% +12 67 B B C

総合的な
評価

基地局数
通信量

技術導入
状況 評価 前年度差 実績値

全国 B +284 13,047 B S
北海道 B ±0 1,355 B S
東北 B +16 1,397 B S
関東 B +39 3,659 B S
信越 B +24 585 C S
北陸 B +2 380 C S
東海 B +38 1,189 C S
近畿 B +86 1,732 C S
中国 B +40 881 C S
四国 B +8 500 C S
九州 B +26 1,302 C S
沖縄 B +5 67 C C

基地局数
通信量

技術導入
状況

7
7



2828GHz帯 ソフトバンク 評価結果

• ソフトバンクは、当該周波数帯を5Gのスポット的なトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基地局数の実績値が他社に比べて低いが、電波の一定程度の有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合

評価は「A」～「C」評価）。また、４地域（北海道・関東・四国・九州）の基地局数は他社より特に少なく、同社によれば、スポットカバー・トラヒック対策を行う
周波数帯として、高トラヒック地域を中心にミリ波を整備・展開するとともに、法人向けの産業用途等としても積極的に展開する予定としている。ミリ波は今後ます
ます増大すると考えられる通信トラヒックを処理するために重要な周波数帯であり、今後、更なる電波の有効利用が図られるよう、スタジアム、イベント会場、駅、
繁華街など、人が密集しトラヒックが集中するエリア等を中心に、基地局の展開を積極的に推進すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増しており、電波の利用は前年度実績値を上回っているものと認められ、評価は「B」評価である
（地域の評価は「A」～「B」評価）。しかしながら、１地域（東北）の通信量は前年度実績値を下回っており、同社によれば、CPE（Customer Premises
Equipment）を活用した屋内外での固定系アクセスの提供など、ミリ波の利活用範囲の拡大に取り組んでおり、また、法人向けの産業用途等としても積極的
に展開する予定としている。ミリ波帯は周波数特性やスポット的なエリア、また、対応端末の少なさから定常的なトラヒックが極めて少なく、前年度実績値からの減
少が生じている。５Ｇの特徴を生かした高品質な通信サービスの普及拡大にはミリ波の活用は不可欠であり、エリアの拡大、対応端末の普及、ユースケース・ア
プリケーションの開発及びユーザーへの周知のほか、周波数利用方針の工夫やSA化の促進、中継局の活用など多面的な取組により、ミリ波帯の定常的なトラ
ヒックの一層の増加に向けた努力をすべきである。

1 実績評価 2 進捗評価【5G】 【5G】

評価 平均比 計画値差 実績値
全国 B 70.26% +2,957 6,812 B A B

北海道 C 67.21% +141 617 B S C
東北 B 82.04% +247 749 B S B
関東 C 51.81% +653 1,600 B S C
信越 B 72.66% +93 295 B S B
北陸 B 76.39% +62 178 B S B
東海 B 70.40% +322 635 B S B
近畿 A 104.87% +1,017 1,443 B A A
中国 B 73.17% +129 409 B B B
四国 C 67.38% +79 221 B B C
九州 C 63.74% +152 552 B B C
沖縄 A 104.63% +62 113 B B A

総合的な
評価

基地局数
通信量

技術導入
状況 評価 前年度差 実績値

全国 B +405 6,812 B S
北海道 A +44 617 B S
東北 B +49 749 C S
関東 B +73 1,600 B S
信越 B +26 295 B S
北陸 B +21 178 B S
東海 B +31 635 B S
近畿 B +59 1,443 B S
中国 B +36 409 B A
四国 B +22 221 B S
九州 B +40 552 B A
沖縄 B +4 113 B A

基地局数
通信量

技術導入
状況

7
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2928GHz帯 楽天モバイル 評価結果

評価 平均比 計画値差 実績値
全国 S 140.18% +5,644 13,592 B B S

北海道 B 84.97% +310 780 B B B
東北 B 80.18% +313 732 B B B
関東 S 204.05% +1,882 6,301 B B S
信越 B 84.73% +185 344 B B B
北陸 A 95.28% +134 222 B B A
東海 S 152.99% +732 1,380 B B S
近畿 S 128.13% +786 1,763 B B S
中国 A 98.93% +332 553 B B A
四国 A 106.40% +205 349 B B A
九州 S 115.59% +650 1,001 B B S
沖縄 S 154.63% +115 167 B B S

総合的な
評価

基地局数
通信量

技術導入
状況

• 楽天モバイルは、当該周波数帯を5Gのスポット的なトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基地局数の実績値が他社に比べて特に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価であ

る（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増しており、電波の利用は前年度実績値を上回っているものと認められ、評価は「B」評価である

（地域の評価は「B」評価）。しかしながら、４地域（北海道・東海・近畿・九州）の通信量が前年度実績値を下回っており、同社によれば、カバーエリアが狭
く、ユーザーがそのスポットを通り過ぎると他のバンドへトラヒックが流れること、また、ミリ波対応端末を保有するユーザーが非常に限定的であり、特定ユーザーの利
用状況により大きく変動する点も要因としている。ミリ波帯は周波数特性やスポット的なエリア、また、対応端末の少なさから定常的なトラヒックが極めて少なく、前
年度実績値からの減少が生じている。５Ｇの特徴を生かした高品質な通信サービスの普及拡大にはミリ波の活用は不可欠であり、エリアの拡大、対応端末の
普及、ユースケース・アプリケーションの開発及びユーザーへの周知のほか、周波数利用方針の工夫やSA化の促進、中継局の活用など多面的な取組により、ミリ
波帯の定常的なトラヒックの一層の増加に向けた努力をすべきである。

1 実績評価 2 進捗評価【5G】 【5G】

評価 前年度差 実績値
全国 B +252 13,592 B A

北海道 B +4 780 C A
東北 B +2 732 B A
関東 B +113 6,301 B A
信越 B +8 344 B A
北陸 B +9 222 B A
東海 B +28 1,380 C A
近畿 B +33 1,763 C A
中国 B +6 553 B A
四国 B +6 349 B A
九州 B +39 1,001 C A
沖縄 B +4 167 B A

基地局数
通信量

技術導入
状況

7
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302.5GHz帯（全国BWA） UQコミュニケーションズ 評価結果

• UQコミュニケーションズは、当該周波数帯を高度化BWA及び5Ｇに利用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は97.84%と非常に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率は増減なし、面積カバー率は微増となっており、電波の利用は前年度実績値を

維持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。しかしながら、１地域（沖縄）の技術導入状況において
UL64QAM対応基地局数が前年度実績値を非常に大きく下回っており、同社によれば、メンテナンス作業のため、調査日時点においてUL64QAMの機能が
一時的に制限されていたためとしている。

1 実績評価

2 進捗評価

【高度化BWA+5G】

【高度化BWA+5G】

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +1,377 40,037 S 97.84% S 149.88% 38.73% B A S

北海道 B +28 1,179 S 95.52% S 163.14% 14.03% B B S
東北 B +67 2,567 A 94.70% S 157.55% 33.51% B B A
関東 B +391 18,097 S 99.62% S 136.79% 69.08% B A S
信越 B +24 1,027 S 96.51% S 158.77% 38.74% B B S
北陸 B +35 662 S 96.04% S 136.89% 33.62% B B S
東海 B +126 3,695 S 98.28% S 140.15% 47.93% B A S
近畿 B +317 6,676 S 98.72% S 137.86% 48.54% B A S
中国 B +32 2,035 S 95.25% S 164.93% 56.72% B B S
四国 B +32 836 A 93.60% S 149.49% 36.61% B B A
九州 B +220 2,926 S 96.27% S 154.81% 50.42% B B S
沖縄 B +105 337 S 98.45% S 136.60% 52.51% B B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +47 40,037 A ±0.00 97.84% A +0.01 38.73% A B S

北海道 A ±0 1,179 A +0.02 95.52% A ±0.00 14.03% A B B
東北 A +5 2,567 A ±0.00 94.70% A -0.01 33.51% A B S
関東 A -17 18,097 A ±0.00 99.62% A +0.02 69.08% A B B
信越 A -1 1,027 A ±0.00 96.51% A ±0.00 38.74% A B S
北陸 A +3 662 A ±0.00 96.04% A +0.01 33.62% A B S
東海 A +8 3,695 A ±0.00 98.28% A +0.02 47.93% A B B
近畿 A +37 6,676 A +0.01 98.72% A +0.15 48.54% A B S
中国 A +3 2,035 A ±0.00 95.25% A ±0.00 56.72% A B S
四国 A +4 836 A +0.01 93.60% A +0.01 36.61% A B S
九州 A +5 2,926 A +0.01 96.27% A +0.02 50.42% A B S
沖縄 A ±0 337 A ±0.00 98.45% A ±0.00 52.51% A B C

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量
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312.5GHz帯（全国BWA） Wireless City Planning 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【高度化BWA+5G】

【高度化BWA+5G】

• WCPは、当該周波数帯を高度化BWA及び5Ｇ（屋内のみ）に利用している。
• 実績評価においては、全国の人口カバー率は86.93%であり、電波の一定程度の有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「A」～「B」評価）。しか

しながら、全国及び全ての地域の面積カバー率が他社より特に低く、同社によれば、トラヒック需要の変化やユーザー体感を考慮したネットワーク品質の最適化を実施した結果、一時
的にカバレッジが減少したものと考えられ、今後も需要に合わせて適切なタイミングで整備を図っていくとしている。電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大
に向け、引き続き努力すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率及び面積カバー率は微減となっており、電波の利用は前年度実績値を維持しているものと認められ、こ
れらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」～「B」評価）。しかしながら、全国及び10地域（北海道・東北・関東・信越・東海・近畿・中国・四国・九州・沖縄）の
通信量が前年度実績値を下回っており、同社によれば、自社グループの5Gエリアの整備や5G端末の普及により、自社グループの5G用周波数帯等へトラヒックが移行したことが要因で
あり、今後は自社グループのNR化の状況によって変動（増減）することが想定されるとしている。電波の有効利用の観点から、割り当てられた周波数が最大限に活用されるよう引き
続き努力すべきである。

評価 計画値差 実績値 評価 実績値 評価 平均比 実績値
全国 B +53,464 66,157 B 86.93% C 50.12% 12.95% B A B

北海道 B +2,074 2,556 B 82.02% C 36.86% 3.17% B B B
東北 B +3,068 3,995 B 71.94% C 42.41% 9.02% B B B
関東 B +21,029 25,275 A 93.74% C 63.19% 31.91% B A A
信越 B +1,230 1,667 B 70.79% C 41.19% 10.05% B B B
北陸 B +1,130 1,457 B 80.99% C 63.07% 15.49% B B B
東海 B +6,265 7,848 B 87.80% C 59.85% 20.47% B B B
近畿 B +9,313 11,426 A 92.80% C 62.11% 21.87% B A A
中国 B +2,779 3,548 B 78.45% C 35.07% 12.06% B B B
四国 B +1,411 1,843 B 77.37% C 50.47% 12.36% B B B
九州 B +4,558 5,814 B 78.96% C 45.19% 14.72% B B B
沖縄 B +607 728 B 88.97% C 63.37% 24.36% B B B

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率 面積カバー率
通信量

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +198 66,157 A -0.64 86.93% A -0.68 12.95% A C S

北海道 A +16 2,556 A -0.48 82.02% A -0.33 3.17% A C A
東北 A +23 3,995 A -0.51 71.94% A -0.38 9.02% A C A
関東 A -29 25,275 A -0.47 93.74% B -1.75 31.91% B C A
信越 A -1 1,667 B -1.33 70.79% A -0.78 10.05% B C A
北陸 A +13 1,457 A -0.10 80.99% A -0.44 15.49% A B A
東海 A +2 7,848 B -1.09 87.80% B -1.09 20.47% B C A
近畿 A +104 11,426 A -0.87 92.80% B -1.34 21.87% B C S
中国 A +18 3,548 A -0.51 78.45% A -0.48 12.06% A C S
四国 A +10 1,843 A -0.02 77.37% A -0.12 12.36% A C A
九州 A +37 5,814 A -0.72 78.96% A -0.65 14.72% A C A
沖縄 A +5 728 A +0.01 88.97% B -1.06 24.36% B C A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価 通信量
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定量評価

２．開設計画の認定の有効期間中の周波数帯

・700MHz帯（770～773MHz）
・1.7GHz帯（1805～1845MHz）
・1.7GHz帯（1860～1880MHz ：東名阪以外）
・2.3GHz帯
・3.4GHz帯
・4.9GHz帯
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33700MHz帯(770～773MHz) 楽天モバイル 評価結果

• 楽天モバイルは、当該周波数帯を4Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、全国の基地局数について、認定された開設計画を適切に実施しており、かつ、人口カバー率については計画値を大きく上回っているもの

と認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」～「B」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は増加、人口カバー率は大きく増加、面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を

大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価（＝地域（関東）の総合評価）は「A」評価である。
• なお、全国及び関東以外は未開設（基地局数が0局）であることから、計画値差のみ評価し、その他の評価を行っていない（「R」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【4G】

【4G】

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値
全国 B +27 27 A +4.33 4.33% A B A

北海道 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R
東北 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R
関東 B +27 27 S +12.27 12.27% A B A
信越 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R
北陸 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R
東海 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R
近畿 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R
中国 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R
四国 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R
九州 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R
沖縄 B ±0 0 B ±0.00 0.00% B R R

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率
評価

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 B +27 27 A +4.33 4.33% B +0.18 0.18% A S

北海道 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R
東北 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R
関東 B +27 27 S +12.27 12.27% A +1.91 1.91% A S
信越 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R
北陸 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R
東海 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R
近畿 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R
中国 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R
四国 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R
九州 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R
沖縄 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価

（注）全国及び関東以外は未開設（基地局数が0局）であることから、計画値差のみ評価し、その他の評価を実施していない。
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341.7GHz帯(1805～1845MHz) KDDI/沖縄セルラー電話 評価結果

• KDDI/沖セルは、当該周波数帯を4G及び5Gのエリアカバレッジ及びトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基地局数について、認定された開設計画を適切に実施しており、かつ、人口カバー率については計画値を大きく上回っているもの

と認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は非常に大きく増加、人口カバー率及び面積カバー率は大きく増加しており、電波の利用は前年度実

績値を非常に大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値
全国 B +474 23,201 A +2.29 88.84% A A A

北海道 B ±0 1,002 B +0.04 79.76% B A B
東北 B ±0 1,991 S +5.75 77.03% A A A
関東 B +93 7,837 A +1.38 95.97% A A A
信越 A +56 578 S +9.99 78.22% S B S
北陸 B ±0 459 A +3.46 81.37% A B A
東海 B +16 2,275 A +2.96 90.72% A A A
近畿 B ±0 3,697 B +0.08 92.90% B A B
中国 B ±0 1,641 B +0.23 76.99% B A B
四国 B ±0 876 B +0.30 82.21% B A B
九州 B ±0 2,457 B +0.14 80.18% B A B
沖縄 S +309 388 S +38.80 94.47% S B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率
評価

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 S +4,792 23,201 A +3.15 88.84% A +1.57 18.42% S S

北海道 S +294 1,002 A +4.58 79.76% A +1.07 6.06% S S
東北 S +832 1,991 S +5.15 77.03% A +2.72 15.69% S S
関東 A +923 7,837 A +1.02 95.97% B +0.80 44.52% A S
信越 S +140 578 A +3.36 78.22% A +1.03 17.53% S S
北陸 S +142 459 S +5.53 81.37% A +1.88 18.78% S S
東海 A +338 2,275 B +0.85 90.72% B +0.56 27.79% A S
近畿 A +485 3,697 A +4.10 92.90% A +2.17 25.00% A S
中国 S +460 1,641 S +5.39 76.99% A +1.30 16.14% S S
四国 S +272 876 S +10.96 82.21% A +2.64 16.17% S S
九州 S +806 2,457 S +5.30 80.18% A +1.52 18.97% S S
沖縄 S +100 388 S +5.40 94.47% S +5.19 31.86% S S

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価
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351.7GHz帯(1805～1845MHz) 楽天モバイル 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G】

【4G】

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値
全国 S +35,464 60,266 S +7.69 98.77% S B S

北海道 S +1,350 2,145 S +14.73 98.58% S B S
東北 S +3,359 5,600 S +37.15 97.22% S B S
関東 S +11,753 18,849 A +1.61 99.61% S B S
信越 S +1,333 2,467 A +3.89 97.57% S B S
北陸 S +943 1,515 A +4.92 97.77% S B S
東海 S +2,884 6,750 A +1.08 99.23% S B S
近畿 S +4,983 8,611 A +1.42 99.19% S B S
中国 S +2,847 4,742 S +14.41 97.35% S B S
四国 S +1,622 2,435 S +25.20 97.01% S B S
九州 S +4,075 6,649 S +15.83 97.67% S B S
沖縄 S +315 503 A +2.29 98.59% S B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率
評価

技術導入
状況

• 楽天モバイルは、当該周波数帯を4Gのエリアカバレッジのために活用している。
• 実績評価においては、全国の基地局数及び人口カバー率について、認定された開設計画の計画値を非常に大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価

である（地域の総合評価は「S」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率は減少しており、電波の利用は前年度実績値を下回っているものと認められ、これら

の総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は「B」～「C」評価）。また、８地域（北海道・東北・信越・北陸・中国・四国・九州・沖縄）の基地局数、９地域（北海
道・東北・信越・北陸・東海・近畿・四国・九州・沖縄）の人口カバー率及び８地域（北海道・東北・信越・北陸・近畿・四国・九州・沖縄）の面積カバー率が前年度実績
値を下回っており、同社によれば、同社は1.7GHz帯について全国バンドと東名阪以外バンドの２つの割当てを受けており、1.7GHz帯の利用バンドの一時的な調整によるも
の（ユーザーサービスへの影響なし）としている。基地局数及び人口カバー率ともに開設計画値に対しては上回っているものの、前年度から減少することが無いよう、着実に整
備を推進すべきである。また、電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向け、引き続き努力すべきである。

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 C -894 60,266 C -0.08 98.77% C -0.33 41.18% C A

北海道 C -101 2,145 C -0.23 98.58% C -0.51 28.38% C A
東北 C -313 5,600 C -0.38 97.22% C -0.85 39.34% C A
関東 B +184 18,849 B +0.01 99.61% B +0.32 62.61% B A
信越 C -74 2,467 C -0.33 97.57% C -0.57 35.11% C A
北陸 C -69 1,515 C -0.03 97.77% C -0.15 38.39% C A
東海 B +38 6,750 C -0.01 99.23% B +0.19 45.83% C A
近畿 B +45 8,611 C -0.05 99.19% C -0.03 51.53% C A
中国 C -158 4,742 B +0.02 97.35% B +0.33 41.47% C A
四国 C -52 2,435 C -0.25 97.01% C -0.30 34.32% C A
九州 C -355 6,649 C -0.24 97.67% C -0.57 48.33% C A
沖縄 C -39 503 C -0.35 98.59% C -2.49 58.96% C A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価
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361.7GHz帯(1860～1880MHz)東名阪以外 楽天モバイル 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G】

【4G】 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +1,567 2,394 S +35.81 66.36% A +3.95 7.90% S R - 0 R - 0.00% R S

北海道 S +144 228 S +51.01 73.21% A +3.67 5.67% S R - 0 R - 0.00% R S
東北 S +335 484 S +37.39 61.48% S +5.75 8.52% S R - 0 R - 0.00% R S
関東 - - - - - - - - - - - - - - - - - -
信越 S +119 183 S +36.35 67.30% A +3.65 9.58% S R - 0 R - 0.00% R S
北陸 S +82 132 S +24.86 58.71% A +4.92 13.29% S R - 0 R - 0.00% R S
東海 B +4 6 B +0.01 0.08% B +0.04 0.14% B R - 0 R - 0.00% R S
近畿 B +32 44 B +0.17 0.39% B +0.57 0.87% B R - 0 R - 0.00% R S
中国 S +269 426 S +44.93 75.28% S +6.20 10.33% S R - 0 R - 0.00% R S
四国 S +133 201 S +19.32 42.77% A +3.00 6.76% S R - 0 R - 0.00% R S
九州 S +412 636 S +34.81 74.37% A +4.52 12.01% S R - 0 R - 0.00% R S
沖縄 S +37 54 S +24.40 55.41% S +13.90 18.11% S R - 0 R - 0.00% R S

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価

5G高度特定基地局数 5G基盤展開率 総合的な
評価

（注１）楽天モバイルが開設計画の認定を受けている地域は、関東以外であることから、関東は評価対象外として「―」としている。なお、東海及び近畿の一部地域においては開設計画の認定を受けていることから、評価を実施し
ている。（注２）5G高度特定基地局数及び5G基盤展開率は、1.7、3.7、28GHz帯に係る当該局数及び率である。５Ｇは未導入であることから、前年度差に係る評価は実施していない。

• 楽天モバイルは、当該周波数帯を4Gのエリアカバレッジのために活用している。また、今後、5Gのエリアカバレッジに活用していく予定としている。
• 実績評価においては、全国の5G高度特定基地局数及び5G基盤展開率がいずれも計画値未満であり、より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められ、これらの総合評価は「C」評価である（地域の

総合評価は「B」～「C」評価）。また、８地域（北海道・東北・信越・北陸・中国・四国・九州・沖縄）の５Ｇ高度特定基地局数及び５Ｇ基盤展開率は計画値を下回っており、同社によれば、5GはSAで
の運用開始を計画していたところ、主に開発ベンダーとの連携や開発の工程管理が不十分だったことなどの要因により、SAの開発及び実装が遅れたことによるものであり、総務省からの指導に基づき対応を進め
ている状況としている。当該周波数は４Gにより基地局の設置は進められているものの、5G高度特定基地局数及び5G基盤展開率について、可能な限り早期に自ら計画した計画値以上となるよう、整備を
推進すべきである。

• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は大きく増加、人口カバー率は非常に大きく増加、面積カバー率は大きく増加しており、電波の利用は前年度実績値を非常に大きく上回っているものと
認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」、「B」評価）。

• 5G高度特定基地局数及び5G基盤展開率は、5Gは未導入であることから、計画値差のみ評価し、その他の評価を行っていない（「R」評価） 。

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値
全国 B +99 2,394 B +29 167 B C -236 0 C -7.02 0.00% C B C

北海道 B ±0 228 B ±0 23 B C -21 0 C -2.31 0.00% C B C
東北 A +75 484 B +2 27 A C -42 0 C -5.73 0.00% C B C
関東 - - - - - - - - - - - - - - - -
信越 B ±0 183 B +5 19 B C -29 0 C -11.69 0.00% C B C
北陸 B ±0 132 B +6 13 B C -15 0 C -10.95 0.00% C B C
東海 B +2 6 B ±0 0 B B ±0 0 B ±0.00 0.00% B B B
近畿 B ±0 44 B ±0 0 B B ±0 0 B ±0.00 0.00% B B B
中国 B +12 426 B ±0 21 B C -44 0 C -11.61 0.00% C B C
四国 B +1 201 B +3 10 B C -25 0 C -9.92 0.00% C B C
九州 B +8 636 B +12 50 B C -56 0 C -9.20 0.00% C B C
沖縄 B +1 54 B +1 4 B C -4 0 C -4.35 0.00% C B C

評価
技術導入

状況
総合的な

評価
基地局数（屋外） 基地局数（屋内）

評価
5G高度特定基地局数 5G基盤展開率
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372.3GHz帯 KDDI/沖縄セルラー電話 評価結果

• KDDI/沖セルは、当該周波数帯を5Gのトラヒック対策のために活用している 。
• 実績評価においては、全国の基地局数について、認定された開設計画を適切に実施しているものと認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価

は「B」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を上回っているものと

認められ、これらの総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【5G】

【5G】

評価 計画値差 実績値
全国 B +24 324 B B

北海道 B +1 7 B B
東北 B +2 68 B B
関東 B +12 39 B B
信越 B +3 18 B B
北陸 B +3 63 B B
東海 B +1 29 B B
近畿 B ±0 7 B B
中国 B ±0 23 B B
四国 B +1 23 B B
九州 B ±0 46 B B
沖縄 B +1 1 B B

基地局数 技術導入
状況

総合的な
評価

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 B +238 324 B +0.52 0.80% B +0.24 0.36% B S

北海道 B +1 7 B +0.14 0.62% B ±0.00 0.02% B S
東北 B +59 68 A +2.99 3.68% B +0.53 0.60% A S
関東 B +16 39 B +0.05 0.29% B +0.13 0.44% B S
信越 B +9 18 A +2.27 3.19% B +0.32 0.46% A S
北陸 A +60 63 S +7.59 8.53% A +2.03 2.23% S S
東海 B +21 29 B +0.10 0.22% B +0.13 0.23% B S
近畿 B +6 7 B +0.01 0.01% B +0.04 0.04% B S
中国 B +12 23 B +0.22 0.68% B +0.08 0.34% B S
四国 B +18 23 B +0.23 0.98% B +0.14 0.35% B S
九州 B +35 46 B +0.05 0.17% B +0.14 0.30% B S
沖縄 B +1 1 B +0.08 0.08% B +0.01 0.01% B S

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価

技術導入
状況

8
7



383.4GHz帯 NTTドコモ 評価結果

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値
全国 A +1,176 11,396 S +6.91 66.96% S A S

北海道 A +47 243 S +7.20 67.35% S B S
東北 B +18 396 A +3.12 63.24% A B A
関東 A +517 5,168 S +7.77 67.78% S B S
信越 A +84 361 A +3.95 63.98% A B A
北陸 B +10 140 A +1.85 62.03% A B A
東海 B +83 1,101 S +6.50 66.54% A A A
近畿 A +267 1,997 S +10.31 70.31% S B S
中国 B +47 316 A +1.91 62.01% A B A
四国 A +55 348 S +6.28 66.33% S B S
九州 B +34 1,221 S +6.44 66.57% A B A
沖縄 A +14 105 S +7.49 67.61% S B S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率
評価

技術導入
状況

• NTTドコモは、当該周波数帯を4G及び5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基地局数について、認定された開設計画の計画値を大きく上回っており、かつ、人口カバー率については計画値を非常に大きく上

回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績値を上回っているものと認

められ、これらの総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「A」～「C」評価）。しかしながら、１地域（四国）の人口カバー率及び面積カバー率が前
年度実績値を下回っており、同社によれば、廃局・支障移転による影響としている。電波の更なる有効利用のため、トラヒック需要に応じたカバー率の拡大に向
け、引き続き努力すべきである。

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 B +346 11,396 B +0.79 66.96% B +0.17 7.46% B A

北海道 B +10 243 B +0.56 67.35% B +0.04 1.65% B A
東北 B +2 396 B ±0.00 63.24% B ±0.00 7.33% B A
関東 B +183 5,168 A +1.02 67.78% B +0.32 11.18% A A
信越 A +38 361 A +1.93 63.98% B +0.81 9.81% A S
北陸 B +3 140 B +0.41 62.03% B +0.02 10.72% B A
東海 B +13 1,101 B +0.20 66.54% B +0.04 15.51% B A
近畿 B +59 1,997 A +1.72 70.31% B +0.95 8.53% A A
中国 B +8 316 B +0.11 62.01% B +0.02 7.46% B A
四国 B +1 348 C -0.03 66.33% C -0.01 8.53% C A
九州 B +20 1,221 B +0.05 66.57% B +0.04 7.94% B A
沖縄 B +9 105 A +1.50 67.61% B +0.81 9.55% A A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価
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393.4GHz帯 ソフトバンク 評価結果

• ソフトバンクは、当該周波数帯を4G及び5Gのトラヒック対策のために活用している。
• 実績評価においては、全国の基地局数及び人口カバー率について、認定された開設計画の計画値を非常に大きく上回っているものと認められ、これらの総合評

価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。
• 進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数及び人口カバー率は大きく増加しているが、面積カバー率は減少しており、電波の利用は前年度実績値

を下回っているものと認められ、これらの総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は「A」、「C」評価）。また、９地域（北海道・関東・信越・北陸・東海・
近畿・中国・四国・九州）の面積カバー率が前年度実績値を下回っており、同社によれば、ユーザー体感（通信品質）を重視した調整を行った結果、一時的
なカバレッジ減少が発生したものと考えられ、今後も需要に合わせて適切なタイミングで整備を図っていくとしている。電波の更なる有効利用のため、ユーザーの通
信品質の向上のみならず、カバー率についても従来の実績を維持・拡大できるような取組について引き続き努力すべきである。

1 実績評価

2 進捗評価

【4G+5G】

【4G+5G】

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値
全国 S +9,274 32,441 S +22.74 83.07% S S S

北海道 S +484 1,325 S +25.90 85.90% S S S
東北 S +801 2,029 S +18.30 73.14% S S S
関東 S +3,347 12,039 S +22.45 85.14% S S S
信越 S +341 1,059 S +22.80 78.27% S S S
北陸 S +256 728 S +26.47 84.83% S S S
東海 S +627 3,282 S +23.76 81.38% S S S
近畿 S +1,817 5,486 S +26.27 89.68% S S S
中国 S +491 2,041 S +14.97 72.63% S S S
四国 S +300 843 S +17.83 72.51% S S S
九州 S +700 3,348 S +21.75 82.32% S S S
沖縄 S +110 261 S +34.40 88.06% S S S

総合的な
評価

基地局数 人口カバー率
評価

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 A +2,305 32,441 A +1.36 83.07% C -0.29 14.58% C A

北海道 S +223 1,325 A +2.58 85.90% C -0.33 8.91% C S
東北 S +283 2,029 B +0.85 73.14% B +0.01 11.19% A S
関東 A +502 12,039 A +2.07 85.14% C -0.38 25.10% C A
信越 S +104 1,059 B +0.22 78.27% C -0.41 13.80% C S
北陸 S +83 728 B +0.83 84.83% C -0.31 18.41% C S
東海 A +168 3,282 A +1.36 81.38% C -0.77 19.18% C A
近畿 S +503 5,486 B +0.76 89.68% C -0.79 20.74% C S
中国 A +133 2,041 B +0.39 72.63% C -0.25 12.16% C A
四国 S +90 843 B +0.57 72.51% C -0.16 10.18% C S
九州 A +203 3,348 B +0.97 82.32% C -0.04 18.24% C A
沖縄 A +13 261 A +1.30 88.06% B +0.08 33.73% A A

技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価
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404.9GHz帯 ソフトバンク 評価結果

• ソフトバンクは、当該周波数帯を5Gのトラヒック対策のために活用することとしている。
• 同社は、令和18年３月31日までを周波数の使用期限とされた既存の5GHz帯無線アクセスシステムの移行のため、終了促進措置の対応を進めているところ

であり、調査時点では未開設であることから、評価を行っていない（「R」評価）。

1 実績評価

2 進捗評価

【5G】

【5G】

評価 計画値差 実績値 評価 計画値差 実績値
全国 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R

北海道 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
東北 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
関東 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
信越 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
北陸 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
東海 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
近畿 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
中国 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
四国 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
九州 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R
沖縄 R ±0 0 R ±0.00 0.00% R R R

総合的な
評価

基地局数 4.9GHz帯展開率
評価

技術導入
状況

評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値 評価 前年度差 実績値
全国 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R

北海道 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
東北 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
関東 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
信越 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
北陸 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
東海 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
近畿 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
中国 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
四国 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
九州 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R
沖縄 R - 0 R - 0.00% R - 0.00% R R - 0.00% R

4.9GHz帯展開率 技術導入
状況

基地局数 人口カバー率 面積カバー率 総合的な
評価

（注）4.9GHz帯は令和6年12月に開設計画が認定され、認定に当たっては終了促進措置等の条件が付与されており、調査時点では未開設（全国の基地局数が0局）であることから、すべての評価を実施していない。
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42携帯電話及び全国BWAに係る定性評価①
評価項目 評価

① ５G基地局における
インフラシェアリング

・ 各事業者ともに、インフラシェアリングの実績があり、今後、一定の計画を有しているものと認められ、「ｂ」評価としている。各事業者
においては、自社の活用方針を踏まえつつ、５Ｇの更なる普及拡大のため、インフラシェアリングの活用の推進を期待する。

・ なお、前年度は５Ｇの提供開始から間もないため評価を行わなかったWCPは、今年度から５Ｇ基地局のインフラシェアリングが開
始された。今後も計画的な取組に期待したい。

（参考：有効利用評価方針） ※特に考慮すべき事項がある場合は、評価は行わず「R」とする。
評価項目 a b c d

①５Ｇ基地局におけ
るインフラシェアリング

ｂに加えて、新技術の開
発や導入に積極的に取り
組んでいる（又は計画を
有している）。

インフラシェアリングの実績
があり、今後、一定の計画
を有している。

インフラシェアリングの実績
はあるものの、今後の計画
がない（又は不十分であ
る）。

インフラシェアリングの実績
がなく、また今後の計画も
ない。

事業者名 NTTドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

評価 b b b b b b

ドコモ
KDDI/沖セル ソフトバンク

楽天モバイル UQ WCP自社グループに
係るもの 左記以外 自社グループに

係るもの 左記以外

インフラシェアリングを行って
いる周波数帯

700MHz
2GHz

3.4GHz
3.7GHz
4.5GHz
28GHz

700MHz
1.7GHz
2.3GHz
3.5GHz
3.7GHz
4.0GHz
28GHz

700MHz
1.7GHz
2.3GHz
3.5GHz
3.7GHz
4.0GHz
28GHz

700MHz
1.7GHz
2GHz

3.4GHz
3.5GHz
3.7GHz
28GHz

700MHz
1.7GHz
2GHz

3.4GHz
3.5GHz
3.7GHz
28GHz

3.7GHz
28GHz 2.5GHz 2.5GHz

工作物に係る
シェアリングを

行っている基地局数
（昨年度からの増加数）

屋
外

2,156局
（+1,658局）

22,898局
（+6,471局）

51,214局
（+14,030局）

30,649局
（+5,030局）

49,621局
（+14,132局）

36局
（+18局）

2,587局
（+1,254局）

0局
（±0局）

屋
内

0局
（±0局）

4局
（±0局）

408局
（+123局）

94局
（+5局）

872局
（+344局）

0局
（±0局）

2局
（±0局）

6局
（+6局）

電気通信設備に係る
シェアリングを

行っている基地局数
（昨年度からの増加数）

屋
外

340局
（+226局）

24,339局
（+8,542局）

50,997局
（+13,513局）

16,438局
（+1,148局）

49,618局
（+14,132局）

18局
（+14局）

1,601局
（+1,139局）

0局
（±0局）

屋
内

397局
（+229局）

1,277局
（+565局）

425局
（+144局）

66局
（+35局）

872局
（+344局）

8局
（+7局）

33局
（+32局）

6局
（+6局）
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43携帯電話及び全国BWAに係る定性評価②
評価項目 評価

②

安 全 ・ 信 頼 性 の
確保
・災害対策
・通信障害対策
・セキュリティ対策

・ 安全・信頼性の確保は、「災害対策」、「通信障害対策」及び「セキュリティ対策」に係る事前対策や事案発生時の取組の評価を
行った。

・ 事前の対策について、事業者ごとに対策手法に異なる点があるものの、前年度と同様、「災害対策」では災害時の通信の継続性
の確保に向けた車載型基地局や衛星回線等の配備等、「通信障害対策」では障害検知対策や障害発生時の体制構築等、「セ
キュリティ対策」ではサプライチェーンリスクを考慮した設備調達やセキュリティ確保に向けた体制の確保等、各事業者ともに一定の取
組が認められた。

・ また、前年度に比べ、NTTドコモは災害対策、KDDI/沖セル、楽天モバイル及びUQコミュニケーションズは災害・通信障害対策、
ソフトバンク及びWCPは災害・セキュリティ対策において、改善が見られるものと認められ、「ｂ」評価としている。

・ なお、各事業者ともに、前年度は能登半島地震への対応に関して多くの新たな取組があったところであるが、今年度は対策の強化
が中心とみられるため、この評価としている。

（参考：有効利用評価方針） ※特に考慮すべき事項がある場合は、評価は行わず「R」とする。
評価項目 a b c d

② 安 全 ・ 信 頼 性 の
   確保

ｂに加えて、新技術の開
発や導入に積極的に取り
組んでいる（又は計画を
有している）。

一定の取組を行っており、
前年度に比べて改善が見
られる。

一定の取組を行っているも
のの、前年度に比べて改
善が見られない。

十分な取組が行われてい
ない。

事業者名 NTTドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

評価 b b b b b b

ドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

災害対策・火
災・津波水害・
故障対策

【災害対策】 
・耐震補強等の実施
・消火設備の設置
・防水扉の設置
・24時間以上運用可能な予備
電源等の設置

・大ゾーン、中ゾーン基地局
の設置 等

【故障対策】
・代替用予備機の設置
・駆けつけ体制の構築 等

【災害対策】
・耐震設計基準での構築
・装置等の厳重な固定措置
・通信機械室無窓化
・防火シャッター、防火扉、
消火設備設置

・防水板、防水型マンホール、
水密扉等の設置 等

【故障対策】
・全拠点に予備品を配備
・駆けつけ体制の構築 等

【災害対策】
・24時間監視体制の構築
・24時間運用可能な予備電源
の設置

・軽量化した可搬型基地局の
整備

・有線給電ドローン無線中継
システムの増強 等

【故障対策】
・故障対策の実施
・駆け付け体制の構築 等

【災害対策】
･ 24時間運用可能な予備電源の
設置

･ 消火器の設置
･ 遠隔制御による予備電源の延命
･ 耐震設計基準での構築
･ 無線機器の頭頂設置
･ 車載/可搬型基地局の強化 等
【故障対策】
・予備品の全国配備
・駆け付け体制の構築 等

【災害対策】
・耐震設計基準での構築
・無線機器の嵩上げ
・蓄電池の設置
・可搬型発電機運用体制の
構築 等

【故障対策】
・予備品の保有
・駆けつけ体制構築 等

【災害対策】
・24時間監視体制の構築
・可搬型発電機および可搬型
衛星アンテナの増強 等

【故障対策】
・故障対策の実施
・駆け付け体制の構築 等

車載型基地局 113局 65局 96局 87局 2局 36局
可搬型基地局 69局 150局 250局 176局 20局 0局
移動電源車 113台 59台 92台 427台 0台 92台
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44携帯電話及び全国BWAに係る定性評価③
評価項目 評価

③ データトラヒック

・ NTTドコモ、KDDI/沖セル、ソフトバンク及び楽天モバイルは、割当てを受けた周波数帯の4G・5Gの総データトラヒック量は前年度
に比べ増加しており、いずれの事業者もユーザーの通信品質確保の観点から周波数分散を行うなど、トラヒックを効率的に処理する
工夫がなされているものと認められ、「ｂ」評価としている。

・ UQコミュニケーションズは、定量評価に示すとおり総データトラヒック量は前年度に比べ増加しており、自社グループ全体においてユー
ザー品質を考慮した最適なトラヒック調整を行うなど、トラヒックを効率的に処理する一定の工夫がなされているものと認められ、「b」
評価としている。

・ WCPは、定量評価に示すとおり自社グループの5Gエリアの整備や5G端末の普及に伴い、５G周波数帯へトラヒックが移行したこと
によって前年度から総データトラヒック量が減少していることから、「c」評価としている。なお、自社グループ全体においては、トラヒックを
効率的に処理するための一定の工夫がなされているものと認められる。

（参考：有効利用評価方針） ※特に考慮すべき事項がある場合は、評価は行わず「R」とする。
評価項目 a b c d

③データトラヒック
ｂに加えて、新技術の開
発や導入に積極的に取り
組んでいる（又は計画を
有している）。

トラヒックが増加傾向にあり、
トラヒックを効率的に処理
するための工夫がなされて
いる。

トラヒックは減少傾向にあ
るものの、トラヒックを効率
的に処理するための工夫
がなされている。

トラヒックを効率的に処理
する工夫がなされていない。

事業者名 NTTドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

評価 b b b b b c
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ドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル

携帯電話(4G/5G)
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UQ WCP

高度化BWA+5G

■ 令和５年度 ■,■,■,■ 令和６年度

○１か月間の全契約の総トラヒック（単位:PB）
※データトラヒック（全国）の取得層では、４Ｇ通信とＮＳＡ方式による
５Ｇ通信との分離が困難であるため、４Ｇと５Ｇを合算している。
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45

評価項目 評価

④
電波の割当てを受
け て い な い 者 等
（MVNO）に対す
るサービス提供

・ 各事業者ともに、MVNOに対するサービス提供を積極的に行っており、自社グループ以外の多数に行われているものと認められ、
「ｂ」評価としている。

・ ソフトバンク及びWCPは、前年度と比較し、MVNO契約数が減少しており、ソフトバンクについては３Ｇサービス終了に伴う解約に
よる一時的な減少、WCPについては解約に伴う一時的な減少によるものであり、いずれも令和７年６月末時点では昨年度調査
時点と比較して増加しているとのことである。今後、着実な契約者数の増加に向けた積極的な取組を期待する。

（参考：有効利用評価方針） ※特に考慮すべき事項がある場合は、評価は行わず「R」とする。
評価項目 a b c d

④電波の割当てを受けて
い な い 者 等 （ Ｍ Ｖ Ｎ
Ｏ）に対するサービス提
供

ｂに加えて、ＭＶＮＯへ
の更なる開放に積極的に
取り組んでいる。

ＭＶＮＯへの提供が自
社グループ以外の多数に
行われている。

ＭＶＮＯへの提供が自
社グループ内に留まってい
る（又は少数に留まって
いる）。

ＭＶＮＯへの提供を全く
行っていない。

事業者名 NTTドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

評価 b b b b b b

携帯電話及び全国BWAに係る定性評価④

※1 自社グループのMNOであるMVNOに係る
ものを指す。

※2 MNOであるMVNOに係る契約数とMNO
であるMVNOに係るものを除く契約数の双
方を含む。

※3 総務省「MVNOに係る電気通信事業法及
び電波法の適用関係に関するガイドライ
ン」において規定される機能。当該機能は、
第二種指定電気通信設備（令和４年10月末
現在、ドコモ、KDDI/沖セル、ソフトバン
ク、UQ及びWCPが設置する電気通信設備
が該当。）を対象に設定されている。

※4 〇：提供中、－：提供なし（要望なし）
※5 L2接続を行うことによりMVNOが使用で

きるようになる標準的な機能の1つ

免許人名 ドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

全体 前年度からの
増加数 全体 前年度からの

増加数 全体 前年度からの
増加数 全体 前年度からの

増加数 全体 前年度からの
増加数 全体 前年度からの

増加数

MNOである
MVNOに係
るもの※1を
除く

MVNO数 51 3 69 6 732 19 69 25 29 0 26 0

L2接続 15 0 6 0 6 3 41 10 0 0 0 0

L2接続以外 38 3 64 6 726 16 28 15 29 0 26 0

MVNO契約数 14,022,781 1,032,131 8,948,626 1,897,813 11,843,025 -448,203 1,647,833 1,105,974 1,543,629 559 32,417 -77

L2接続 12,527,812 740,002 1,974,465 192,126 221,620 44,886 440,610 286,731 0 0 0 0

L2接続以外 1,494,969 292,129 6,974,161 1,705,687 11,621,405 -493,089 1,207,223 819,243 1,543,629 559 32,417 -77

全契約数※2に占めるMVNO契約数の割合 15.36% +0.92% 12.72% +2.32% 20.40% -0.90% 18.39% +10.84% 4.00% ±0.00% 0.06% ±0.00%

MNOである
MVNOに係
るもの※1

MVNO数 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 1 0

MVNO契約数 0 0 1,887,610 -8,449 0 0 0 0 37998253 616367 51,423,877 2,976,993

全契約数※2に占めるMVNO契約数の割合 0 0 2.68% -0.11% 0 0 0 0 95.00% ±0.00% 99.94% ±0.00%

MVNO促進
の取組

開放を促進
すべき機能
※3の提供状
況※4

HLR/HSS連携機能 〇 〇 － － － －
料金情報提供機能 〇 － － － － －
端末情報提供機能※5 〇 － 〇 － － －
その他 〇 〇 〇 － － －

その他

標準プランの策定・公開や
MVNO事業希望者への窓口
設置等を実施。

各種情報提供や、青少年フィ
ルタ機能の提供、端末接続
試験の受託等を実施。

標準プランの策定・公開や
MVNO事業希望者への窓口
設置等を実施。

MVNOガイドラインに規定す
るアンバンドル機能について
2020年4月8日から事前調受
付を開始。自社の独自機能
についても提供の準備を実施

標準プランの策定・公開や
MVNO事業希望者への窓口
設置等を実施。

標準プランの策定・公開や
MVNO事業希望者への窓口
設置等を実施。

9
5



46携帯電話及び全国BWAに係る定性評価⑤

評価項目 評価

⑤
携帯電話の上
空利用及びIoT
への取組

○ 上空利用

・ NTTドコモ及びソフトバンクは、4Gの上空利用の拡大に積極的に取り組んでおり、また実用化されていることから、「ｂ」評価としている。
・ KDDI/沖セルは、他社に比べて商用化局の局数が多く、昨年度からの開設局数の増加も最も多い。さらに、唯一、上空利用に係る

５Gでのサービスを提供しており、５Ｇの活用に積極的に取り組んでいることから、「a」評価としている。
・ 楽天モバイルは、上空利用に関しては実証段階に留まっており、引き続き実用化に向けて積極的に取り組むべきことから、「c」評価とし

ている。
・ UQコミュニケーションズ及びWCPは、調査時点において制度上、2.5GHz帯の上空利用が認められていないことから、本評価は行って

いない（「R」評価）。なお、令和７年５月に2.5GHz帯の上空利用が制度化されているため、今後、積極的な取り組みを期待した
い。

（参考：有効利用評価方針） ※特に考慮すべき事項がある場合は、評価は行わず「R」とする。
評価項目 a b c d

⑤携帯電話の上空利用
及びIoTへの取組

ｂに加えて、５Ｇの活用（上空
利用）／サービスの多様化（IoT
利用）に積極的に取り組んでいる。

実用化に積極的に取り
組んでいる。

実証段階に留まってい
る。

自社として具体的な取
組が行われていない。

事業者名 NTTドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

評価 b a b c R R

・携帯電話の上空利用の具体的な使用実態の例 ・携帯電話の上空利用の試験的導入に係る調査結果

免許人
名 規格 周波数帯

開設局数
（昨年度か
らの増分）

具体的な
使用実態の例

商
用
化
局

ドコモ ４Ｇ
800MHz帯、

1.7GHz帯(1845～
1880)、2GHz帯

184局
（+22局）

物資輸送、災害状況把握、
設備点検、空撮・映像制作、
測量・現場進捗管理、警
備・監視、植生・生育状況
把握、農薬散布他

KDDI/
沖セル

４Ｇ
５Ｇ

800MHz帯、
1.7GHz帯(1805～
1845)、2GHz帯

701局
（+139
局）

無人航空機の撮影する映像
やテレメトリ情報、制御信
号等の伝送

ソフト
バンク ４Ｇ 900MHz帯、

2GHz帯
69局

（±0局）

撮影画像による測量、運行管理
システム検証、鉄塔点検、電気
/ガソリンハイブリッドドロー
ン飛行検証、映像伝送検証、ス
ピーカードローン検証（避難誘
導/防災無線）、災害物資輸送

免許人
名 規格 周波数帯

総開設局数※

（昨年度から
の増分）

具体的な
使用実態の例

実用化
試験局

ドコモ ４Ｇ
800MHz帯、

1.7GHz帯(1845～
1880)、2GHz帯

577局
（+22局）

研究開発に関する電波品質試験、ヘ
リコプター機上内での利用（映像伝
送）、150ｍ超飛行時の物資輸送
（映像伝送）

KDDI/
沖セル ４Ｇ

800MHz帯、
1.7GHz帯(1805～
1845)、2GHz帯

114局
（±0局）

無人航空機の撮影する映像やテレメ
トリ情報、制御信号等の伝送

ソフト
バンク

３Ｇ
４Ｇ

900MHz帯、
1.7GHz帯(1845～
1880)、2GHz帯

67局
（±0局）

遠隔操縦システム検証（映像伝送お
よび映像信号伝送）

楽天モ
バイル ４Ｇ 1.7GHz帯(1805～

1845)
11局

(±0局）
無人航空機の制御用以外のデータ伝
送用

※ 試験的導入が開始された平成28年７月から調査基準日時点までの開設局数の合計。
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47携帯電話及び全国BWAに係る定性評価⑤

評価項目 評価

⑤
携帯電話の上空利
用及び IoTへの取
組

○ IoT利用

・ NTTドコモ、KDDI/沖セル及び楽天モバイルは、いずれの事業者においてもIoT端末の開設局数が前年度より増加し、携帯電話
の通常規格やLPWA規格を用いたIoTの利用拡大に積極的に取り組んでおり、また実用化されていることから、「ｂ」評価としてい
る。

・ ソフトバンクは、通常規格のIoT端末の開設局数が前年度より減少しているが、３Ｇサービス終了に伴うものであり、LPWA規格に
ついては増加している。また、令和７年９月に5GRedCapのネットワーク対応などを行った。携帯電話の通常規格やLPWA規格を
用いたIoTの利用拡大に積極的に取り組んでおり、また実用化されていることから、「ｂ」評価としている。

・ UQコミュニケーションズ及びWCPは、いずれの社においてもIoT端末の開設局数が前年度より増加し、2.5GHz帯高度化BWAの
通常規格を用いたIoTの利用拡大に積極的に取り組んでおり、また実用化されていることから、「ｂ」評価としている。

（参考：有効利用評価方針） ※特に考慮すべき事項がある場合は、評価は行わず「R」とする。評価項目 a b c d

⑤携帯電話の上空利用
及びIoTへの取組

ｂに加えて、５Ｇの活用（上空
利用）／サービスの多様化（IoT
利用）に積極的に取り組んでいる。

実用化に積極的に取り
組んでいる。

実証段階に留まってい
る。

自社として具体的な取
組が行われていない。

事業者名 NTTドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

評価 b b b b b b

・前年度との比較（IoT端末開設局数）

17,111,059 

18,777,585 

9,872,502 

0 40

4,277,903

18,019,687 

20,416,284 

7,945,456 
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通常規格
令和５年度 令和６年度
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別添３ 参考資料 有効利用評価方針等
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電波の利用状況調査・有効利用評価の概要

電波の利用状況の調査［電波法第26条の２第1項］

周波数割当計画の作成・改正、電波の有効利用に資する政策への反映

評価(案)の検討
事業者ヒアリング［法第26条の３第５項］

評価結果の公表
［法第26条の３第４項］

評価(案)に対する意見募集
意見募集内容の検討

調査結果の報告・概要の公表
［法第26条の２第２項］

有効利用評価方針の公表
［法第26条の３第２項］

電気通信業務用基地局
(携帯電話・全国BWA)
携帯移動地球局等

（衛星ダイレクト通信システム）
(毎年)

［法第26条の２第１項第１号］

公共業務用無線局
(毎年)

［省令第３条第１項第２号］

各種電波利用システム
①714MHz以下(令和６年度)
②714MHz超 (令和７年度)
［省令第３条第１項第３号］

臨時の利用状況調査
(必要に応じ)
［省令第７条］

①無線局数、免許人数、目的・用途、無線設備
の使用技術、現に使用している周波数の幅

②無線通信の通信量、電波の能率的な利用確
保のための技術の導入状況、無線局の使用
実態、代替可能性、電波を有効利用するため
の計画、使用周波数の移行計画、接続・卸役
務提供の状況

〈
調
査
事
項
〉

①無線局数、免許人数、目的・用途、無線設備
の使用技術

②無線通信の通信量、電波の能率的な利用確
保のための技術の導入状況、無線局の使用
実態、代替可能性、電波を有効利用するため
の計画、使用周波数の移行計画

 ③発射状況調査(補完調査)

〈
調
査
事
項
〉

・・・総務大臣

・・・電波監理審議会

電気通信業務用基地局以外の無線局
［法第26条の２第１項第２号］

電波の利用状況調査は、電波法に基づき、総務大臣が調査区分ごとに調査を行い、その結果を電波監理審議会に報告するととも
に、結果の概要を公表するもの(根拠規定：電波法第26条の２)。
電波監理審議会は、当該結果に基づき、電波の有効利用の程度の評価を行う(根拠規定：電波法第26条の３)。
この評価結果を踏まえ、総務大臣は周波数割当計画の作成・改正、電波の有効利用に資する政策への反映を実施。
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50電波監理審議会 有効利用評価部会の概要

氏 名 主 要 現 職
部会長（委員） 西村 暢史 中央大学 法学部 教授 【電波監理審議会 委員】

部会長代理（委員） 笹瀬 巌 慶應義塾大学 名誉教授 【電波監理審議会 会長】
特別委員 池永 全志 九州工業大学 大学院 工学研究院 電気電子工学研究系 教授
特別委員 石山 和志 東北大学 電気通信研究所 所長・教授
特別委員 眞田 幸俊 慶應義塾大学 理工学部 電気情報工学科 教授

特別委員 中野 美由紀 大学共同利用法人情報・システム研究機構 理事
津田塾大学 新学部設置準備室 教授

特別委員 若林 亜理砂 駒澤大学大学院 法曹養成研究科 教授

【有効利用評価部会 構成員（令和８年１月現在）】

※特別委員（非常勤）は、学識経験のある者について、総務大臣が任命。任期は３年。再任可。

 令和４年10月の電波法改正により、電波監理審議会が電波の有効利用の程度の評価（有効利用評価）※１を行う
こととなった※２ 。同評価を適切に実施するため、電波監理審議会の下に「有効利用評価部会」を設置。

 毎年、総務大臣が実施する電波の利用状況調査結果に基づき、電波監理審議会が有効利用評価を実施。               
（同評価結果を踏まえ、総務省において、周波数再編アクションプラン、周波数割当計画（告示）を策定。）

※１ 電波法（昭和25年法律第131号）
   第二十六条の三 電波監理審議会は、前条第二項の規定により利用状況調査の結果の報告を受けたときは、当該結果に基づき、調査区分ごとに、電波に関する技術の発達及び需要の動向、
      周波数割当てに関する国際的動向その他の事情を勘案して、次に掲げる事項（第三項において「評価事項」という。）について電波の有効利用の程度の評価（以下「有効利用評価」という。）を
      行うものとする。

※２ 改正前は総務大臣が評価を実施。法改正により、透明性・客観性の一層の向上を図るとともに、技術の進展等に対応したより適切な評価を行うため、技術や法制度等に精通した専門家から
構成される電波監理審議会が主体的に評価を行う仕組みを導入。

【周波数再編のPDCAサイクル】

Do

周波数割当計画
（告示）

周波数再編
アクションプラン（毎年）

PlanCheck Action

電波の利用状況調査・有効利用評価（毎年）
①携帯電話・全国BWA、衛星ダイレクト通信
②公共業務用無線局
③各種無線システム

新たな電波利用システムの
導入
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51有効利用評価部会における審議経緯

・ 令和７年度携帯電話及び全国BWA等に係る電波の利用状況調査結果
の報告、 有効利用評価の進め方、令和７年度ヒアリング項目（検討課
題・定性評価）の検討

第４９回（９/18）

第５０回（10/22） ・ 令和７年度ヒアリング項目（定量評価等）の検討

・ 免許人ヒアリング
（KDDI株式会社/沖縄セルラー電話株式会社、UQコミュニケーションズ株式

会社）

第５１回（11/19）

第５２回（11/20） ・ 免許人ヒアリング
（楽天モバイル株式会社、ソフトバンク株式会社、

Wireless City Planning株式会社、株式会社NTTドコモ）
第５３回 （12/11） ・ ヒアリング結果の整理（検討課題）

・ 有効利用評価結果（定量評価・定性評価）案の検討

第５４回 （12/24） ・ 有効利用評価結果（案）取りまとめ
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移動通信システム用周波数の割当状況

 電気通信業務用として、携帯電話事業者・全国BWA事業者 ７社※に周波数を割り当て。
 令和６年12月には、ソフトバンク株式会社に対して、4.9GHz帯の割当てを実施。

【移動通信システム用周波数の割当状況（令和７年９月時点）】
700MHz帯 800MHz帯 900MHz帯 1.5GHz帯 1.7GHz帯 2GHz帯 2.3GHz帯 2.5GHz帯 3.4GHz帯 3.5GHz帯 3.7GHz帯

4.0GHz帯
4.5GHz帯
4.9GHz帯 28GHz帯

合計
FDD FDD FDD FDD FDD FDD TDD TDD TDD TDD TDD TDD TDD

20MHz 30MHz 30MHz 40MHz
東名阪のみ

40MHz 40MHz 40MHz 100MHz 100MHz 400MHz 840MHz

20MHz 30MHz 20MHz 40MHz 40MHz 40MHz 40MHz 200MHz 400MHz 830MHz

50MHz 50MHz

20MHz 30MHz 20MHz 30MHz 40MHz 40MHz 40MHz 100MHz 100MHz 400MHz 820MHz

30MHz 30MHz

6MHz
80MHz

(40MHzは
東名阪以外)

100MHz 400MHz 586MHz

合計 66MHz 60MHz 30MHz 70MHz 190MHz 120MHz 40MHz 80MHz 80MHz 120MHz 500MHz 200MHz 1600MHz 3,156MHz

認定期間が満了した周波数又は開設計画の認定に係らない周波数

※ 携帯電話事業者は、株式会社NTTドコモ、KDDI株式会社、沖縄セルラー電話株式会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会社。
全国BWA事業者は、UQコミュニケーションズ株式会社、Wireless City Planning株式会社。

認定期間中の周波数
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有効利用評価方針の概要

(1)電気通信業務用基地局に係る評価

(2)電気通信業務用基地局以外の無線局に係る評価

周波数帯 認定が満了した周波数帯等 認定の有効期間中の周波数帯
実績評価 評価事項 ⅰ基地局の数

ⅱ人口カバー率
ⅲ面積カバー率

ⅳ通信量
ⅴ技術導入状況
ⅵ総合的な評価 等

ⅰカバレッジ（基地局の数、人口カバー率）
ⅱ技術導入状況
ⅲ総合的な評価 等

評価方法 基準値比、計画比、平均比 等 開設計画比 等
進捗評価 評価事項 ⅰカバレッジ

（基地局の数、人口カバー率、面積カバー率）
ⅱ通信量
ⅲ技術導入状況 等

ⅰカバレッジ（基地局の数、人口カバー率、面積カバー率）
ⅱ技術導入状況

等

評価方法 前年度比 前年度比

評価事項 人口カバー率、技術導入状況等 その他(インフラシェアリングの取組等)

評価方法 周波数帯ごとの実績評価及び進捗評価の定量的な評価 複数の周波数帯を横断した総合的に勘案した定性的な評価

評価する
無線局 公共業務用無線局 各種無線システム

評価方法 需要が顕在化している周波数約1,200MHz幅を踏まえ
た、電波の利用の停止、周波数移行・共用の対応の状
況やデジタル化に向けた対応の状況等を定性的に評価

無線局の数の増減、通信頻度、周波数の移行やデ
ジタル化の状況等を定性的に評価

 免許人等に対し、評価に必要なヒアリング等を行う。
 評価に関する事項に関し、必要に応じて勧告を行う。
 各周波数帯の利用実態に係る評価に必要な調査・評価結果等を踏まえ、電波の特性に応じた電波利用の需要や利用実態の変化、技術進展等に
合わせて、適時適切に評価方法及び基準の見直しを行う。

(3)その他

電波監理審議議会では、有効利用評価を適切に実施するため、令和４年９月に「有効利用評価方針」を策定＊。
＊ 令和５年７月改定、令和６年５月改定、令和７年５月改定

※ 複数の周波数帯を
総合的に勘案した定
性的な評価基準も定
めるとともに、免許人ご
とに各評価を踏まえた
総合的な所見を述べる。

※重点調査対象システムは
実測による発射状況等を
踏まえて評価
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電気通信業務用基地局の評価基準 概要①
認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（定量評価）

評価事項

実績評価（別紙１関係）
6GHz以下

6GHz超Sub6帯※1以外
Sub6帯※1

Sub6帯※1以外
移行計画に係らない周波数帯 移行計画に係る周波数帯※2

１ 電気通信業務用基地局の数 絶対評価（実績値） 絶対評価（実績値） 絶対評価（計画比） 相対評価（平均比）

２ 人口カバー率 絶対評価（実績値） ー 絶対評価
（実績・計画比） ー

３ 面積カバー率 相対評価（平均比） ー 絶対評価（計画比） ー
４ 基盤展開率 ー 絶対評価（実績値） ー ー
５ 通信量 絶対評価（実績値）※3 絶対評価（実績値） ー※3 絶対評価（実績値）
６ 技術導入状況 絶対評価（実績値）※3 絶対評価（実績値） ー※3 絶対評価（実績値）
総合的な評価 総合評価 総合評価 総合評価 総合評価

※１ 3.7/4.0/4.5GHz帯
※２ 令和７年度においては、(1) 870MHzを超え875MHz以下、(2) 945MHzを超え950MHz以下、(3) 2,165MHzを超え2,170MHz以下が対象
※３ 通信量及び技術導入状況については、移行計画に係らない周波数と係る周波数を合算し、周波数帯全体として評価。

評価事項

進捗評価（別紙２関係）
6GHz以下

6GHz超Sub6帯※1以外
Sub6帯※1

Sub6帯※1以外
移行計画に係らない周波数帯 移行計画に係る周波数帯※2

１ 電気通信業務用基地局の数
１～３の総合評価

（前年度比）
１～３の総合評価

（前年度比）
１～３の総合評価

（前年度比）

絶対評価（前年度比）
２ 人口カバー率 ー
３ 面積カバー率 ー
４ 基盤展開率 ー 絶対評価（前年度比） ー ー
５ 通信量 絶対評価（前年度比）※3 絶対評価（前年度比） ー※3 絶対評価（前年度比）
６ 技術導入状況 絶対評価（前年度比）※3 絶対評価（前年度比） ー※3 絶対評価（前年度比）

(２) 進捗評価（別紙２関係）

(１) 実績評価（別紙１関係）
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電気通信業務用基地局の評価基準 概要②

複数周波数を総合的に勘案した評価（定性評価）別紙５関係

評価事項
実績評価（別紙３関係）

５Ｇ普及開設指針、
2.3GHz帯開設指針又は
4.9GHz帯開設指針以外

2.3GHz帯開設指針 ５Ｇ普及開設指針 4.9GHz帯開設指針

１ 電気通信業務用基地局の数 １・２の総合評価
(開設計画比)

絶対評価
（開設計画比）

屋外・屋内の基地局数の
総合評価（開設計画比）

１・６の総合評価
（開設計画比）

２ 人口カバー率 ー ー ー
３ 面積カバー率 ー ー ー ー
４ ５G高度特定基地局の数 ー ー ４・５の総合評価

(開設計画比)
ー

５ ５G基盤展開率 ー ー ー

６ 4.9GHz帯展開率 ー ー ー １・６の総合評価
（開設計画比）

７ 技術導入状況 絶対評価（実績値） 絶対評価（実績値） 絶対評価（実績値） 絶対評価（実績値）
総合的な評価 総合評価 総合評価 総合評価 総合評価

認定の有効期間中の周波数帯の評価（定量評価）

１ 総務省令に規定する事項に対する評価 ２ 総合的な評価

評価事項 進捗評価（別紙４関係）
５Ｇ普及開設指針又は4.9GHz開設指針以外 ５Ｇ普及開設指針 4.9GHz帯開設指針

１ 電気通信業務用基地局の数
１～３の総合評価

(前年度比)
１～３の総合評価

(前年度比)
１～３の総合評価

(前年度比)２ 人口カバー率
３ 面積カバー率
４ ５G高度特定基地局の数 ー ４・５の総合評価

(前年度比)
ー

５ ５G基盤展開率 ー ー
６ 4.9GHz帯展開率 ー ー 絶対評価（前年度比）
７ 技術導入状況 絶対評価（前年度比） 絶対評価（前年度比） 絶対評価（前年度比）

(１) 実績評価（別紙３関係）

(２) 進捗評価（別紙４関係）
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認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（実績評価）
○６GHz以下の周波数帯（移行計画に係らない周波数帯&Sub6）

S A B C D
Sub6
以外

２(人口カバー率)の評価
がSS又はSである。

２(人口カバー率)の評価
がAである。

２(人口カバー率)の評価
がBである。

２(人口カバー率)の評価
がCである。

１(基地局の数)、２(人口カバー率) 、5(通信量)又
は6(技術導入状況) のいずれかの評価がＤである。

Sub6 ４(基盤展開率) の評価
がSS又はSである。

４(基盤展開率)の評価
がAである。

４(基盤展開率)の評価
がBである。

４(基盤展開率)の評価
がCである。

１(基地局の数)、４(基盤展開率) 、5(通信量)又は
6(技術導入状況) のいずれかの評価がＤである。

７ 総合的な評価

※ 評価基準における人口カバー率は、評価区域におけるメッシュ内の人口の合計に対する、メッシュ（通信が可能となる区域の面積が当該メッシュの面積の２分の１を超えるものに限る。）内の人口の合計の割合をいう。なお、
通信が可能となる区域か否かの判断は各事業者が行う。

３ 面積カバー率注 S A B C D
周波数帯平均値＊の
110％以上である。

周波数帯平均値＊の
90％以上110％未満である。

周波数帯平均値＊の
70％以上90％未満である。

周波数帯平均値＊の
70％未満である。 －＊周波数帯毎に各免許人の値を

合計して免許人の数で除した値

S A B C D
－ － 評価区域内の全ての都道府県において、毎日トラヒックがある。 － 評価区域内のいずれかの都道府県において、1日の間トラヒックがない。

S A B C D
B評価の基準を満たし、かつ、評価
区域内の全ての都道府県において、
SA又はその代替技術を導入

B評価の基準を満たし、かつ、評価
区域内の一部の都道府県におい
て、SA又はその代替技術を導入

評価区域内の全ての都道府県に
おいて、CA、MIMO及びQAMの
全て又はそれらの代替技術を導入

評価区域内の全ての都道府県に
おいて、CA、MIMO若しくはQAM
のいずれか又はそれらの代替技術
を導入

評価区域内の全ての都道府県に
おいて、CA、MIMO若しくはQAM
又はそれらの代替技術をいずれも
導入していない

６ 技術導入状況

２ 人口カバー率注

１ 電気通信業務
    用基地局の数

S A B C D 備考
－ － 認定計画値以上である。 － 認定計画値未満である。 800MHz帯及び２GHz帯を除く。

5 通信量

SS Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
3.7GHz 100％ 95％以上 90％以上 70％以上 50％以上 50％未満
4.0GHz 100％ 95％以上 90％以上 70％以上 50％以上 50％未満
4.5GHz 100％ 95％以上 90％以上 70％以上 50％以上 50％未満

４ 基盤展開率注 参考（開設指針における絶対審査基準）
各総合通信局の管轄区域ごとの５Ｇ高度特定基地局の５Ｇ
基盤展開率が全て50%以上（認定日から起算して5年:令和6
年4月）

※ 評価基準における基盤展開率は、評価区域内におけるメッシュの総数に対する、一の周波数帯ごとの基地局であって、接続する電気通信設備の伝送速度が当該基地局の無線設備の信号速度と同等以上であり、複数の
基地局と接続可能な基地局が開設されたメッシュの割合をいう。

SS Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 参考（開設指針における絶対審査基準）
700MHz 100％ 95％以上 90％以上 85％以上 80％以上 80％未満 総合通信局の管轄区域ごとの特定基地局の(市町村)人口カバー率が全て80%以上

(平成31年度末)
800MHz 100％ 95％以上 90％以上 85％以上 80％以上 80％未満 －

900MHz 100％ 95％以上 90％以上 85％以上 80％以上 80％未満 総合通信局の管轄区域ごとの特定基地局の(市町村)人口カバー率が全て80%以上
(平成30年度末)

1.5GHz 100％ 95％以上 90％以上 70％以上 50％以上 50％未満 総合通信局の管轄区域ごとの特定基地局の(市町村)人口カバー率が全て50%以上
(平成26年度末)

1.7GHz 100％ 95％以上 90％以上 70％以上 50％以上 50％未満
○H18開設指針：東名阪各総合通信局の管轄区域内の(市町村)人口カバー率が

全て50%以上
○H21開設指針：各総合通信局の管轄区域内の特定基地局の(市町村)人口カ

バー率が全て50%以上
2GHz 100％ 95％以上 90％以上 70％以上 50％以上 50％未満 －

2.5GHz
BWA 100％ 95％以上 90％以上 70％以上 50％以上 50％未満

総合通信局の管轄区域ごとの特定基地局の(市町村)人口カバー率が全て50%以
上(平成24年度末)

総合通信局の管轄区域ごとの特定基地局の人口カバー率が全て50%以上(平成
29年度末)

3.5GHz 100％ 95％以上 90％以上 70％以上 50％以上 50％未満 総合通信局の管轄区域ごとの特定基地局の人口カバー率が全て50%以上(平成30
年度末)

注）3.7/4.0/4.5GHz帯は、当面の間、４基盤展開率による評価を実施し、
２人口カバー率・３面積カバー率による評価は行わない。

通信量及び技術導入状況につ
いては、移行計画に係らない周
波数と係る周波数を合算し、周
波数帯全体として評価。

(別紙１関係)

6GHz以下/
移行計画以外&Sub6
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評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

電
気
通
信
業
務
用
基
地
局
の
数

全国 前年度実績値＋3,000局超 前年度実績値±3,000局以内 前年度実績値－5,000局以上
前年度実績値－3,000局未満 前年度実績値－5,000局未満

北海道 前年度実績値＋124局超 前年度実績値±124局以内 前年度実績値－207局以上
前年度実績値－124局未満 前年度実績値－207局未満

東北 前年度実績値＋205局超 前年度実績値±205局以内 前年度実績値－341局以上
前年度実績値－205局未満 前年度実績値－341局未満

関東 前年度実績値＋1,057局超 前年度実績値±1,057局以内 前年度実績値－1,762局以上
前年度実績値－1,057局未満 前年度実績値－1,762局未満

信越 前年度実績値＋101局超 前年度実績値±101局以内 前年度実績値－168局以上
前年度実績値－101局未満 前年度実績値－168局未満

北陸 前年度実績値＋70局超 前年度実績値±70局以内 前年度実績値－116局以上
前年度実績値－70局未満 前年度実績値－116局未満

東海 前年度実績値＋355局超 前年度実績値±355局以内 前年度実績値－592局以上
前年度実績値－355局未満 前年度実績値－592局未満

近畿 前年度実績値＋488局超 前年度実績値±488局以内 前年度実績値－814局以上
前年度実績値－488局未満 前年度実績値－814局未満

中国 前年度実績値＋173局超 前年度実績値±173局以内 前年度実績値－288局以上
前年度実績値－173局未満 前年度実績値－288局未満

四国 前年度実績値＋88局超 前年度実績値±88局以内 前年度実績値－147局以上
前年度実績値－88局未満 前年度実績値－147局未満

九州 前年度実績値＋304局超 前年度実績値±304局以内 前年度実績値－507局以上
前年度実績値－304局未満 前年度実績値－507局未満

沖縄 前年度実績値＋35局超 前年度実績値±35局以内 前年度実績値－58局以上
前年度実績値－35局未満 前年度実績値－58局未満

(2) 人口カバー率 前年度実績値＋１％超 前年度実績値±１％以内 前年度実績値－５％以上
前年度実績値－１％未満 前年度実績値－５％未満

(3) 面積カバー率 前年度実績値＋１％超 前年度実績値±１％以内 前年度実績値－５％以上
前年度実績値－１％未満 前年度実績値－５％未満

(4) 総合的な評価

前年度実績値を大きく上回っていると
して、(1)、(2)及び(3)の評価のうちい
ずれか１つがＳであり、その他の評価が
Ａ以上である。

前年度実績値を維持しているとして、
(1)、(2)及び(3)の評価がいずれもＡ
である。

前年度実績値を大きく下回っていると
して、(1)、(2)及び(3)の評価のうちい
ずれか１つがＢであり、その他の評価が
Ｂ以上である。

前年度実績値を非常に大きく下回って
いるとして、(1)、(2)又は(3)の評価の
いずれかがＣである。

１～３ 電気通信業務用基地局の数、人口カバー率及び面積カバー率

認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（進捗評価） ①
○６GHz以下の周波数帯

（Sub6帯以外）

6GHz以下/
移行計画以外&Sub6

(別紙２関係)
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評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

電
気
通
信
業
務
用
基
地
局
の
数

全国 前年度実績値＋3,000局超 前年度実績値+1,000局超
前年度実績値+3,000局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+1,000局未満 前年度実績値未満

北海道 前年度実績値＋124局超 前年度実績値+41局以上
前年度実績値+124局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+41局未満 前年度実績値未満

東北 前年度実績値＋205局超 前年度実績値+68局以上
前年度実績値+205局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+68局未満 前年度実績値未満

関東 前年度実績値＋1,057局超 前年度実績値+353局以上
前年度実績値+1,057局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+353局未満 前年度実績値未満

信越 前年度実績値＋101局超 前年度実績値+34局以上
前年度実績値+101局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+34局未満 前年度実績値未満

北陸 前年度実績値＋70局超 前年度実績値+23局以上
前年度実績値+70局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+23局未満 前年度実績値未満

東海 前年度実績値＋355局超 前年度実績値+118局以上
前年度実績値+355局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+118局未満 前年度実績値未満

近畿 前年度実績値＋488局超 前年度実績値+163局以上
前年度実績値+488局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+163局未満 前年度実績値未満

中国 前年度実績値＋173局超 前年度実績値+58局以上
前年度実績値+173局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+58局未満 前年度実績値未満

四国 前年度実績値＋88局超 前年度実績値+29局以上
前年度実績値+88局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+29局未満 前年度実績値未満

九州 前年度実績値＋304局超 前年度実績値+101局以上
前年度実績値+304局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+101局未満 前年度実績値未満

沖縄 前年度実績値＋35局超 前年度実績値+12局以上
前年度実績値+35局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+12局未満 前年度実績値未満

(2) 人口カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(3) 面積カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(4) 総合的な評価

前年度実績値を非常に大きく上回っている
として、ア又はイのいずれかを満たしている。
ア (1)、(2)及び(3)の評価のうち複数の

評価がSであり、(1)、(2)及び(3)の評
価がいずれもB以上である。

イ (1)、(2)及び(3)の評価のうちいずれか
１つがSであり、その他の評価がAである。

前年度実績値を大きく上回っているとして、
ア又はイのいずれかを満たしている。
ア (1)、(2)及び(3)の評価のうちいずれか

１つがSであり、その他の評価がA及びB
又はいずれもBである。

イ (1)、(2)及び(3)の評価のうちいずれか
１つがAであり、その他の評価がA又はB
である。

前年度実績値を上回っているとして、(1)、
(2)及び(3)の評価がいずれもBである。

前年度実績値を下回っているとして、(1)、
(2)及び(3)の評価のうちいずれかがCであ
る。

認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（進捗評価） ②

（Sub6帯）

6GHz以下/
移行計画以外&Sub6

(別紙２関係)

1
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４ 基盤展開率
S A B C

前年度実績値＋１％超 前年度実績値±１％以内 前年度実績値－５％以上
前年度実績値－１％未満 前年度実績値－５％未満

５ 通信量
S A B C
- - 帯域別トラヒック総量が前年度実績値以上である。 帯域別トラヒック総量が前年度実績値未満である。

６ 技術導入状況
Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

前年度実績値を大きく上回っているとして、ア
及びイを満たしている。
ア (ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８

MIMO 若 し く は Massive MIMO 、
( ウ )256QAM 若 し く は UL64QAM 又 は
(エ)SAのうち１つ以上で、技術導入状況が
前年度実績値＋10％を超えている。

イ (ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８
MIMO又はMassive MIMO、(ウ)256Q
AM又はUL64QAM及び(エ)SAのいずれも、
技術導入状況が前年度実績値－10％以
上である。

前年度実績値と同等程度であるとして、
(ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８MIMO
又はMassive MIMO、(ウ)256QAM又は
UL64QAM及び(エ)SAのいずれも、技術導
入状況が前年度実績値±10％以内である。

前年度実績値を大きく下回っているとして、
ア及びイを満たしている。
ア (ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８

MIMO 若 し く は Massive MIMO 、
(ウ)256QAM若しくはUL64QAM又は
(エ)SAのうち１つ以上で、技術導入状況
が前年度実績値－10％未満である。

イ (ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８
MIMO又はMassive MIMO、 (ウ)256
QAM又はUL64QAM及び(エ) SAのいず
れも、技術導入状況が前年度実績値－
30％以上である。

前年度実績値を非常に大きく下回っている
として、(ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、
８ MIMO 若 し く は Massive MIMO 、
(ウ)256QAM若しくはUL64QAM又は(エ)
SAのうち１つ以上で、技術導入状況が前
年度実績値－30％未満である。

認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（進捗評価） ③
（Sub6帯）

Sub6帯以外において、通信量及び技術導入状況については、移行計画に係らない周波数と係る周波数を合算し、周波数帯全体として評価。

6GHz以下/
移行計画以外&Sub6

(別紙２関係)

1
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Ｓ Ａ Ｂ Ｃ D

全国 計画値＋3,000局超 計画値+1,000局超
計画値+3,000局以下

計画値以上
計画値+1,000局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

北海道 計画値＋124局超 計画値+41局以上
計画値+124局以下

計画値以上
計画値+41局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

東北 計画値＋205局超 計画値+68局以上
計画値+205局以下

計画値以上
計画値+68局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

関東 計画値＋1,057局超 計画値+353局以上
計画値+1,057局以下

計画値以上
計画値+353局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

信越 計画値＋101局超 計画値+34局以上
計画値+101局以下

計画値以上
計画値+34局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

北陸 計画値＋70局超 計画値+23局以上
計画値+70局以下

計画値以上
計画値+23局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

東海 計画値＋355局超 計画値+118局以上
計画値+355局以下

計画値以上
計画値+118局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

近畿 計画値＋488局超 計画値+163局以上
計画値+488局以下

計画値以上
計画値+163局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

中国 計画値＋173局超 計画値+58局以上
計画値+173局以下

計画値以上
計画値+58局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

四国 計画値＋88局超 計画値+29局以上
計画値+88局以下

計画値以上
計画値+29局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

九州 計画値＋304局超 計画値+101局以上
計画値+304局以下

計画値以上
計画値+101局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

沖縄 計画値＋35局超 計画値+12局以上
計画値+35局以下

計画値以上
計画値+12局未満 計画値未満（正当な理由＊あり） 計画値未満（正当な理由＊なし）

１ 電気通信業務用基地局の数

認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（実績評価） 6GHz以下/移行計画①
○移行計画に係る周波数帯※ ※令和７年度においては、(1) 870MHzを超え875MHz以下、(2) 945MHzを超え950MHz以下、(3) 2,165MHzを超え2,170MHz以下が対象

* 計画値未満となった場合において、その具体的な要因を確認した上で、正当な理由と認められるかどうか判断するものとする。

(別紙１関係)

1
1
0



Ｓ Ａ Ｂ Ｃ D

計画値＋５％超 計画値＋１％以上
計画値＋５％以下

計画値以上
計画値＋１％未満

計画値未満（正当な理由＊

あり）
計画値未満（正当な理由＊

なし）

３ 面積カバー率

認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（実績評価） 6GHz以下/移行計画②

* 計画値未満となった場合において、その具体的な要因を確認した上で、正当な理由と認められるかどうか判断するものとする。

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ D
２（人口カバー率）の評価が
ＳＳ又はＳである。

２（人口カバー率）の評価が
Ａである。

２（人口カバー率）の評価が
Ｂである。

２（人口カバー率）の評価が
Ｃである。

１（電気通信事業用基地局
の数）、２（人口カバー率）
又は３（面積カバー率）の評
価のうちいずれかがＤである。

総合的な評価

周波数帯 SS Ｓ Ａ Ｂ Ｃ D
(1) 870MHzを超え

875MHz以下
100％ 95%以上

100%未満
90%以上
95%未満

85%以上
90%未満、
又は計画値以上

80%以上
85%未満、
又は80%未満であって計
画値未満（正当な理由＊

あり）

計画値未満（正当な理由
＊なし）（ただし、80%以
上の場合を除く。）(2) 945MHzを超え

950MHz以下

(3) 2,165MHzを超
え2,170MHz以下 100％ 95%以上

100%未満
90%以上
95%未満

70%以上
90%未満、
又は計画値以上

50%以上
70%未満、
又は50%未満であって計
画値未満（正当な理由＊

あり）

計画値未満（正当な理由
＊なし）（ただし、50%以
上の場合を除く。）

２ 人口カバー率

* 計画値未満となった場合において、その具体的な要因を確認した上で、正当な理由と認められるかどうか判断するものとする。

(別紙１関係)

1
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評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

電
気
通
信
業
務
用
基
地
局
の
数

全国 前年度実績値＋3,000局超 前年度実績値+1,000局超
前年度実績値+3,000局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+1,000局未満 前年度実績値未満

北海道 前年度実績値＋124局超 前年度実績値+41局以上
前年度実績値+124局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+41局未満 前年度実績値未満

東北 前年度実績値＋205局超 前年度実績値+68局以上
前年度実績値+205局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+68局未満 前年度実績値未満

関東 前年度実績値＋1,057局超 前年度実績値+353局以上
前年度実績値+1,057局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+353局未満 前年度実績値未満

信越 前年度実績値＋101局超 前年度実績値+34局以上
前年度実績値+101局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+34局未満 前年度実績値未満

北陸 前年度実績値＋70局超 前年度実績値+23局以上
前年度実績値+70局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+23局未満 前年度実績値未満

東海 前年度実績値＋355局超 前年度実績値+118局以上
前年度実績値+355局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+118局未満 前年度実績値未満

近畿 前年度実績値＋488局超 前年度実績値+163局以上
前年度実績値+488局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+163局未満 前年度実績値未満

中国 前年度実績値＋173局超 前年度実績値+58局以上
前年度実績値+173局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+58局未満 前年度実績値未満

四国 前年度実績値＋88局超 前年度実績値+29局以上
前年度実績値+88局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+29局未満 前年度実績値未満

九州 前年度実績値＋304局超 前年度実績値+101局以上
前年度実績値+304局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+101局未満 前年度実績値未満

沖縄 前年度実績値＋35局超 前年度実績値+12局以上
前年度実績値+35局以下

前年度実績値以上
前年度実績値+12局未満 前年度実績値未満

(2) 人口カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(3) 面積カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(4) 総合的な評価

前年度実績値を非常に大きく上回っている
として、ア又はイのいずれかを満たしている。
ア (1)、(2)及び(3)の評価のうち複数の

評価がSであり、(1)、(2)及び(3)の評
価がいずれもB以上である。

イ (1)、(2)及び(3)の評価のうちいずれか
１つがSであり、その他の評価がAである。

前年度実績値を大きく上回っているとして、
ア又はイのいずれかを満たしている。
ア (1)、(2)及び(3)の評価のうちいずれか

１つがSであり、その他の評価がA及びB
又はいずれもBである。

イ (1)、(2)及び(3)の評価のうちいずれか
１つがAであり、その他の評価がA又はB
である。

前年度実績値を上回っているとして、(1)、
(2)及び(3)の評価がいずれもBである。

前年度実績値を下回っているとして、(1)、
(2)及び(3)の評価のうちいずれかがCであ
る。

１～３ 電気通信業務用基地局の数、人口カバー率及び面積カバー率

認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（進捗評価） 6GHz以下/移行計画

（移行計画に係る周波数帯）

通信量及び技術導入状況については、移行計画に係らない周波数と係る周波数を合算し、周波数帯全体として評価。

(別紙２関係)
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○６GHz超の周波数帯  ※28GHz帯

１ 電気通信業務
    用基地局の数

S A B C D
計画値以上であり、かつ、
周波数帯平均値＊の
110％以上である。

計画値以上であり、かつ、
周波数帯平均値＊の
90％以上110％未満である。

計画値以上であり、かつ、
周波数帯平均値＊の
70％以上90％未満である。

計画値以上であり、かつ、
周波数帯平均値＊の
70％未満である。

計画値未満で
ある。

＊周波数帯毎に各免許人の値を合計して免許人の数で除した値

S A B C D

1(基地局の数)の
評価がSである。

1(基地局の数)の
評価がAである。

1(基地局の数)の
評価がBである。

1(基地局の数)の
評価がCである。

１(基地局の数)、 5(通信量) 又は6(技
術導入状況) の評価のうちいずれかがＤ
である。

総合的な評価

S A B C D
－ － 評価区域内の全ての都道府県において、毎日トラヒックがある。 － 評価区域内のいずれかの都道府県において、1日の間トラヒックがない。

S A B C D
B評価の基準を満たし、かつ、
評価区域内の全ての都道府
県において、SA又はその代替
技術を導入

B評価の基準を満たし、かつ、
評価区域内の一部の都道府
県において、SA又はその代替
技術を導入

評価区域内の全ての都道府
県において、CA、MIMO及び
QAMの全て又はそれらの代替
技術を導入

評価区域内の全ての都道府
県において、CA、MIMO若しく
はQAMのいずれか又はそれら
の代替技術を導入

評価区域内の全ての都道府
県において、CA、MIMO若しく
はQAM又はそれらの代替技術
をいずれも導入していない

６ 技術導入状況

５ 通信量

認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（実績評価） 6GHz超
(別紙１関係)
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５ 通信量
S A B C
- - 帯域別トラヒック総量が前年度実績値以上である。 帯域別トラヒック総量が前年度実績値未満である。

６ 技術導入状況
Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

前年度実績値を大きく上回っているとして、ア
及びイを満たしている。
ア (ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８

MIMO 若 し く は Massive MIMO 、
( ウ )256QAM 若 し く は UL64QAM 又 は
(エ)SAのうち１つ以上で、技術導入状況が
前年度実績値＋10％を超えている。

イ (ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８
MIMO又はMassive MIMO、(ウ)256Q
AM又はUL64QAM及び(エ)SAのいずれも、
技術導入状況が前年度実績値－10％以
上である。

前年度実績値と同等程度であるとして、
(ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８MIMO
又はMassive MIMO、(ウ)256QAM又は
UL64QAM及び(エ)SAのいずれも、技術導
入状況が前年度実績値±10％以内である。

前年度実績値を大きく下回っているとして、
ア及びイを満たしている。
ア (ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８

MIMO 若 し く は Massive MIMO 、
(ウ)256QAM若しくはUL64QAM又は
(エ)SAのうち１つ以上で、技術導入状況
が前年度実績値－10％未満である。

イ (ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、８
MIMO又はMassive MIMO、 (ウ)256
QAM又はUL64QAM及び(エ) SAのいず
れも、技術導入状況が前年度実績値－
30％以上である。

前年度実績値を非常に大きく下回っている
として、(ア)CA、(イ)２MIMO、４MIMO、
８ MIMO 若 し く は Massive MIMO 、
(ウ)256QAM若しくはUL64QAM又は(エ)
SAのうち１つ以上で、技術導入状況が前
年度実績値－30％未満である。

○６GHz超の周波数帯
１ 電気通信業務用基地局の数※

S A B C
前年度実績値を非常に大きく上回っているとし
て、以下を満たしている。
前年度実績値＋3,000局超

前年度実績値を大きく上回っているとして、以
下を満たしている。
前年度実績値＋1,000局以上
前年度実績値＋3,000局以下

前年度実績値を上回っているとして、以下を
満たしている。
前年度実績値以上
前年度実績値＋1,000局未満

前年度実績値を下回っているとして、以下を
満たしている。
前年度実績値未満

認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（進捗評価） 6GHz超

※ 総合通信局ごとの基準については、P7の「２(１)電気通信業務用基地局の数（Sub6帯）」の基準に同じ。

※ 6GHz以下の基準に同じ。

※ 6GHz以下の基準に同じ。

(別紙２関係)
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評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

電
気
通
信
業
務
用
基
地
局
の
数

全国 計画値＋3,000局超 計画値＋1,000局以上
計画値＋3,000局以下

計画値以上
計画値＋1,000局未満 計画値未満

北海道 計画値＋124局超 計画値＋41局以上
計画値＋124局以下

計画値以上
計画値＋41局未満 計画値未満

東北 計画値＋205局超 計画値＋68局以上
計画値＋205局以下

計画値以上
計画値＋68局未満 計画値未満

関東 計画値＋1,057局超 計画値＋353局以上
計画値＋1,057局以下

計画値以上
計画値＋353局未満 計画値未満

信越 計画値＋101局超 計画値＋34局以上
計画値＋101局以下

計画値以上
計画値＋34局未満 計画値未満

北陸 計画値＋70局超 計画値＋23局以上
計画値＋70局以下

計画値以上
計画値＋23局未満 計画値未満

東海 計画値＋355局超 計画値＋118局以上
計画値＋355局以下

計画値以上
計画値＋118局未満 計画値未満

近畿 計画値＋488局超 計画値＋163局以上
計画値＋488局以下

計画値以上
計画値＋163局未満 計画値未満

中国 計画値＋173局超 計画値＋58局以上
計画値＋173局以下

計画値以上
計画値＋58局未満 計画値未満

四国 計画値＋88局超 計画値＋29局以上
計画値＋88局以下

計画値以上
計画値＋29局未満 計画値未満

九州 計画値＋304局超 計画値＋101局以上
計画値＋304局以下

計画値以上
計画値＋101局未満 計画値未満

沖縄 計画値＋35局超 計画値＋12局以上
計画値＋35局以下

計画値以上
計画値＋12局未満 計画値未満

(2) 人口カバー率 計画値＋５％超 計画値＋１％以上
計画値＋５％以下

計画値以上
計画値＋１％未満 計画値未満

(3) 総合的な評価

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を非常に大きく上
回っているとして、⑴及び⑵の評価のう
ち、一方がＳであり、他方がＡ以上で
ある。

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を大きく上回って
いるとして、ア又はイのいずれかを満た
している。
ア ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＳ

であり、他方がＢである。
イ ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＡ

であり、他方がＡ又はＢである。

認定された開設計画を適切に実施し
ているとして、⑴及び⑵の評価がいず
れもＢである。

認定された開設計画を適切に実施し
ていないとして、⑴及び⑵の評価のうち
いずれかがＣである。

１、２ 電気通信業務用基地局の数及び人口カバー率

認定の有効期間中の周波数帯の評価（実績評価） ①

（５Ｇ普及開設指針、2.3GHz帯開設指針又は4.9GHz帯開設指針により割り当てられた周波数帯以外）

5G普及/2.3G帯開設指針
/4.9G帯開設指針以外

(別紙３関係)
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S A B C
(1) 770MHz を 超 え

773MHz 以 下 の 周
波数帯

アからエまでのうち３つ以上の技術の導
入率が50％を超えている。

ア CA
イ ２MIMO、４MIMO、８MIMO

又はMassive MIMO
ウ 256QAM又はUL64QAM
エ SA

アからエまでのうち３つ以上の技術が導
入されている。

ア CA
イ ２MIMO、４MIMO、８MIMO

又はMassive MIMO
ウ 256QAM又はUL64QAM
エ SA

アからエまでのうち１つ以上２つ以下の
技術が導入されている。

ア CA
イ ２MIMO、４MIMO、８MIMO

又はMassive MIMO
ウ 256QAM又はUL64QAM
エ SA

アからエまでのいずれの技術も導入され
ていない。

ア CA
イ ２MIMO、４MIMO、８MIMO

又はMassive MIMO
ウ 256QAM又はUL64QAM
エ SA

(2) (1)以外の周波数帯 アからオまでのうち４つ以上の技術の
導入率が50％を超えている。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのうち４つ以上の技術が
導入されている。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのうち１つ以上３つ以下の
技術が導入されている。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのいずれの技術も導入され
ていない。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

７ 技術導入状況

総合的な評価
S A B C

(1) ５Ｇ普及開設指針、2.3GHz
帯開設指針又は4.9GHz帯開
設指針により割り当てられた周
波数帯以外の周波数帯

「１、２（電気通信業務用基地局
の数及び人口カバー率）」の(3)総
合的な評価がＳである。

「１、２（電気通信業務用基地局
の数及び人口カバー率）」の(3)総
合的な評価がＡである。

「１、２（電気通信業務用基地局
の数及び人口カバー率）」の(3)総
合的な評価がＢである。

「１、２（電気通信業務用基地局
の数及び人口カバー率）」の(3)総
合的な評価又は「７（技術導入状
況）」の評価のうちいずれかがＣで
ある。

認定の有効期間中の周波数帯の評価（実績評価） ②5G普及/2.3G帯開設指針
/4.9G帯開設指針以外

(別紙３関係)
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１～３ 電気通信業務用基地局の数、人口カバー率及び面積カバー率
評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

電
気
通
信
業
務
用
基
地
局
の
数

全国 前年度実績値＋3,000局超 前年度実績値＋1,000局以上
前年度実績値＋3,000局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋1,000局未満 前年度実績値未満

北海道 前年度実績値＋124局超 前年度実績値＋41局以上
前年度実績値＋124局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋41局未満 前年度実績値未満

東北 前年度実績値＋205局超 前年度実績値＋68局以上
前年度実績値＋205局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋68局未満 前年度実績値未満

関東 前年度実績値＋1,057局超 前年度実績値＋353局以上
前年度実績値＋1,057局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋353局未満 前年度実績値未満

信越 前年度実績値＋101局超 前年度実績値＋34局以上
前年度実績値＋101局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋34局未満 前年度実績値未満

北陸 前年度実績値＋70局超 前年度実績値＋23局以上
前年度実績値＋70局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋23局未満 前年度実績値未満

東海 前年度実績値＋355局超 前年度実績値＋118局以上
前年度実績値＋355局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋118局未満 前年度実績値未満

近畿 前年度実績値＋488局超 前年度実績値＋163局以上
前年度実績値＋488局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋163局未満 前年度実績値未満

中国 前年度実績値＋173局超 前年度実績値＋58局以上
前年度実績値＋173局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋58局未満 前年度実績値未満

四国 前年度実績値＋88局超 前年度実績値＋29局以上
前年度実績値＋88局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋29局未満 前年度実績値未満

九州 前年度実績値＋304局超 前年度実績値＋101局以上
前年度実績値＋304局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋101局未満 前年度実績値未満

沖縄 前年度実績値＋35局超 前年度実績値＋12局以上
前年度実績値＋35局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋12局未満 前年度実績値未満

(2) 人口カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(3) 面積カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(4) 総合的な評価

前年度実績値を非常に大きく上回っ
ているとして、ア又はイのいずれかを満
たしている。
ア ⑴、⑵及び⑶の評価のうち複数の

評価がＳであり、⑴、⑵及び⑶の
評価がいずれもＢ以上である。

イ ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ
か１つがＳであり、その他の評価が
Ａである。

前年度実績値を大きく上回っていると
して、ア又はイのいずれかを満たしてい
る。
ア ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ

か１つがＳであり、その他の評価が
Ａ及びＢ又はいずれもＢである。

イ ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ
か１つがＡであり、その他の評価が
Ａ又はＢである。

前年度実績値を上回っているとして、
⑴、⑵及び⑶の評価がいずれもＢであ
る。

前年度実績値を下回っているとして、
⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれかが
Ｃである。

認定の有効期間中の周波数帯の評価（進捗評価） 5G普及/4.9G帯開設指針以外

７ 技術導入状況 認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（進捗評価）6GHz以下の周波数帯の「６ 技術導入状況」の基準に同じ。

(別紙４関係)

1
1
7



１ 電気通信業務用基地局の数

評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ
(1) 電気通信業務用基

地局の数(屋外)※ 計画値＋3,000局超 計画値＋1,000局以上
計画値＋3,000局以下

計画値以上
計画値＋1,000局未満 計画値未満

(2) 電気通信業務用基
地局の数(屋内)※ 計画値＋3,000局超 計画値＋1,000局以上

計画値＋3,000局以下
計画値以上
計画値＋1,000局未満 計画値未満

(3) 総合的な評価

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を非常に大きく
上回っているとして、⑴及び⑵の評価
のうち、一方がＳであり、他方がＡ以
上である。

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を大きく上回って
いるとして、ア又はイのいずれかを満た
している。
ア ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＳ

であり、他方がＢである。
イ ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＡ

であり、他方がＡ又はＢである。

認定された開設計画を適切に実施し
ているとして、⑴及び⑵の評価がいず
れもＢである。

認定された開設計画を適切に実施し
ていないとして、⑴及び⑵の評価のう
ちいずれかがＣである。

※ 総合通信局ごとの基準については、P14の「１(１)電気通信業務用基地局の数」の基準に同じ。

認定の有効期間中の周波数帯の評価（実績評価） 5G普及開設指針①

（5G普及開設指針により割り当てられた周波数帯）
(別紙３関係)

1
1
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評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

５
Ｇ
高
度
特
定
基
地
局
の
数

全国 計画値＋1,000局超 計画値＋500局以上
計画値＋1,000局以下

計画値以上
計画値＋500局未満 計画値未満

北海道 計画値＋204局超 計画値＋102局以上
計画値＋204局以下

計画値以上
計画値＋102局未満 計画値未満

東北 計画値＋167局超 計画値＋84局以上
計画値＋167局以下

計画値以上
計画値＋84局未満 計画値未満

関東 計画値＋92局超 計画値＋46局以上
計画値＋92局以下

計画値以上
計画値＋46局未満 計画値未満

信越 計画値＋62局超 計画値＋31局以上
計画値＋62局以下

計画値以上
計画値＋31局未満 計画値未満

北陸 計画値＋35局超 計画値＋18局以上
計画値＋35局以下

計画値以上
計画値＋18局未満 計画値未満

東海 計画値＋73局超 計画値＋36局以上
計画値＋73局以下

計画値以上
計画値＋36局未満 計画値未満

近畿 計画値＋68局超 計画値＋34局以上
計画値＋68局以下

計画値以上
計画値＋34局未満 計画値未満

中国 計画値＋86局超 計画値＋43局以上
計画値＋86局以下

計画値以上
計画値＋43局未満 計画値未満

四国 計画値＋56局超 計画値＋28局以上
計画値＋56局以下

計画値以上
計画値＋28局未満 計画値未満

九州 計画値＋136局超 計画値＋68局以上
計画値＋136局以下

計画値以上
計画値＋68局未満 計画値未満

沖縄 計画値＋21局超 計画値＋10局以上
計画値＋21局以下

計画値以上
計画値＋10局未満 計画値未満

(2) ５Ｇ基盤展開率 計画値＋５％超 計画値＋１％以上
計画値＋５％以下

計画値以上
計画値＋１％未満 計画値未満

(3) 総合的な評価

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を非常に大きく上
回っているとして、⑴及び⑵の評価のう
ち、一方がＳであり、他方がＡ以上で
ある。

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を大きく上回って
いるとして、ア又はイのいずれかを満た
している。
ア ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＳ

であり、他方がＢである。
イ ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＡ

であり、他方がＡ又はＢである。

認定された開設計画を適切に実施し
ているとして、⑴及び⑵の評価がいず
れもＢである。

認定された開設計画を適切に実施し
ていないとして、⑴及び⑵の評価のうち
いずれかがＣである。

４、５ ５Ｇ高度特定基地局の数及び５Ｇ基盤展開率

認定の有効期間中の周波数帯の評価（実績評価） 5G普及開設指針 ②
（５Ｇ普及開設指針により割り当てられた周波数帯） (別紙３関係)

1
1
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S A B C
(2) (1)以外の周波数帯 アからオまでのうち４つ以上の技術の

導入率が50％を超えている。
ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのうち４つ以上の技術が
導入されている。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのうち１つ以上３つ以下の
技術が導入されている。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのいずれの技術も導入され
ていない。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

７ 技術導入状況

総合的な評価
S A B C

(2) ５Ｇ普及開設指針により割り
当てられた周波数帯

「１（電気通信業務用基地局の
数）」の(3)総合的な評価又は
「４、５（５Ｇ高度特定基地局
の数及び５Ｇ基盤展開率）」の
(3)総合的な評価のうち、一方が
Ｓであり、他方がＡ以上である。

「１（電気通信業務用基地局の
数）」の(3)総合的な評価又は
「４、５（５Ｇ高度特定基地局
の数及び５Ｇ基盤展開率）」の
(3)総合的な評価のうち、一方が
Ｓであり他方がＢ、又は一方がＡ
であり他方がＡ若しくはＢである。

「１（電気通信業務用基地局の
数）」の(3)総合的な評価又は
「４、５（５Ｇ高度特定基地局
の数及び５Ｇ基盤展開率）」の
(3)総合的な評価がいずれもＢで
ある。

「１（電気通信業務用基地局の
数）」の(3)総合的な評価、「４、
５（５Ｇ高度特定基地局の数及
び５Ｇ基盤展開率）」の(3)総合
的な評価又は「７（技術導入状
況）」の評価のうちいずれかがＣで
ある。

認定の有効期間中の周波数帯の評価（実績評価） 5G普及開設指針③
(別紙３関係)

1
2
0



１～３ 電気通信業務用基地局の数、人口カバー率及び面積カバー率

評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

電
気
通
信
業
務
用
基
地
局
の
数

全国 前年度実績値＋3,000局超 前年度実績値＋1,000局以上
前年度実績値＋3,000局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋1,000局未満 前年度実績値未満

北海道 前年度実績値＋124局超 前年度実績値＋41局以上
前年度実績値＋124局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋41局未満 前年度実績値未満

東北 前年度実績値＋205局超 前年度実績値＋68局以上
前年度実績値＋205局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋68局未満 前年度実績値未満

関東 前年度実績値＋1,057局超 前年度実績値＋353局以上
前年度実績値＋1,057局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋353局未満 前年度実績値未満

信越 前年度実績値＋101局超 前年度実績値＋34局以上
前年度実績値＋101局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋34局未満 前年度実績値未満

北陸 前年度実績値＋70局超 前年度実績値＋23局以上
前年度実績値＋70局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋23局未満 前年度実績値未満

東海 前年度実績値＋355局超 前年度実績値＋118局以上
前年度実績値＋355局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋118局未満 前年度実績値未満

近畿 前年度実績値＋488局超 前年度実績値＋163局以上
前年度実績値＋488局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋163局未満 前年度実績値未満

中国 前年度実績値＋173局超 前年度実績値＋58局以上
前年度実績値＋173局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋58局未満 前年度実績値未満

四国 前年度実績値＋88局超 前年度実績値＋29局以上
前年度実績値＋88局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋29局未満 前年度実績値未満

九州 前年度実績値＋304局超 前年度実績値＋101局以上
前年度実績値＋304局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋101局未満 前年度実績値未満

沖縄 前年度実績値＋35局超 前年度実績値＋12局以上
前年度実績値＋35局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋12局未満 前年度実績値未満

(2) 人口カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(3) 面積カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(4) 総合的な評価

前年度実績値を非常に大きく上回っ
ているとして、ア又はイのいずれかを満
たしている。
ア ⑴、⑵及び⑶の評価のうち複数の

評価がＳであり、⑴、⑵及び⑶の
評価がいずれもＢ以上である。

イ ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ
か１つがＳであり、その他の評価が
Ａである。

前年度実績値を大きく上回っていると
して、ア又はイのいずれかを満たしてい
る。
ア ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ

か１つがＳであり、その他の評価が
Ａ及びＢ又はいずれもＢである。

イ ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ
か１つがＡであり、その他の評価が
Ａ又はＢである。

前年度実績値を上回っているとして、
⑴、⑵及び⑶の評価がいずれもＢであ
る。

前年度実績値を下回っているとして、
⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれかが
Ｃである。

認定の有効期間中の周波数帯の評価（進捗評価） ５Ｇ普及開設指針 ①
(別紙４関係)

1
2
1



認定の有効期間中の周波数帯の評価（進捗評価） ５Ｇ普及開設指針 ②
４、５ ５Ｇ高度特定基地局の数及び５Ｇ基盤展開率（５Ｇ普及開設指針により割り当てられた周波数帯）

評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

５
Ｇ
高
度
特
定
基
地
局
の
数

全国 前年度実績値＋1,000局超 前年度実績値＋500局以上
前年度実績値＋1,000局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋500局未満 前年度実績値未満

北海道 前年度実績値＋204局超 前年度実績値＋102局以上
前年度実績値＋204局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋102局未満 前年度実績値未満

東北 前年度実績値＋167局超 前年度実績値＋84局以上
前年度実績値＋167局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋84局未満 前年度実績値未満

関東 前年度実績値＋92局超 前年度実績値＋46局以上
前年度実績値＋92局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋46局未満 前年度実績値未満

信越 前年度実績値＋62局超 前年度実績値＋31局以上
前年度実績値＋62局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋31局未満 前年度実績値未満

北陸 前年度実績値＋35局超 前年度実績値＋18局以上
前年度実績値＋35局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋18局未満 前年度実績値未満

東海 前年度実績値＋73局超 前年度実績値＋36局以上
前年度実績値＋73局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋36局未満 前年度実績値未満

近畿 前年度実績値＋68局超 前年度実績値＋34局以上
前年度実績値＋68局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋34局未満 前年度実績値未満

中国 前年度実績値＋86局超 前年度実績値＋43局以上
前年度実績値＋86局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋43局未満 前年度実績値未満

四国 前年度実績値＋56局超 前年度実績値＋28局以上
前年度実績値＋56局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋28局未満 前年度実績値未満

九州 前年度実績値＋136局超 前年度実績値＋68局以上
前年度実績値＋136局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋68局未満 前年度実績値未満

沖縄 前年度実績値＋21局超 前年度実績値＋10局以上
前年度実績値＋21局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋10局未満 前年度実績値未満

(2) ５Ｇ基盤展開率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(3) 総合的な評価

前年度実績値を非常に大きく上回っ
ているとして、⑴及び⑵の評価のうち、
一方がＳであり、他方がＡ以上である。

前年度実績値を大きく上回っていると
して、ア又はイのいずれかを満たしてい
る。
ア ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＳ

であり、他方がＢである。
イ ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＡ

であり、他方がＡ又はＢである。

前年度実績値を上回っているとして、
⑴及び⑵の評価がいずれもＢである。

前年度実績値を下回っているとして、
⑴及び⑵の評価のうちいずれかがＣで
ある。

７ 技術導入状況 認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（進捗評価）の6GHz以下の周波数帯の「６ 技術導入状況」の基準に同じ。

(別紙４関係)

1
2
2



１ 電気通信業務用基地局の数

評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

電気通信業務用
基地局の数※

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を非常に大きく
上回っているとして、以下を満たしてい
る。
計画値＋3,000局超

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を大きく上回って
いるとして、以下を満たしている。
計画値＋1,000局以上
計画値＋3,000局以下

認定された開設計画を適切に実施し
ているとして、以下を満たしている。
計画値以上
計画値＋1,000局未満

認定された開設計画を適切に実施し
ていないとして、以下を満たしている。
計画値未満

認定の有効期間中の周波数帯の評価（実績評価） 2.3GHz帯開設指針

（2.3GHz帯開設指針により割り当てられた周波数帯）

S A B C
(2) (1)以外の周波数帯 アからオまでのうち４つ以上の技術の

導入率が50％を超えている。
ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのうち４つ以上の技術が
導入されている。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのうち１つ以上３つ以下の
技術が導入されている。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのいずれの技術も導入され
ていない。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

７ 技術導入状況

総合的な評価
S A B C

(3) 2.3GHz帯開設指針により割り
当てられた周波数帯

１（電気通信業務用基地局の
数）の評価がＳである。

１（電気通信業務用基地局の
数）の評価がＡである。

１（電気通信業務用基地局の
数）の評価がＢである。

１（電気通信業務用基地局の
数）又は７（技術導入状況）の
評価のうちいずれかがＣである。

※ 総合通信局ごとの基準については、P14の「１(１)電気通信業務用基地局の数」の基準に同じ。 

(別紙３関係)

1
2
3



１～３ 電気通信業務用基地局の数、人口カバー率及び面積カバー率
評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

電
気
通
信
業
務
用
基
地
局
の
数

全国 前年度実績値＋3,000局超 前年度実績値＋1,000局以上
前年度実績値＋3,000局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋1,000局未満 前年度実績値未満

北海道 前年度実績値＋124局超 前年度実績値＋41局以上
前年度実績値＋124局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋41局未満 前年度実績値未満

東北 前年度実績値＋205局超 前年度実績値＋68局以上
前年度実績値＋205局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋68局未満 前年度実績値未満

関東 前年度実績値＋1,057局超 前年度実績値＋353局以上
前年度実績値＋1,057局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋353局未満 前年度実績値未満

信越 前年度実績値＋101局超 前年度実績値＋34局以上
前年度実績値＋101局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋34局未満 前年度実績値未満

北陸 前年度実績値＋70局超 前年度実績値＋23局以上
前年度実績値＋70局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋23局未満 前年度実績値未満

東海 前年度実績値＋355局超 前年度実績値＋118局以上
前年度実績値＋355局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋118局未満 前年度実績値未満

近畿 前年度実績値＋488局超 前年度実績値＋163局以上
前年度実績値＋488局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋163局未満 前年度実績値未満

中国 前年度実績値＋173局超 前年度実績値＋58局以上
前年度実績値＋173局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋58局未満 前年度実績値未満

四国 前年度実績値＋88局超 前年度実績値＋29局以上
前年度実績値＋88局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋29局未満 前年度実績値未満

九州 前年度実績値＋304局超 前年度実績値＋101局以上
前年度実績値＋304局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋101局未満 前年度実績値未満

沖縄 前年度実績値＋35局超 前年度実績値＋12局以上
前年度実績値＋35局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋12局未満 前年度実績値未満

(2) 人口カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(3) 面積カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(4) 総合的な評価

前年度実績値を非常に大きく上回っ
ているとして、ア又はイのいずれかを満
たしている。
ア ⑴、⑵及び⑶の評価のうち複数の

評価がＳであり、⑴、⑵及び⑶の
評価がいずれもＢ以上である。

イ ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ
か１つがＳであり、その他の評価が
Ａである。

前年度実績値を大きく上回っていると
して、ア又はイのいずれかを満たしてい
る。
ア ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ

か１つがＳであり、その他の評価が
Ａ及びＢ又はいずれもＢである。

イ ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ
か１つがＡであり、その他の評価が
Ａ又はＢである。

前年度実績値を上回っているとして、
⑴、⑵及び⑶の評価がいずれもＢであ
る。

前年度実績値を下回っているとして、
⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれかが
Ｃである。

認定の有効期間中の周波数帯の評価（進捗評価） 2.3GHz帯開設指針

７ 技術導入状況 認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（進捗評価）の6GHz以下の周波数帯の「６ 技術導入状況」の基準に同じ。

(別紙４関係)

1
2
4



１、６ 電気通信業務用基地局の数、4.9GHz帯展開率

評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ
(1) 電気通信業務用基

地局の数※ 計画値＋3,000局超 計画値＋1,000局以上
計画値＋3,000局以下

計画値以上
計画値＋1,000局未満 計画値未満

(2) 4.9GHz帯展開率 計画値＋5%超 計画値＋1%以上
計画値＋5%以下

計画値以上
計画値＋1%未満 計画値未満

(3) 総合的な評価

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を非常に大きく
上回っているとして、⑴及び⑵の評価
のうち、一方がＳであり、他方がＡ以
上である。

認定された開設計画を適切に実施し
ており、かつ、計画値を大きく上回って
いるとして、ア又はイのいずれかを満た
している。
ア ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＳ

であり、他方がＢである。
イ ⑴及び⑵の評価のうち、一方がＡ

であり、他方がＡ又はＢである。

認定された開設計画を適切に実施し
ているとして、⑴及び⑵の評価がいず
れもＢである。

認定された開設計画を適切に実施し
ていないとして、⑴及び⑵の評価のう
ちいずれかがＣである。

認定の有効期間中の周波数帯の評価（実績評価） 4.9GHz帯開設指針

（4.9GHz帯開設指針により割り当てられた周波数帯）

S A B C
(2) (1)以外の周波数帯 アからオまでのうち４つ以上の技術の

導入率が50％を超えている。
ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのうち４つ以上の技術が
導入されている。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのうち１つ以上３つ以下の
技術が導入されている。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

アからオまでのいずれの技術も導入され
ていない。

ア CA
イ ４MIMO又は８MIMO
ウ Massive MIMO
エ 256QAM又はUL64QAM
オ SA

７ 技術導入状況

総合的な評価
S A B C

(4) 4.9GHz帯開設指針により割り
当てられた周波数帯

「１、６（電気通信業務用基地局
の数及び4.9GHz帯展開率）」の
(3)総合的な評価がＳである。

「１、６（電気通信業務用基地局
の数及び4.9GHz帯展開率）」の
(3)総合的な評価がＡである。

「１、６（電気通信業務用基地局
の数及び4.9GHz帯展開率）」の
(3)総合的な評価がＢである。

「１、６（電気通信業務用基地局
の数及び4.9GHz帯展開率）」の
(3)総合的な評価又は「７（技術
導入状況）」の評価のうちいずれか
がＣである。

※ 総合通信局ごとの基準については、P14の「１(１)電気通信業務用基地局の数」の基準に同じ。

(別紙３関係)

1
2
5



１～３ 電気通信業務用基地局の数、人口カバー率及び面積カバー率

評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

(

1) 

電
気
通
信
業
務
用
基
地
局
の
数

全国 前年度実績値＋3,000局超 前年度実績値＋1,000局以上
前年度実績値＋3,000局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋1,000局未満 前年度実績値未満

北海道 前年度実績値＋124局超 前年度実績値＋41局以上
前年度実績値＋124局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋41局未満 前年度実績値未満

東北 前年度実績値＋205局超 前年度実績値＋68局以上
前年度実績値＋205局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋68局未満 前年度実績値未満

関東 前年度実績値＋1,057局超 前年度実績値＋353局以上
前年度実績値＋1,057局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋353局未満 前年度実績値未満

信越 前年度実績値＋101局超 前年度実績値＋34局以上
前年度実績値＋101局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋34局未満 前年度実績値未満

北陸 前年度実績値＋70局超 前年度実績値＋23局以上
前年度実績値＋70局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋23局未満 前年度実績値未満

東海 前年度実績値＋355局超 前年度実績値＋118局以上
前年度実績値＋355局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋118局未満 前年度実績値未満

近畿 前年度実績値＋488局超 前年度実績値＋163局以上
前年度実績値＋488局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋163局未満 前年度実績値未満

中国 前年度実績値＋173局超 前年度実績値＋58局以上
前年度実績値＋173局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋58局未満 前年度実績値未満

四国 前年度実績値＋88局超 前年度実績値＋29局以上
前年度実績値＋88局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋29局未満 前年度実績値未満

九州 前年度実績値＋304局超 前年度実績値＋101局以上
前年度実績値＋304局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋101局未満 前年度実績値未満

沖縄 前年度実績値＋35局超 前年度実績値＋12局以上
前年度実績値＋35局以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋12局未満 前年度実績値未満

(2) 人口カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(3) 面積カバー率 前年度実績値＋５％超 前年度実績値＋１％以上
前年度実績値＋５％以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋１％未満 前年度実績値未満

(4) 総合的な評価

前年度実績値を非常に大きく上回っ
ているとして、ア又はイのいずれかを満
たしている。
ア ⑴、⑵及び⑶の評価のうち複数の

評価がＳであり、⑴、⑵及び⑶の
評価がいずれもＢ以上である。

イ ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ
か１つがＳであり、その他の評価が
Ａである。

前年度実績値を大きく上回っていると
して、ア又はイのいずれかを満たしてい
る。
ア ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ

か１つがＳであり、その他の評価が
Ａ及びＢ又はいずれもＢである。

イ ⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれ
か１つがＡであり、その他の評価が
Ａ又はＢである。

前年度実績値を上回っているとして、
⑴、⑵及び⑶の評価がいずれもＢであ
る。

前年度実績値を下回っているとして、
⑴、⑵及び⑶の評価のうちいずれかが
Ｃである。

認定の有効期間中の周波数帯の評価（進捗評価） 4.9GHz帯開設指針 ①
(別紙４関係)

1
2
6



６ 4.9GHz帯展開率（4.9GHz帯開設指針により割り当てられた周波数帯）

評価項目 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

4.9GHz帯展開率 前年度実績値＋5%超 前年度実績値＋1%以上
前年度実績値＋5%以下

前年度実績値以上
前年度実績値＋1%未満 前年度実績値未満

認定の有効期間中の周波数帯の評価（進捗評価） 4.9GHz帯開設指針②

７ 技術導入状況 認定の有効期間が満了した周波数帯等の評価（進捗評価）の6GHz以下の周波数帯の「６ 技術導入状況」の基準に同じ。

(別紙４関係)

1
2
7



１ 総務省令に規定する事項

２ 総合的な評価

評価項目 a b c d

①５Ｇ基地局におけるインフラ
シェアリング

ｂに加えて、新技術の開発や導
入に積極的に取り組んでいる
（又は計画を有している）。

インフラシェアリングの実績があり、
今後、一定の計画を有している。

インフラシェアリングの実績はある
ものの、今後の計画がない（又
は不十分である）。

インフラシェアリングの実績がなく、
また今後の計画もない。

②安全・信頼性の確保※
ｂに加えて、新技術の開発や導
入に積極的に取り組んでいる
（又は計画を有している）。

一定の取組を行っており、前年
度に比べて改善が見られる。

一定の取組を行っているものの、
前年度に比べて改善が見られな
い。

十分な取組が行われていない。

③データトラヒック
ｂに加えて、新技術の開発や導
入に積極的に取り組んでいる
（又は計画を有している）。

トラヒックが増加傾向にあり、トラ
ヒックを効率的に処理するための
工夫がなされている。

トラヒックは減少傾向にあるもの
の、トラヒックを効率的に処理す
るための工夫がなされている。

トラヒックを効率的に処理する工
夫がなされていない。

④電波の割当てを受けていない
者等（ＭＶＮＯ）に対する
サービス提供

ｂに加えて、ＭＶＮＯへの更な
る開放に積極的に取り組んでい
る。

ＭＶＮＯへの提供が自社グ
ループ以外の多数に行われてい
る。

ＭＶＮＯへの提供が自社グ
ループ内に留まっている（又は
少数に留まっている）。

ＭＶＮＯへの提供を全く行って
いない。

⑤携帯電話の上空利用及び
IoTへの取組

ｂに加えて、５Ｇの活用（上
空利用）／サービスの多様化
（IoT利用）に積極的に取り
組んでいる。

実用化に積極的に取り組んでい
る。 実証段階に留まっている。 自社として具体的な取組が行わ

れていない。

a b c d
電波の有効利用又は適切な電波利用
が行われている。

電波の有効利用又は適切な電波利用
が一定程度行われている。

電波の有効利用又は適切な電波利用
があまり行われていない。

電波の有効利用又は適切な電波利用
が行われていない。

複数の周波数帯を総合的に勘案した評価（定性評価） 別紙５関係

※ 災害、通信障害、セキュリティに係る事前の対策や事案発生時の取組をいう。

1
2
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